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原子力政策の出発点－福島第一原発事故の真摯な反省 

①  福島の再生・復興に向けた取組がエネルギー政策の再構築の出発点。 

②  廃炉・汚染水対策は、世界にも前例のない困難な事業。国が前面に立ち、一つ一つの対策を着
実に履行する不退転の決意を持って取組を実施。 

③  国の取組として、廃炉・汚染水対策に係る司令塔機能を一本化し、体制を強化。予防的・重層的
な対策を進めるため、技術的観点から支援を強化。 

④  現在、約１４万人もの人々が避難を余儀なくされており、賠償や除染・中間貯蔵施設事業等につ
いて国が前面に出る方針を明確化。 

⑤  加えて、福島第一原発の周辺地域において、廃炉関連技術の研究開発拠点やメンテナンス・部
品製造を中心とした生産拠点の在り方について地元の意見も踏まえつつ、検討。 

＜エネルギー基本計画（平成２６年４月）＞ 

＜原子力小委員会 中間整理（平成２６年１２月）＞ 

①  福島第一原発事故の直接的原因や「安全神話」など根源的原因を踏まえ、政府及び事業者等
は再発防止のための努力を続けていかなければならない。 

②  現在どのような安全対策をとっているのか、正確に国内外に発信し、認識を高める必要がある。 

③  東京電力及び政府は、広く国際社会に開かれた形で廃炉・汚染水対策を進め、戦略的に事故
廃炉の技術開発を進める必要がある。  

④  政府は被災者の方々の心情に寄り添い、避難指示の解除と帰還に向けた取組の拡充、新たな
生活の開始に向けた支援等の拡充を進めていくことが望まれる。 

⑤  福島イノ ベーション・コースト構想（昨年６月取りまとめ）の具体化などにより、 福島の外から企業や
研究機関を呼び込む努力を進めていくことが重要。 2 
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廃炉・汚染水対策の概要 
２０１５年５月２８日 

廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議 

使用済燃料プール 

からの燃料取り出し 

燃料デブリ 

（溶融燃料）取り出し 

原子炉施設の解体等 

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ 

保管／搬出 燃料取り出し 
燃料取り出し 

設備の設置 

瓦礫撤去、 

除染 

「汚染水対策」の３つの基本方針と主な作業項目 

保管／搬出 
燃料デブリ 

取り出し 
止水、水張り 

除染、 

漏えい箇所調査 

解体等 
設備の設計 

・製作 

シナリオ 

・技術の検討 

１、２号機 ３号機 ４号機 

１～３号機 

方針１．汚染源を取り除く 

～事故で溶けた燃料を冷やした水と地下水が混ざり、１日約３００トンの汚染水が発生しており、下記の３つの基本方針に基づき対策を進めています～ 

方針２．汚染源に水を近づけない 

方針３．汚染水を漏らさない 

③地下水バイパスによる地下水汲み上げ 

④建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ 

⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置 

⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装 

⑦水ガラスによる地盤改良 

⑧海側遮水壁の設置 

⑨タンクの増設（溶接型へのリプレイス等） 

多核種除去設備（ALPS）等 

• タンク内の汚染水から放射性物質を除去しリスクを低減さ
せます。 

• 多核種除去設備に加え、東京電力による多核種除去設備の
増設（2014年９月から処理開始）、国の補助事業として
の高性能多核種除去設備の設置（2014年10月から処理開
始）により、汚染水の処理を進めています。 

• 汚染水のリスクを低減するため、ストロンチウムを除去す
る複数の浄化設備での処理を進めています。 

(高性能多核種除去設備) 

凍土方式の陸側遮水壁 

• 建屋を陸側遮水壁で囲み、建屋への地下水流入を
抑制します。 

• 2013年８月から現場にて試験を実施しており、
2014年6月に着工しました。 

• 先行して凍結を開始する山側部分について、凍結
管の設置が約99％完了しています。 

• 2015年4月末より試験凍結を開始しました。 

陸側遮水壁 
 

海側遮水壁 
 

• １～４号機海側に遮水壁を設置し、汚染された地下水の海洋
流出を防ぎます。 

• 遮水壁を構成する鋼管矢板の打設は一部を除き完了 
（98％完了）。閉合時期については調整中です。 

(設置状況) 

使用済燃料プールからの燃料取り出し  
３号機の使用済燃料プールからの燃料取り出しに向
け、プール内の大型ガレキ撤去作業を進めています。 
3号機使用済燃料プール内の大型ガレキ撤去作業は、2014
年８月のガレキ落下を受け中断していましたが、追加の落
下対策を実施し、2014年12月より大型ガレキ撤去作業を
再開しています。 

（注１）事故により溶け落ちた燃料。 

～４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しが完了しました。１～３号機の燃料取り出し、燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています～ 

 （注２）配管などが入った地下トンネル。 

(陸側遮水壁 試験凍結箇所例) 

2017年度以降 

原子炉格納容器下部の 

止水工事着手（検討中） 

①多核種除去設備等による汚染水浄化 

②トレンチ(注２)内の汚染水除去 

１号機：燃料取り出し開始 2017年度（検討中） 

２号機：燃料取り出し開始 2017年度以降（検討中） 

３号機：燃料取り出し開始 2015年度（予定） 

４号機：燃料取り出し完了 2014年 

凍結管 

(2015/3/6:燃料交換機西側フレーム撤去作業状況) 
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 平成２７年６月１２日、「廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議」において、中長期ロードマップを改訂。 
 「燃料取り出し」については遅れはあるものの、「汚染水対策」、「燃料デブリ取り出し」及び「廃棄物対策」の

目標工程を維持することで、廃止措置終了まで３０～４０年という大枠は堅持。【詳細は次頁】 

＜完了＞ ＜進行中＞ 

 
廃炉 

・4号機燃料取り出し【2014年12月】 ・1号機カバー解体 
・3号機ガレキ撤去 
・格納容器内調査（ロボット調査等） 
・放射性廃棄物の性状把握 

 
 
 
 

汚染水対策 

 
「取り除く」 

・港湾内海底土被覆【2015年4月】 

・タンク内汚染水処理【2015年5月27日】 

 ※タンク内残水はタンク解体時までに処理 

・トレンチ内汚染水除去 
【6月11日：約7割除去】 

 
「近づけない」 

・地下水バイパス運用【2014年5月～】 
 
 ※汚染水の増加量 は90m3/日 程度減少と評価 

・サブドレン 

・陸側遮水壁【4月30日～試験凍結中】 

・敷地舗装【6月11日：約7割施工】 

 
「漏らさない」 

・タンク増設【2014年3月】 

・タンク堰かさ上げ等【2014年7月】 

・水ガラスによる地盤改良【2014年3月】 

・海側遮水壁 

第1期 

2011年12月 
（冷温停止状態の達成） 

第2期 第3期 

2013年1１月 2021年12月 

廃止措置終了まで（30～40年後） 燃料取り出し開始まで（2年以内） 燃料デブリ取り出し開始まで（10年以内） 

現在 

主な対策の進捗状況 

中長期ロードマップにおける廃止措置終了までの期間区分 

廃炉に向けた工程（中長期ロードマップ（平成２７年６月１２日改訂））① 
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 大枠の目標（青字）を堅持した上で、優先順位の高い対策について、直近の目標工程（緑字）を明確化 

全体 廃止措置終了 ３０～４０年後 
  

汚染水対策 建屋内滞留水の処理完了 ２０２０年内 

取り除く  敷地境界の追加的な実効線量を１ｍＳｖ／年未満まで低減 ２０１５年度 

 新規 

 多核種除去設備処理水の長期的取扱いの決定に向けた準備開始 ２０１６年度上半期 

近づけない  建屋流入量を１００ｍ３／日未満に抑制 ２０１６年度 

漏らさない  高濃度汚染水を処理した水の貯水は全て溶接型タンクで実施 ２０１６年度早期 

滞留水処理  建屋内滞留水中の放射性物質の量を半減 ２０１８年度 

燃料取り出し 使用済燃料の処理・保管方法の決定 ２０２０年度頃 

 １号機燃料取り出しの開始 ２０１７年度下半期 ２０２０年度 

 ２号機燃料取り出しの開始 ２０２０年度上半期 ２０２０年度 

 ３号機燃料取り出しの開始 ２０１５年度上半期 ２０１７年度 

※目標工程の変更要因は、ダストの飛散防止対策、作業員の被ばく線量低減対策等、「安全・安心対策」の実施等によ
るものが大半。今後、「トラブル」や「判断遅延」に基づく遅れは起こさないように努める旨を明確化。 

燃料デブリ 
取り出し 

号機毎の燃料デブリ取り出し方針の決定 ２年後を目途 

初号機の燃料デブリ取り出し方法の確定 ２０１８年度上半期 

初号機の燃料デブリ取り出しの開始 ２０２１年内 

廃棄物対策 処理・処分に関する基本的な考え方の取りまとめ ２０１７年度 

冷却水以外の建屋内の水や 
汚染水の増加量をほぼゼロに 

被ばくリスクの 
低減目標達成 

汚染水増加量の大幅抑制 

タンクからの漏えいリス
クの大幅低減 

建屋からの漏えいリスクの低減 

廃炉に向けた工程（中長期ロードマップ（平成２７年６月１２日改訂））② 
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対策 進捗状況及び今後の見通し 

汚
染
水
対
策 

「取り除く」 

多核種除去設備（汚染水から放射性物
質を除去する設備）による汚染水浄化 

運用中 

汚染水（RO濃縮塩水）の処理は、タンク底部の残水を除き、５月２７日
に完了。 

ストロンチウム処理水等、さらに浄化が必要な処理水は、今後、多核
種除去設備で再度浄化する。 
※なお、タンク内残水（推計１万トン）はタンク解体時までに処理 

建屋の海側にある地中トンネル（トレン
チ）内の高濃度汚染水の除去 

着手済 
トレンチ内の高濃度汚染水１０,９７０トンのうち約６，６４０トンの除去を
完了（６月１５日） 
６月に汚染水除去を完了 

「近づけな
い」 

建屋山側の井戸から海へ排水（地下水
バイパス） 

完了・運用中 
昨年５月下旬より排水を開始 
汚染水の増加量 は９０ｍ３／日 程度減少と評価 

建屋周辺の井戸（サブドレン）から地下水
を汲み上げ、浄化した上で、海へ排水 

着手済 地下水の浄化試験等の結果を関係者に説明中 

陸側遮水壁の設置 着手済 先行して凍結する山側は９９％完了。４月３０日より山側の凍結に時間
を要する箇所などで試験的な凍結を開始 

地下水流入抑制のための敷地舗装 着手済 線量の高い箇所や工事調整が必要な箇所を除き、平成２６年度中の
概成（約７割）達成 

「漏らさない」 

タンク堰のかさ上げ、二重化 完了・運用中 
昨年７月中旬に完了 
昨年秋の台風時にも効果を発揮 

水ガラスによる地盤改良 完了・運用中 昨年３月に完了 

海側遮水壁の設置 着手済 ９割以上の工事が進捗 

タンクの増設 運用中 中長期ロードマップより２年前倒し、平成２６年度中に８０万トン達成 

労働環境改善等 

全面マスク着用を不要とするエリアの拡
大 

着手済 ５月２９日から、構内面積の約９０％（１～４号機周辺以外の全エリア）
まで拡大（高濃度粉塵作業時等は全面マスクを着用）。 

給食センターの大型休憩所の設置 着手済 

給食センターは３月３１日から、大型休憩所は５月３１日から運用開始。
給食センターにて調理した食事を大型休憩所及び新事務棟の食堂に
て提供開始（大型休憩所の食堂は、改修工事のために６月９日より一
時休止中） 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

主な廃炉・汚染水対策の進捗状況 
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 人口の63％、世帯の75％の方が帰還＜30ｋｍ圏内（都路町）＞                          
人口の43％、世帯の51％の方が帰還＜20km圏内＞ （ともに平成27年2月末時点） 

（１）田村市：平成26年4月1日 避難指示解除準備区域を解除 避難指示区域の概念図 

 解除に当たって、放射線不安への相談窓口設置、線量測定・清掃作業、個別世帯訪
問・説明等を実施。 

【楢葉町】  
 町の復興について国・県と住民各層が対話する「ならは復興加速円卓会議」を

立ち上げ（平成27年2月）。 
 復興加速に向けて、次ページのような取組を実施中。 

（２）川内村：平成26年10月1日 避難指示解除準備区域を解除 
            （併せて居住制限区域を避難指示解除準備区域に見直し） 

（４）楢葉町、その他の市町村の帰還へ向けた取組 

（３）南相馬市：平成26年12月28日 特定避難勧奨地点を解除 

 人口の58％、世帯の53％の方が帰還 ＜川内村全域＞ （平成27年2月1日時点） 

（３） 

（１） 

（２） 

（４） 

○なりわい（働く場所、農林水産業の再生等） 

○医療・介護や買物の環境整備                                                                                                              
○住宅（リフォーム、災害公営住宅整備等） 

○放射線不安や飲料水等への不安                                                                                           
○仮置場からの除染廃棄物の早期搬出 
○賠償（他町との格差、同一町内の格差）        

＜各市町村共通の課題＞ 

帰還困難区域 
 
居住制限区域  
 

避難指示解除準備区域 
 
旧避難指示区域 
 
南相馬市の 
旧特定避難勧奨地点 
 （142地点（152世帯）） 

凡例          

避難指示の解除と帰還に向けた取組 

（参考） 【東日本大震災による福島県全体の避難者数】  
  約１６．４万人    約１１．９万人 
  （2012年6月） ※2      （2015年3月） 

【避難指示区域からの避難者数】  
  約８．２万人     約７．９万人 
  （2013年8月）※1       （2014年10月） 

※１：帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域への区域見直し完了時 
※２：ピーク時 
 

「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の進捗（福島復興指針：平成25年12月20日閣議決定） 
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「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」（平成25年12月20日 閣議決定・原子力災害対策本部決定 ）策定後の状況 

平成25年12月 「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」策定 

（１）早期帰還支援と新生活支援の両面で福島を支える 
 
 
 
 
 
 

（２）福島第一原発の事故収束に向けた取組（廃炉・汚染水対策）を強化する 

（３）国が前面に立って原子力災害からの福島の再生を加速する（国と東電の役割分担） 

○新生活支援 
  ①新生活に必要十分な賠償の追加 
  ②町内外の復興拠点の整備 
  ③帰還困難区域の今後の取扱いを地元と検討 

  ④中長期・広域の将来像の策定 

○早期帰還支援 
  ①安全・安心対策（被ばく低減、健康相談など）  
  ②帰還に必要十分な賠償の追加 
  ③福島再生加速化交付金による帰還に向けた環境整備 
  ④復興の動きと連動した除染 
  ⑤避難指示解除の具体化 

その後の福島復興の主な進捗 

・避難指示等の解除：   田村市（26年4月）・川内村（26年10月）の避難指示解除の実現 
                  南相馬市の特定避難勧奨地点解除（26年12月） 

・インフラ・教育の復興：  国道6号の一般通行の再開（26年9月） 、常磐自動車道の全線開通（27年3月）  
                                                  福島県立ふたば未来学園高等学校の開校（27年4月）  

・除染         ：   田村市・川内村・楢葉町・大熊町で面的除染終了、葛尾村・川俣町で宅地除染終了 

・中間貯蔵：         地元に中間貯蔵施設への搬入を受入れていただき、除去土壌等の搬入を開始（27年3月）  

・廃炉・汚染水対策：      4号機の使用済燃料の取り出し完了（26年12月） 、汚染水対策の進捗 

さらなる復興加速に向け対応すべき主な課題 

・未だ復興に向けた道筋が見えないとの声が依然として地元には存在 

・発災から4年以上が経過し、長期避難に伴う課題も顕在化（避難者の心身の健康状態の悪化、住宅の劣化など） 

・被災事業者等は、事故前に比べた顧客・取引先の減少や、長引く風評被害等により厳しい事業環境が継続 

（帰還困難区域除く） 

１．福島第一原発事故の教訓 
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帰還困難区域 

居住制限区域  

避難指示解除準備区域 

旧避難指示区域 
 

凡例          

改訂のポイント① 早期帰還支援・新生活支援の両面の取組の深化 

避難指示区域の概念図 

 

 避難指示解除準備区域・居住制限区域について、遅くとも事故
から6年後（29年3月）までに避難指示を解除できるよう、環境整
備を加速 

 避難指示解除時期に関わらず、事故から6年後解除と同等の精
神的損害賠償の支払い 

 旧緊急時避難準備区域等への復興施策の展開 

 一層のきめ細かな放射線防護対策 
   （リスクコミュニケーション施策のフォローアップや強化など） 

 除染のさらなる加速化、汚染廃棄物の処理、中間貯蔵施設へ
の迅速な搬入に向けた取組（地権者への丁寧な説明、人員体制
の確保など） 

 

（１）早期帰還支援 

 

 復興拠点の迅速な整備に向けた支援策の柔軟活用・ワンス
トップ対応 

 帰還困難区域における復興拠点となる地域について、区域の
見直し等を早急に検討 

 「福島イノベーション・コースト構想」の具体化 

 「福島12市町村の将来像」の今夏の策定、具体化・実現に向け
た速やかな取組 

 JR常磐線のできるだけ早期の全線開通 

 新生活に必要十分な賠償の円滑な支払い   

（２）新生活支援 

 （原賠審四次追補（25年12月）に基づく住居確保賠償・精神損害の一括賠償） 
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平成27・28年度の2年間において、特に集中的に支援を展開。原子力災害により生じている損害の解消を図る。 

改訂のポイント② 事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組の大幅な拡充 

 新たな支援主体（官民が一体となったチーム）を創設し、まずは避難している事業者（約8,000社）へ
の個別訪問・相談支援を実施。 

 本年末をめどに取組状況を再点検し、上記支援主体のあり方や、自立支援施策の拡充について検
討を行う。 

 以下に掲げる施策について平成27年度の支援策の最大限の活用 
    ① 事業・生業の再建・自立や働く場の確保 
    ② 人材の確保 
    ③ 農林水産業の再生 
    ④ 風評被害対策、農林水産物・食品輸入規制・渡航制限等の撤廃・緩和 
    ⑤ 販路の開拓 
    ⑥ 商業・小売店等の買い物環境の整備 
    ⑦ 医療・介護・福祉施設の再開 

 平成28年度以降についても、１２市町村での事業・生業の再建が可能となるよう、支援策の充実を図る 

 特に集中的に自立支援策の展開を行う2年間において、東電が、営業損害・風評被害への賠償につ
いて適切な対応や国の支援展開への協力を行うよう、また、その後は、個別の事情を踏まえて適切
に対応するよう、国が東電を指導。 

（１） 自立支援策を実施する新たな主体の創設 

（２） 各種支援施策の充実 

（３） 営業損害・風評被害への賠償等に関する対応 
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31.0% 

25.0% 

4.7% 

10.6% 

7.5% 

73.2% 

46.1% 

29.3% 

2.4% 

0% 

28.6% 

2.6% 

9.0% 

8.5% 

17.2% 

3.2% 

1.1% 

１．電源構成における海外からの化石燃料依存度は８８％と、第一次オイルショック時（７６％）より高い水準。 

２．原発停止、燃料価格の上昇、為替変動の影響から、鉱物性燃料の輸入額は２０１４年で２８兆円と、震災前と
比べ、１１兆円も増加し、２０１４年には過去最大となる１２．８兆円の貿易赤字を記録した。 

３．震災後の原発停止分の発電電力量を火力発電の焚き増しにより代替していると推計すると、２０１４年度にお
ける燃料費増加の影響は約３．4兆円と試算される。 

【出典】 貿易収支：財務省 貿易統計  ※「総輸出額－総輸入額」を記載、経常収支：日本銀行 国際収支統計等を基に作成 ※鉱物性燃料：原油、ＬＮＧ、石炭、石油製品、ＬＰＧ等 

8.7 7.9 10.8 2.1 2.7 6.6 
▲ 2.6 
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▲ 12.8 
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24.9 
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28 

▲ 15.0 

▲ 10.0 

▲ 5.0 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
（兆円） 

貿易収支 

経常収支 

    経常収支・貿易収支・鉱物性燃料輸入額の推移 

▲ 11.5 

燃料輸入額の増加 
１０兆円 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

７６% 

６２% 

８８% 

海外からの化石 
燃料に対する 

     依存度(参考） 

２．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 

化石燃料への依存と貿易赤字 

海外からの化石燃料依存度の推移   

日
本
の
電
源
構
成 注）「その他ガス」は石油等の「等」に含まれる。「その他ガス」：一般電気事業者において都市ガス、天然ガス、 

  コークス炉ガスが混焼用として使用されているものが中心。 
【出典】 「電源開発の概要」等より作成 

1973年度 

2010年度 

2014年度 

石炭 

石油等 

原子力 

水力 

再エネ等 

天然ガス 

11 2014年 

0.02% 



１．我が国の一次エネルギー自給率は、震災前（２０１０年：１９．９％）に比べて大幅に低下し、２０１３年時点で
６．０％。これは、ＯＥＣＤ３４か国中、２番目に低い水準。 

ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較 （２０１３年）  

 １位 ノルウェー 

 ２位 オーストラリア 

 ３位 カナダ 

 ９位 アメリカ 

１４位 イギリス 

１６位 フランス 

２２位 ドイツ 

２５位 スペイン 

３２位 韓国 

３３位 日本 

３４位 ルクセンブルク 

 

・・・  

・・・ 
 

・・・  

・・・  

・・・ 
 

・・・ 

１７３．０％ 

８５．０％ 

５７．５％ 

５３．９％ 

３８．３％ 

２９．０％ 

１６．６％ 

６．０％ 

３．３％ 

２６６．７％ 石炭 

原油 天然ガス 水力 

再生エネ等 

（地熱、太陽光など） 

【日本の一次エネルギー自給率の近年の推移】 

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年

19.9 11.2 6.3 6.0

(29位） （33位） （33位） （33位）

　石炭 － － － －

　原油 0.1 0.2 0.1 0.1

　天然ガス 0.6 0.7 0.7 0.6

　原子力 15.0 5.8 0.9 0.5

　水力 1.4 1.6 1.4 1.5

　再エネ等 2.7 3.1 3.1 3.3

エネルギー
自給率

【出典】 IEA 「Energy Balance of OECD Countries 2014」を基に作成 

※ IEAは原子力を一次エネルギー自給率に含めている。 

表中の「－」：僅少 

原子力 

５７２．０％ 

（注）２０１３年の数値は推計値 
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燃料費増加の見通し 

１．原子力発電の稼働停止に伴う火力発電の焚き増しによる２０１４年度の燃料費の増加について、直近の燃

料価格等を踏まえて試算を行った結果、約３．４兆円と試算される。 

13 

電力９社計 2010年度実績 2011年度実績 2012年度実績 2013年度実績 2014年度推計 

総コスト 14.6兆円 16.9兆円 18.1兆円 19.0兆円 18.8兆円＋α 

燃料費 3.6兆円 5.9 兆円 7.0 兆円 7.7兆円 7.5兆円＋α 

うち原発停止 

による燃料費
増 

（試算） 

 
－ 

+2.3兆円 
 内訳 
  LNG   +1.2兆円 
  石油       +1.2兆円 
  石炭       +0.1兆円 
  原子力▲0.2兆円 

+3.1兆円 
 内訳 
  LNG   +1.4兆円 
  石油       +1.9兆円 
  石炭       +0.1兆円 
  原子力▲0.3兆円 

+3.6兆円 
   内訳 
  LNG   +1.9兆円 

  石油       +1.8兆円 

  石炭       +0.1兆円 

  原子力▲0.3兆円 

+3.4兆円 
   内訳 
  LNG   +2.5兆円 

  石油       +1.1兆円 

  石炭       +0.1兆円 

  原子力▲0.3兆円 

燃料費増が総コ
ストに占める割

合（％） 
－ 13.6% 17.1% 19.4% 18.1% 

原子力利用率 66.8% 25% 3.9% 2.3% 0% 

【参考】コストの諸元 ＬＮＧ 石油 石炭 原子力 

燃料費（2014年度） 13円/kWh 17円/kWh 4円/kWh 1円/kWh 

焚き増し分の発電電力量（2014年度） 1,917億kWh 678億kWh 153億kWh － 

２．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 



再エネ等 

火力 

○震災後の原発停止分の発電電力量を火力発電の焚き増しにより代替していると推計すると、2014

年度における燃料費増加の影響は3.4兆円と試算。 

＜試算の考え方＞ 
・原発はベースロード電源であり、仮に原発停止がなければ、需要の増減にかかわらず、震災前と同等規模の発
電が行われると考えられる。よって、 
①震災前並（2008～2010年度の平均）にベースロード電源として原子力を利用した場合と、 
②原発停止により、これが火力発電で代替されている実態 

を比べ、これを原発停止に伴う燃料費の増加分として試算している。 

震災前 

（2008～2010年度平均） 
②2014年度 

（実際の稼働見込み） 

①2014年度に震災前並（08～10年度平均）に 

ベースロード電源として原子力を利用した場合 

再エネ等 
再エネ等 

      

火力     

原子力 

火力 

2,748億kWh 

 
原子力 

2,748億kWh 

 

 
原発が賄っていた 

ベースロード電源部分を 
火力が代替しているとみなす 

 
 
 

 

原発停止に伴う 

燃料費の増加分 
2014年度：３．４兆円 

〔内訳〕 

 LNG    ＋２．５兆円 

 石油    ＋１．１兆円 

 石炭   ＋０．１兆円 

 ウラン  ▲０．３兆円 

原発停止に伴う燃料費増加分の推計 
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○2014年度の３．４兆円の（発電用の）燃料費増の試算について、2010年度を基準に要因分析を
行うと、原子力の発電電力量を火力発電で代替することについて、 

① 化石燃料消費量の増加による要因が約７割（２．４兆円） 

② 為替の影響を除いた燃料価格の上昇による要因が約２割（０．８兆円） 

③ 為替が円安方向に振れたことによる要因が約２割（０．６兆円） 

と、化石燃料消費量の増加が最も大きな要因となっている。（注） 

数量要因 
2.4兆円 

数量 

価格 

燃料 
価格 
要因 

0.8兆円 

為替 
要因 
0.6 

兆円 

【原発停止に伴う化石燃料費増加分の要因分析】 

（基準点：2010年度 燃料価格、為替）  

2010年度 

燃料価格 
2014年度 

燃料価格 2014年度燃料価格 

（為替要因を控除） 

（注）このほか、ウラン燃料費の削減による減少要因が約▲１割弱（０．３兆円））。 
 

原発停止に伴う
火力代替 

（2,748億kWh） 

による燃料消費
量増加 

原発停止に伴う燃料費増加分の要因分析 

15 

２．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 



【出典】電力調査統計より作成 

○2011年度以降、火力発電における燃料の受入実績は増加傾向にある。 
  （なお、国内炭等を含むが全体受入実績の数％程度） 
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燃料受入実績推移（一般電気事業者＋J-POWER） 
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１．原発の稼働低下に伴う火力燃料費等の増加等を受け、２０１２年の東京電力の申請以降、７社が料金値上げを申請。 
２．値上げを行った各社は原発の再稼働を織り込んで料金原価を算定。 

※電気料金は、原発の稼働停止に伴う火力発電の焚き増しや、輸入燃料価格の上昇に伴う燃料費の増加に伴い、震災以降、一般家庭等の料金は
約２５％、工場、オフィス等の産業用の料金は約４０％上昇している。 

電力各社の電気料金値上げの動向 
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値上げ幅 

申請日 実施日 
料金算定上の 

原発再稼働の想定 申請 認可 

東京電力 
規制部門 10.28% 8.46% (▲1.82%) 24.5.11 24.9.1  柏崎刈羽１・５・６・７号機  平成２５年４月以降 

 柏崎刈羽３・４号機      平成２６年７月 自由化部門 (16.39%) (14.90%) (▲1.49%) - 24.4.1～ 

関西電力① 
規制部門 11.88% 9.75% (▲2.13%) 24.11.26 25.5.1  高浜３・４号機    平成２５年７月 

 （大飯３・４号機は稼働継続） 自由化部門 (19.23%) (17.26%) (▲1.97%) - 25.4.1～ 

九州電力 
規制部門 8.51% 6.23%(▲2.28%) 24.11.27 25.5.1  川内１・２号機     平成２５年７月 

 玄海４号機      平成２５年１２月 
 玄海３号機      平成２６年１月 自由化部門 (14.22%) (11.94%) (▲2.28%) - 25.4.1～ 

東北電力 
規制部門 11.41% 8.94% (▲2.47%) 25.2.14 25.9.1 

 東通１号機      平成２７年７月 
自由化部門 (17.74%) (15.24%) (▲2.50%) - 25.9.1～ 

四国電力 
規制部門 10.94% 7.80%(▲3.14%) 25.2.20 25.9.1 

 伊方３号機      平成２５年７月 
自由化部門 (17.50%) (14.72%) (▲2.77%) - 25.7.1～ 

北海道電力① 
規制部門 10.20% 7.73% (▲2.47%) 25.4.24 25.9.1  泊１号機        平成２５年１２月 

 泊２号機        平成２６年１月 
 泊３号機        平成２６年６月 自由化部門 (13.46%) (11.00%) (▲2.46%) - 25.9.1～ 

中部電力 
規制部門 4.95% 3.77% (▲1.18%) 25.10.29 26.5.1  浜岡４号機      平成２８年１月 

 浜岡３号機      平成２９年１月 自由化部門 (8.44%) (7.21%) (▲1.23%)  - 26.4.1～ 

北海道電力② 
規制部門 17.03% 

15.33% (▲1.70%) 
但し、27年3月末までは 
12.43% (▲4.60%)（注1） 

26.7.31 26.11.1  泊１号機        平成２８年１月 
 泊２号機        平成２８年３月 
 泊３号機        平成２７年１１月 

自由化部門 (22.61%) (20.32%) (▲2.29%) - 26.11.1～ 

関西電力② 
規制部門 10.23% 

8.36% (▲1.87%) 
但し、27年9月末までは 
4.62% (▲5.61%)（注2） 

26.12.24 27.6.1  高浜３・４号機     平成２７年１１月 
 （大飯３・４号機は平成２７年度中には稼働せず） 

自由化部門 (13.93%) (11.50%) (▲2.43%) - 27.4.1～ 

（注１）27年3月31日までは、激変緩和措置として、さらに2.90%圧縮し、12.43%とすることとした。 
（注２）27年9月30日までは、激変緩和措置として、さらに3.74%圧縮し、4.62%とすることとした。 
※自由化部門の値上げ率は、規制部門の値上げ率に対応する原価計算上の数値であり、実際の料金は当事者間の交渉によって定められることが原則。 

6/16差し
替え済み 
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単位：円／kWh  出典：IEA  Energy Prices and Taxes （OECD為替レートを使用） 

１．我が国は産業用、家庭用ともに各国に比較して高く、上昇傾向にある。 

２．なお、2000年代に再エネの普及を本格化させたドイツも上昇している。 

電気料金の国際比較 

産業用電気料金 
円／kwh 

家庭用電気料金 
円／kwh 
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※産業用電気料金について、韓国の2010年および2014年には2009年のデータを、英国およびドイツの2014年には2013年のデータをそれぞれ使用。 

  家庭用電気料金について、ドイツの2014年には2013年のデータを使用。 
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6/16差し
替え済み 



出典： 原子力発電容量はＩＡＥＡの予測（2014年8月）。     

中東・南アジア 
 （690万kW → 2820万kW (4.1倍)／5450万kW (7.9倍)） 

東欧 
（0.49億kW → 0.64億kW (1.3倍)／1.03億kW (2.1倍)） 

アフリカ 
（190万kW → 190万kW (1.0倍)／990万kW (5.2倍)） 

南米 
（410万kW → 690万kW (1.7倍)／1450万kW (3.5倍)） 

北米 
（1.13億kW → 0.92億kW (0.8倍)／1.39億kW (1.2倍)） 

東アジア 
（0.84億kW → 1.39億kW(1.7倍)／ 2.55億kW (3.0倍)） 

西欧 
（1.14億kW → 0.68億kW (0.6倍)／1.20億kW (1.1倍)） 

東南アジア・太平洋地域 
（0kW → 0 kW／400万kW） 

          2030年（低位予測） 

    2030年（高位予測） 

2013年現在 

世界の原子力発電容量 
（図中、「現在→高位予測／低位予測」で表記） 

１．ＩＡＥＡは、２０３０年までに、世界の原子力発電所の設備容量は約１０～９０％増加すると予測。 

  （原子力発電所（１００万kW級）の基数換算で、３０～３３０基程度増加（年間２～１９基建設）（2014年8月）） 

２．東アジア、東欧、中東・南アジア等で大きな伸びが予想される。 

 世界の原子力発電の見通し 
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        【フランス】 
2012年に原子力比率（発電電力量）を75％→50％へ低減し、最古の原発閉鎖を表
明するも、原発1基の建設を続行する等、福島第一原発事故後も原子力は維持。 
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0 

2030年における原子力発電の見通し（IAEA） 

万kW 

2013年末（実績） 2030年見通し 

アジア 

(約9,000) 

欧州 

(約16,000) 

北米 

(約11,000) 

出典：Energy, Electricity and Nuclear Power  Estimates   

    for the Period up to 2050 (2014 Edition) 等 

高位ケース 

（70,000） 

ドイツ、スイス、 

ベルギー 

(約2100) 

中東 

(約90) 【中国】 
2014年4月、国家エネルギー委員会において、新規原発建設を加速する方針
を示し、2020年には約50基増、8,800万kWとなる見込み。 

【韓国】 
2014年1月に「第2次国家エネルギー基本計画」を決定。2035年までに約18基
建設し、約4,300万kW、原発比率（設備容量）を29％とする。 

【インド】 
2012年に「第12次5ヶ年計画」を決定し、2030年までに約6,000万kWに達する
見込み。福島第一原発事故後も、政府の原子力推進方針は変わっていない。 

      【ロシア】 
      新たなエネルギー戦略に基づき、2035年までに原子力比率（発電電力量）を現

在の17％から23％とし、設備容量も2,520万kwから5,000万kwにするとした。 

【米国】 
 福島第一原発事故を契機とした新規プロジェクトに変更はなく、2012年には34
年ぶりに新規建設計画を認可。現在建設中の5基に加え、21基の新設が計画さ
れているが、足下ではシェールガス革命と電力需要の伸びの鈍化の影響により、
計画が遅延している。 

高位ケースにおいて、 

全体として１.９倍 

増加する見込み 

        

【ドイツ・スイス】 

 ドイツは2002年に脱原発法を制定し、当初移行措置として全原発の運転期間
を延長していたが、福島第一原発事故後に原子力法を改正し、古い原発を即
時閉鎖。2030年には0となる見込みだが、電力会社から提訴が相次いでいる。 

 スイスは2011年5月に「エネルギー戦略2050」を閣議決定し、安全技術の寿命
に至るまで運転を認める段階的な脱原発へ。 

【英国】 
2011年6月、政府が原発計画維持を公式に表明。地球温暖化対策等から、
2013年に電力市場改革を決定し、原子力にも固定価格買取制度（CfD）と債務
保証を導入。中国資本も受入れ、2基の新設が決定。 

アジア 

(約16,600) 

アジア 

(約30,000) 

欧州 

(約13,200) 

欧州 

(約22,300) 

北米 

(約14,000) 

北米 

(約9,240) 

中東 

(800) 

中東 

(1540) 

【中東】 
ＵＡＥは2008年に策定した包括的な原子力政策に基づき、10数基を建設予定。 
サウジアラビアは2010年の国王令を契機に、今後20年間で16基新設する予定。 

その他 

(2500) 

その他 

(1200) 
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国際エネルギー機関（IEA）による我が国の評価（World Energy Outlook 2014） 

１．2040年の世界全体の原子力発電容量は、約60％増大（2013年度比）。我が国の原発は、福島事故

以前のレベル（2010年：26％）までには達しないが、一定の役割（2040年：21%）を果たす。 

２．仮に2040年に原発がゼロとなった場合、①自給率が31％から19％に低下し、②化石燃料の輸入量

が累積で4,500億ドル増加し、③エネルギー起源ＣＯ２排出量が14％増加すると予測。 

（３）我が国における原子力発電の見通し 

（２）我が国における2040年のエネルギーミックス 

原子力 21％ 

地熱 2％ 

再エネ 20％ 

1兆1420億kWh 

2040年見通し 

石炭 22％ 

出典：IEA, World Energy Outlook 2014 

（１）世界全体の原発の見通し 

天然ガス 23％ 

 中国、インド、韓国、ロシアが牽引し、世界の発電容量

は2040年までに 60% 増の 624 GW となる。 

 電源構成比は過去のピークに比べて低く、 12％程度。 

 原子力発電の拡大は、2040年までに現状の４年分に

相当するCO2 排出を削減し、エネルギー安全保障や
エネルギー貿易収支を改善。 

 2040年までに 200炉程度が廃炉となり、使用済み燃

料が倍増。 

石油 2％ 

水力 10％ 

既存の設備容量 

新設の設備容量 

原発比率（kWhベース） 原発比率：21％ 

 2040年までに少なくとも

3基が新設。 

 加えて、6基は政府によ

る重要なプロジェクトとの

位置付け。 

（４）低原発シナリオ（2040年原発ゼロ）の影響(日本) 

エネルギー 

自給率 

天然ガス・ 

石炭等の輸入量 

エネルギー起源 

CO2排出量 

発電部門の 

CO2排出量 

▲40％ 

＋19％ ＋14％ ＋35％ 

 自給率は31％から19％

に低下。（▲40％） 

 化石燃料の輸入量は

4,500億ドル増加。 

 エネルギー起源CO2も

14％増加。 

＜新政策シナリオからの 

  変化分＞ 

 原発の発電設備容量は4,400万kW（2013年）

→3,300万kW（2040年）に減少。 

 1980年代以降に建設された原発は60年運転。 

 原発比率は2％（2012年）→21％（2040年）に増

加。 

 原子力発電は、地球温暖化対策を加速させる重要

な電源との位置付け。低炭素電源比率は、14％

（2012年）→54％（2040年） 
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１．①信頼できるベースロード電源として、エネルギーセキュリティの向上に寄与。 
  ②電力システムにおける信頼性向上に寄与し、国際的な燃料価格の変動リスクを限定。 
  ③低炭素電源であり、気候変動対策の重要なオプション。 
２．他方、競争環境下においては、これらのメリットが認識されにくく、新設や継続の判断に影響。 

国際エネルギー機関（IEA）による原子力の位置付け（World Energy Outlook 2014） 

出典：IEA, World Energy Outlook 2014 

（１）３Ｅ上の位置付け 

 

 原子力発電は、安価で安定的なエネ
ルギーを供給するという点で、エネル
ギーセキュリティを向上させる。 

 

① 燃料と運転コストが比較的安定。 
② 燃料入替え時以外毎日24時間稼働。 

 

 ウランの供給地は分散。サイト内にも
2-3年分の燃料保管が可能であり、燃
料途絶時も24ヶ月は運転可能。 

 

 国産エネルギー資源を持たず、隣国と
電力網が繋がっていない国は、エネル
ギー自給率の向上が不可欠。 

①Energy Security 
 

 原子力発電は、初期投資が高いが、
化石燃料の輸入量の削減、電力価格
の安定性などの経済的メリットがある。   

 低原発シナリオの場合、日本の化石
燃料輸入額は740億ドル（2012年）か
ら830億ドル（2040年）に増加。 

②Economic and market factors 

 競争環境下の電力市場においては、エネルギーセキュリティや気候変動面における原子力発電のメリットが価

格に表れず、新増設や稼働継続などの意志決定につながりにくい。 
 

 米国では、ガス価格低下により卸電力価格が低下し、原発の投資回収に苦慮。他の電源への投資も同様で、

安定供給への信頼性に警鐘を鳴らしている。 

 

 原子力発電は、運転中にCO2を排出
しない、地球温暖化対策に資する重要
な低炭素電源。 
 

 ライフサイクルCO2排出量は、15ｇ-
CO2/ｋWhであり、石炭の1％に相当。 

 

 他方、核燃料サイクルは、長期に亘っ
て隔離が必要な廃棄物を排出。 

③Environment 

＜複数のシナリオにおける自給率比較＞ 

 日本においては、自給率が大きく減少。 

（２）競争環境下の市場設計 
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出典：IEA Energy Balances OECD/NON-OECD 2014 ※欧州はヨーロッパに位置するＯＥＣＤ加盟国 

世界各国の電源構成（２０１２年） 

１．世界の原子力比率は平均１１％。欧州全体では約３０％、米国では約２０％と、先進各国の原子力比率は
概ね２０％～３０％となっている。なお、設備容量は米国、フランス、日本の順に大きい。 

２．中国やインドなど新興国では数％にとどまっているが、今後原子力開発を加速化。中国では2020年まで
の7年間で設備容量を約６倍にする計画。韓国は2035年までに18基程度新設して原発の設備容量を現在
より増やす計画。 

23 

26% 

1% 
11% 

25% 

76% 

20% 16% 19% 
28% 

2% 3% 

17% 

8% 

7% 

16% 

15% 

10% 

1% 
3% 

7% 

1% 

17% 11% 

16% 

4% 

6% 

5% 

13% 

5% 

10% 
21% 6% 1% 

3% 
5% 

0% 

27% 

32% 

40% 

27% 

4% 

40% 

46% 

38% 45% 

76% 

71% 

16% 

8% 

15% 

5% 
2% 

1% 

1% 

1% 

1% 

4% 

0% 

2% 

3% 

27% 

39% 

22% 19% 

4% 

28% 

12% 

30% 
21% 

2% 
8% 

49% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
電源別電力構成（2012年） 

原子力 水力 再エネ他 
石炭 石油 天然ガス 

２．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 



 特に、電力供給においては、安定供給、低コスト、環境適合等をバランスよく実現できる供給構造を実現す
べく、各エネルギー源の電源として特性を踏まえて活用することが重要であり、各エネルギー源は、電源とし
て以下のように位置付けられる。  

1）発電（運転）コストが、低廉で、安定的に発電することができ、昼夜を問わず継続的に稼働できる電源と
なる「ベースロード電源」として、地熱、一般水力（流れ込み式）、原子力、石炭。  

2）発電（運転）コストがベースロード電源の次に安価で、電力需要の動向に応じて、出力を機動的に調整
できる電源となる「ミドル電源」として、天然ガスなど。  

3）発電（運転）コストは高いが、電力需要の動向に応じて、出力を機動的に調整できる電源となる「ピーク
電源」として、石油、揚水式水力など。  

※太陽光、風力は天候次第で出力が変動するものであり、ＬＮＧ等の調整電源や蓄電池と組み合わせることで、
電源として活用しうる。 

電力需要の変化に対応した電源ごとの役割分担 
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(1)主要燃料の調達先 

１．原子力（ウラン）は石油、天然ガスに比べ、供給地が比較的分散しており、供給安定性に優れる。 
２．原子力発電は、石油、天然ガス、石炭に比べ、同じ発電量を得るために必要となる燃料が少な

く、また、燃料交換後１年程度は発電を継続できるなど備蓄効果が高い。 
３．上記に加え、使用済燃料を再処理することで資源燃料として再利用できること等から、原子力は

資源依存度が低い準国産エネルギーと位置付け。 

ウラン 約２．７年程度 

ＬＮＧ 約１４日 

石油 約１７０日 

石炭 約３０日 

(3)国内民間在庫日数 

濃縮ウラン 

天然ガス 

石油 

石炭 

10トントラック2.1台 

濃縮ウラン燃料21トン 

 
LNG専用船4.75隻 

（20万トンLNG船） 

95万トン 

 

大型タンカー7.75隻 
（20万トン石油タンカー） 

155万トン 

 

大型石炭運船11.75隻 

（20万トン船） 

235万トン 

※出典：「原子力2010」（資源エネルギー庁） 

(2) 100万ｋＷの発電所を１年間運転するために必要な燃料 

…北アメリカ 

…その他 

…ヨーロッパ・ユーラシア 

…中東 

…アフリカ 

…アジア・環太平洋 

地域分類 

財務省「貿易統計」等
より作成。2012年。 
※全調達量を100％と

し、上位を記載。 

中東依存度：83% 

ﾎﾙﾑｽﾞ依存度：81% 

中東依存度：29% 

ﾎﾙﾑｽﾞ依存度：25% 

(4) 核燃料サイクルについて 

原子力発電の特徴 （１）エネルギー安全保障 
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※石油については「石油備蓄の現況」より
作成（IEA基準） 

※洋上在庫含まず、電力会社の発電用在
庫（２０１３年度平均在庫日数等）で計算。
電力調査統計等より作成） 
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石油 天然ガス 石炭 ウラン 
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ｶﾀｰﾙ 

ｸｳｪｰﾄ 

UAE 

ｶﾀｰﾙ 

オマーン 
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ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

ﾌﾞﾙﾈｲ 

ﾛｼｱ 

ｵｰｽﾄ 
ﾗﾘｱ 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

中国 ﾛｼｱ 

ｶﾅﾀﾞ 

ｶｻﾞﾌ 
ｽﾀﾝ 

ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ 
アメリカ 

ﾆｼﾞｪｰﾙ 

ナミビア 

南ｱﾌﾘｶ 

その他 その他 その他 

カナダ 
アメリカ 

ｵｰｽﾄ 
ﾗﾘｱ 

ナミビア ﾛｼｱ 

その他 

ベトナム 
インドネシア 

オマーン 
イラク 

イラク 
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0.02 

6.0 
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2.1 

0.03 

0.03 

1.3 

0.0

5.0

10.0
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25.0

30.0

35.0

40.0

原子力 LNG 

火力 

地熱 小水力 

(80万円/kW) 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（専焼） 

石油 

火力 

太陽光 

（住宅） 

石油 

ｺｼﾞｪﾈ 

１．2015年5月に発電コスト検証ワーキンググループが行った試算は、設備や燃料、維持費などの発電原価のみならず、廃炉
費用、核燃料サイクル費用（放射性廃棄物最終処分含む）など将来発生するコスト、事故対応費用（損害賠償、除染含む）、
立地交付金・研究開発等の政策経費といった社会的費用も織り込んでいる。 

２．原子力は、事故リスク対応費用も考慮して10.1円/kWh以上と試算されたが、他の電源と比べても遜色ない値。仮に事故対
応費用が１兆円増えると、キロワットアワー当たり約0.04円ずつ増加する試算。 

３．また、原子力は石油、天然ガス、石炭に比べ、発電コストに占める燃料費の割合が小さいため、発電コストは燃料の価格変
動の影響を受けにくい。 

原子力 石炭 

火力 

LNG 

火力 

風力 

（陸上） 

石油 

火力 

太陽光 
（住宅） 

地熱 ｶﾞｽ 

ｺｼﾞｪ
ﾈ 

10.1
～ 

12.3 
13.7 

小水力 
(80万円/kW) 

各電源の発電コスト（2014年モデルプラント） 

一般 
水力 

24.2 

16.9 
21.6 

11.0 

27.1 
23.3 

29.7 

≪凡例≫ 

事故ﾘｽｸ対応費用 

政策経費 

CO2対策費用 

燃料費 

運転維持費 

資本費 

社
会
的
費
用 

発
電
原
価 

〔円／
kWh〕 

太陽光 
（メガソーラー） 

12.6 

【設備利用率(％)/稼働年数(年)】 (再生可能エネルギーは下限(上)と上限(下)、石油火力は稼働率50％(左)と設備利用率10％(右)。)     

出典：発電コスト検証ワーキンググループ 

※核燃料サイクルコストについては現状モデル(使用済み燃料を適切な期間貯蔵しつつ再処理していく現状を考慮したモデルを採用） 

事故リスク対応費用(0.3円～/kWh) 
・福島原発事故による事故対応費用を、約12.2兆円と想定し,
出力規模等により約9.1兆円に補正。 

・前回の共済方式を踏襲しつつ、追加安全対策の効果を反映
し、4,000炉・年に設定。（ただし今後、全ての追加的安全対策
を実施した場合の効果を勘案する必要あり。） 

・損害費用は増える可能性があるため、下限を提示。事故廃
炉・賠償費用等が１兆円増えると0.04円/kWh増加。 

政策経費(1.3円/kWh) 
・立地交付金（約1,300億円/年）、もんじゅ等の研究開発費（約
1,300億円/年）を含めた約3,450億円を反映。※2014年度予
算ベース 

運転維持費(3.3円/kWh)  
・人件費20.5億円/年、修繕費2.2％（建設費比例）、諸費84.4億
円/年、業務分担費。 

核燃料サイクル費用(1.5円/kWh) 
・使用済燃料の半分を20年貯蔵後に再処理し、残りの半分
を45年貯蔵後に再処理するモデル。 

・フロントエンド0.9円、バックエンド0.6円（再処理：0.5円、高レ
ベル廃棄物：0.04円）を含む。 

資本費(3.1円/kWh)  
・建設費37万円/kW（4,400億円/1基）、固定資産税1.4％、廃止
措置費用716億円を反映。 

原子力発電の特徴 （２）経済効率性 
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30.6
～

43.4 

29.4 
13.8
～

15.0 

24.0
～

27.9 

小水力 
(100万円

/kW) 

石油
ｺｼﾞｪ
ﾈ 

ﾊﾞｲｵﾏ
ｽ(専
焼） 

ﾊﾞｲｵﾏ
ｽ(混
焼） 

追加的安全対策費(0.6円/kWh)  
・新規制基準に基づく、追加的安全対策費を追加。モデルプ

ラントとして計上すべき費用を精査し601億円を計上。（追
加的安全対策の実施状況により増減の可能性あり。） 

6/16差し
替え済み 

追加安全対策費 

熱価値 

控除 

(7.7~9.3) 

熱価値 

控除 

(6.3~7.0) 



１．原発は運転時には温室効果ガスを排出しない、実証された大規模な低炭素電源であり、様々な
課題はあるが、国際的にも地球温暖化対策に一層貢献しうるものとして認識されている。 

２．100万ｋW（稼働率80％）の石炭火力１基を原子力１基に置き換えると、日本全体の０．４％分（約
580万トン）のCO2排出量を削減可能。（すなわち、10基で日本全体の４％削減。） 

＜気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 

第5次統合報告書（抜粋）（2014年11月）＞ 
• Among these low-carbon technologies, a growing 

number of RE technologies have achieved a level of 
maturity to enable deployment at significant scale since 
AR4 and nuclear energy is a mature low-GHG emission 
source of baseload power, but its share of global 
electricity generation has been declining (since 1993). 

石炭火力 LNG火力 石油火力 原子力 水力等再エネ 

0.82 0.40 0.66 0 0 

＜電源別の排出係数＞  ・原子力発電のCO2排出係数は０。                

＜電源別のライフサイクルCO2排出量＞ 

※原子力発電は、燃料燃焼による直接排出量はゼロ。燃料加工、放射性廃棄物の処

分、発電所等の施設解体時に発生する間接排出量を含めると、20ｇ-CO2/ｋWhとなる。 

出典：電力中央研究所 

す
べ
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の
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が
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る
 

法
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枠
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効
 

Ｃ
Ｏ
Ｐ
18 

2012年 
11月～12月 
（ドーハ） 

2020年以降の将来枠組みのあり方についての議論 
・2015年までに合意予定 

Ｃ
Ｏ
Ｐ
20 

2014年12月 
（リマ） 

Ｃ
Ｏ
Ｐ
19 

2013年11月 
（ワルシャワ） 

Ｃ
Ｏ
Ｐ
21 

2015年12月 
（パリ） 

気
候
変
動
に
関
す
る 

首
脳
会
議 

2014年9月 
（ニューヨーク） 

2020末 

COP20：各国の約束草案※に盛り込む情報を確定、交渉テキストの要素を検討。 
      ※約束草案：COP21に十分に先立って、各国の自主的な約束草案を全ての国に提示することを 

        招請。準備が整った国に対しては、2015年第一四半期までの提出を招請。 
    

COP21：将来枠組みに関する交渉期限。 

＜COP交渉スケジュール＞ 

（2010年） 

原子力発電の特徴 （３）環境適合性 

＜温室効果ガス排出実績と削減の長期目標＞ 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1990年度 2005年度 2010年度 2012年度 

うち一般電気事業者 

によるCO2排出量 

エネルギー起源 

CO2排出量 

１２.６ １３.５ １３.４ 
16 

14 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

0 

1.12億トン増 
（2010年度比） 

（億t-CO2） 

１２.６ 
0.85億トン増 

（2010年度比） 

(2)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1990年度 2005年度 2010年度 2013年度 

１２.７ １４.０ １３.０ １４.１ 温室効果ガス
排出量 

うち一般電気事
業者によるCO2

排出量 

1億トン増 
（2010年度比） 

27 

２．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

1970 1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012
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原子力発電比率 

第1次石油危機 
(1973年10月) 

スリーマイル 
アイランド原発事故 
(1979年3月) 

チェルノブイリ
原発事故 
 (1986年8月) 

気候変動枠組
条約が発効 
(1994年3月) 

東電 検査・点検等
不正問題 
(2002年8月) 

世界的な原子力
利用の拡大 
(2005年～) 

東日本大震災、 
福島第1原発事故  
(2011年3月) 

第2次石油危機 
(1979年) 

原子力発電電力量（kWh）と 
原子力・火力発電比率の推移 

【億kWh】 

出典：電力統計情報(電気事業連合会)  

我が国の原子力利用の推移 
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出典：ＮＩＳＡパンフレット「原子力施設の廃止措置」 

１．原子力発電は、発電所の建設、運転から廃止措置に至るまで、原子炉等規制法に基づき、
原子炉設置者（電力会社）が一貫して行うこととされている。廃止措置を完遂するまでが一貫
した電気事業であり、原子力を利用して電気の供給を行うに当たっては、運転終了後も長期
にわたる廃止措置が着実に行われることが大前提。 

 

２．原子炉設置者は、原子炉等規制法に基づき廃止措置計画を定める。 
  廃止措置計画については、 

 ① 災害防止の観点等から、放射線被ばくの管理や、廃止措置期間中に機能を維持すべき
設備とその性能、維持すべき期間等が定められている。 

 ②   安全確保対策の基本的考え方に基づき、系統除染、安全貯蔵、解体撤去の３工程に分割

することを基本としている。（平成１３年総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃止措置安全小委員会） 

原子力発電所のライフサイクル（特に廃止措置について） 

３．原発依存度低減の達成に向けた課題 

29 



原子炉設置許可 

定期検査（約年１回） 

保安規定認可 

保安検査（年４回） 

廃止措置計画認可 

工事計画認可 

廃止措置終了確認 

廃
止
措
置  

運転終了  

廃止措置計画の認可 

原子炉領域の 
安全貯蔵 

原子炉領域の 
解体撤去 

廃止措置終了確認  

跡地利用 

廃止措置の実施手順 安
全
規
制
の
流
れ
（主
な
も
の
） 

１．原子炉等規制法に基づき、廃止措置に着手される前にその計画を国が認可。廃止措置終了までの間、厳格
な安全規制を適切に実施。 

２．運転中に安全確保のために要求される主な機能は「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」である一方、廃止措置
段階に安全確保のために要求される主な機能は施設内の放射性物質の「閉じ込め」や放射線の遮へい。 

３．具体的には、①解体中における保安のために必要な原子炉施設の適切な維持管理の方法、②一般公衆及
び放射線業務従事者の放射線被ばくの低減策、③放射性廃棄物の処理等の方法が適切なものであるか、廃
止措置計画の認可の際に確認する。 

設計・建設段階 

運転段階 

廃止措置段階 

解体撤去作業時の放射線量
や放射性廃棄物の低減のた
め、５～１０年程度放射能
を減衰させる。 

（※）施設定期検査は、核燃料物物質の取扱い又は貯蔵に係るものについて行う。 

 保安検査は、廃止措置の実施状況に応じて「年４回以内」としている。 

保安規定変更認可 

事業が廃止されるま
で、保安検査・施設定
期検査を適切に実施
（※） 

安全貯蔵期間を経て、放射
能が減衰したところで実
施。 

併行して、原子炉領域以外の除染
を行いつつ、順次解体撤去 

使用前検査 

（出典）原子力規制庁作成 

廃止措置の安全規制 
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原子力発電所 火力発電所等 大型化学プラント 

解体撤去へ
の着手時期 

安全貯蔵期間の後 運転終了後、直ちに着手可能 運転停止後、装置内に残ってい
る可燃物等（油、重合物等）を
洗浄し、解体前の準備作業を
（約６ヶ月）行い、その後に解体
撤去となる 

廃止措置の
期間 

２０～３０年程度 １～２年程度 ２年程度 

廃止措置の
費用 

小型炉（５０万ｋW級） 

 ：360～490億円程度 

中型炉（８０万ｋW級） 

 ：440～620億円程度 

大型炉（110万ｋW級～138万ｋW級） 

 ：570～850億円程度 

～30億円程度（５０万ｋW級以下） 50億円程度 
（大型の化学プラント） 

廃止に必要な 
費用の扱い 

原子力発電施設解体引当
金省令に基づき、運転期間
４０年に安全貯蔵期間１０
年を加えた期間を原則的な
引当期間とし、定額法で引
当を行い、料金回収。 

固定資産除却費として廃止の
際に当期費用計上し、料金回
収。 

固定資産除却費として廃止の
際に事業損益として計上する。 
固定資産除却費は以下を含む。 
①設備停止：固定資産を除却 

②設備撤去：撤去するための工
事費計上 
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火力発電所等他の施設の廃止との比較 

３．原発依存度低減の達成に向けた課題 

吉川リバイス済み 6/16差し
替え済み 



１．我が国においては、 1996年に初の動力試験炉であるJPDR(注)の廃止措置が完了している。 

２．海外でも廃止措置が増加。既に米国でも11基、ドイツで1基、計12基の廃止措置が完了している。 

フランス 

スウェーデン 

リトアニア 

オランダ 

カザフスタン 

アルメニア 

ウクライナ 

ブルガリア 

スロバキア 

スイス 

イギリス 

スペイン 

ロシア 

日本 

カナダ 

アメリカ 

ドイツ 

 ２９ 

 １２ 

 ３ 

 ２ 

 １ 

 １  ２６ 

 １ 

 １ 

 ４ 

 ４ 

 ３ 

  １ 

 ２９ 

 ２ 

 １０ 

 ５ 

 ６ 

 １１ 

ベルギー  １ 

イタリア  ４ 
 ２２ 

    廃止措置完了   １３基 

    廃止措置中（準備中含む） １３７基 

 
    合計   １４９基 

 ＜日本における廃止措置済、廃止措置中のプラントの状況＞（ ）内は運転停止年 
  
 ①ＪＰＤＲ（1976年）・・・・・・・建屋の撤去と整地が終了し、廃止措置完了 
 ②東海1号（1998年）・・・・・・使用済燃料は搬出済、原子炉領域以外を撤去中 
 ③ふげん（2003年）・・・・・・・使用済燃料を搬出中、原子炉領域以外を撤去中 
 ④浜岡1号（2001年）、2号（2004年）・・使用済燃料を搬出中、系統除染中 
 ⑤福島第一1号～4号（2011年）・・・・・・使用済燃料を搬出中、系統除染中 
 ⑥福島第一5号、6号（2011年）・・・・・・・廃炉に係るモックアップ施設として活用 

国 解体放射性廃棄物処分場の有無 

アメリカ ３ヶ所 

イギリス １ヶ所(一部廃棄物は受入れ不可) 

フランス ２ヶ所(一部廃棄物は受入れ不可) 

ドイツ 建設中(未定。2022年以降。) 

日本 未定。各サイトにて一時保管。 

出典：IAEA PRIS、各国規制機関ＨＰ 32 

 １ 

注：JPDR Japan Power Demonstration Reactor 
   日本原子力研究所における我が国初の原子力発電に成功した動力試験炉 

世界の廃止措置状況（2015年6月1日時点） 

３．原発依存度低減の達成に向けた課題 

6/16差し
替え済み 



国 プラント名（炉型） 運転期間 廃止措置 
完了年 

具体的なあり方等 

米国 フォート・セント・ブレイ
ン（HTGR） 

1973～1989 1997 •事業者は廃止措置後の同サイトにガスタービンコンバインド
プラント（GTCC）を建設（原子力プラントのタービンを活用し
ており、同様の事例は米国初）。 

米国 メイン・ヤンキー
（PWR） 

1973～1996 2005 •グリーンフィールド化されたが、雇用問題への対処のため地
元の市や郡当局による地域開発活動を目的とした公社を設
立（2003年）し、ウォーターフロント観光開発、農業などの促
進を実施。同地域は開発区に指定され、州や連邦からの資
金支援も受けた。 

米国 キウォーニ（PWR） 1974～2012 -（安全貯蔵中） •グリーンフィールド化を予定 

•事業者が、雇用問題への対処のために、プラント職員の再
就職支援のためのジョブフェアを開催 

米国 クリスタルリバー
（PWR） 

1977～2012 -（安全貯蔵中） •雇用及び税収減が懸念されているが、事業者は同発電所
の立地する敷地内での天然ガスプラントの建設を計画中 

•（一時的な雇用創出効果を見込む） 

ドイツ ニーダーアイヒバッハ
（HWGCR） 

1973～1974 1994 •グリーンフィールド化完了 
同発電所運開前の1972年から、隣接地でイザール原子力
発電所の建設が開始。 
※イザール1（1977年運開、2011年閉鎖）、 
    イザール2（1988年運開、2022年閉鎖予定） 

廃止措置後の利用のあり方（海外） 

１．米国やドイツにおいて廃止措置が進むプラントでは、一部では、同サイトでの天然ガス発電プラントの建設例
もあるが、大多数はグリーンフィールド化（米国では11例のうち2カ所のみガスプラントに転用） 

２．事業者、自治体当局によって雇用創出等の支援策が講じられている自治体もあれば、特段の措置が講じら
れていない自治体もあり、プラント立地地域の経済情勢・産業形態等の状況により対応は様々。 
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原子力発電所の経済効果（海外） 

米国では、景気後退や天然ガス価格の影響により自由化市場にある原子力発電所の更なる閉鎖が懸念されている 

１．産業界による試算では、6サイト11基の原子炉を保有するイリノイ州（米国の州で最多）での経済効果は年間89億ドル。 

２．このうち3サイト5基が2016年に閉鎖された場合、2020年までに13,300人の失業者、約46億ドルの経済損失が発生。 

＜対象＞ 

・3サイト5基（クォドシティーズ、バイロン、クリントン）が
2016年に廃炉となった場合の経済的影響 

＜具体的効果＞ 

① 経済損失：州内総経済生産（損失） 

 36億ドル（2016年） → 46億ドル（2020年）に拡大 

・労働者の移住などにより経済損失は徐々に拡大 

・間接的損失は20億ドル（2020年）に達する見込み 

② 失業者    13,300人（2020年） 

電気事業関連（1,900）以外の失業者は11,400人（2020
年）で、うち建設業（3,620）、専門・科学・技術サービス
（1,870 ）、小売業（1,280）、衛生・福祉関連（850）など。 

＜対象＞ 

・全6サイト11基による年間の経済効果（2015年） 

＜具体的効果＞  

① 経済効果：州内総経済生産 89億ドル／年 

電気事業による直接的な経済効果*を除き、建設業、専門・科学・
技術サービス、製造業等の間接的な経済効果は35億ドル  

※DOEの2014年版エネルギー見通しに基づく電力価格等を用いて算出した値 

② 雇用効果 約 28,000人 

・エクセロンによる直接雇用は5,900人（20％） 

・それ以外の間接雇用は22,700人 

③ 税収：州税・地方税  2億9,000万ドル／年 

       連邦税       10億8,000万ドル／年 

原子力発電所の経済効果 早期に廃炉となった場合の経済的影響 

サイト名 出力（万kW） 炉型 運転開始時期 経過年数 発電事業者 

クォドシティーズ①② 91.2①② BWR 1972.8①、1972.10② 42①② 

エクセロン 

バイロン①② 124.2①、121.0② PWR 1985.9①、1987.8② 29①、31② 

クリントン 107.7 BWR 1987.4 27 

ドレスデン②③ 91.2②③ BWR 1970.8①、1971.10② 44①、43② 

ラサール①② 117.0①② BWR 1984.1①、1984.10② 30①② 

ブレードウッド①② 124.2①、121.0② PWR 1988.7①、1988.10② 26①② 

5基が早期に廃炉 

※以上の経済効果・影響は、
REMI社の経済モデル「Policy 
Insight Plus (PI+)」での試算結果 
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１．廃炉を行う際には、プラントの安全性向上や保守管理など通常の運転時に必要となる経験・知識・技術に加
え、それとは異なる分野の経験・知識・技術が必要となる。 

２．また、東電福島第一原発の廃炉については、燃料デブリの取り出しなど、さらに通常の廃炉とは異なる経験・
知識・技術が必要となる。 

３．我が国のJPDRの廃止措置等の経験や、海外における知見なども活用し、中長期的な視点での新たな人材
育成が重要となる。 

■遠隔装置・操作 
■デブリ取出 
■デブリ性状把握 
■建屋止水 
■ＰＣＶ止水 
■汚染水処理 
■汚染物の処理処分 

東電福島第一 

の廃炉 
廃炉 

■工事計画、建設工法 
■遮へい設計、被ばく評価 
■詳細設計情報 
 

■除染 ■切断 

■安全解析（炉状態把握等） 
■耐震設計 
■熱水力設計 
■機器製作（溶接・検査） 
■プラント異常診断 
■不測事態対応 

■炉心・燃料設計 
■安全設計 
■系統設計 
■配置設計 
■電気・計装・制御設計 
■構造設計 
■燃料交換 
■機器取替工事 
■分解点検 

プラント安全性向上、トラブル対応 

   
 

建設・保守 ■解体 ■減容 ■分別 
■保管 ■処分 

第４７回原子力委員会定例会(H24.10.30)資料１－１より 

廃炉に必要となる経験・知識・技術 

35 

３．原発依存度低減の達成に向けた課題 



１．今後、原子力の依存度低減により、これまで定期的に行ってきた原子力発電施設の検査等の業
務の減少、立地地域以外からの流入労働人口等の減少により、立地地域の経済・雇用に大きな
影響を及ぼすことが懸念される。 

２．エネルギー基本計画において、「国は、電源立地対策の趣旨に基づき、原子力発電所の稼働状
況等も踏まえ、新たな産業・雇用創出も含め、地域の実態に即した立地地域支援を進める」とし
ており、今後、立地自治体等関係者との丁寧な対話を通じて、必要な検討を行っていく。 

 資源エネルギー庁において、原子力発電所の長期の運転停止による立地地域（敦賀市及び 

美浜町）への影響をモデル的に調査。 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2010年度 2012年度 感度ケース

建設業

サービス業

商業

その他

（百万円）

▲95億円

（2010年度比-28%）

（参考）流入者

消費の減少

▲5.8億円流入者消費（下図の経済影響の外数）

稼働停止が継続し安全対策工事等が無い場合を想定した経済影響 • 定期検査等の減少に伴う立地地域以外からの流入労働
人口の減少等による、2012年度の宿泊、飲食、交通分野
への影響を試算（2010年度比▲5.8億円、25％減）。 

• 仮に、稼働停止が継続し、安全対策工事等も無くなった場
合には、検査・保守等のサービス業等への業務量は大き
く減少すると試算（2010年度比▲95億円、28％減）。 

 原子力発電所が立地する地方圏においては、宿泊、飲
食などの小規模事業者の割合が高く、これまでに原子力
発電所と共存する産業構造を構築して立地地域の経
済、雇用を支える重要な存在となっており、廃業、休業な
どによる地域経済への影響は、大都市圏に比べて大き
い。 

立地地域への影響 
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原子力規制委員会資料より引用 

新規制基準の全体像 

炉心損傷防止対策 
（複数の機器の故障を想定） 

耐震・耐津波性能 

＜従来の規制基準＞ 

シビアアクシデントを防止するための
基準（いわゆる設計基準） 

（単一の機器の故障を想定しても炉心
損傷に至らないことを確認） 

電源の信頼性 

自然現象に対する考慮 

火災に対する考慮 

耐震・耐津波性能 

内部溢水に対する考慮（新設） 

自然現象に対する考慮 
（火山・竜巻・森林火災を新設） 

火災に対する考慮 

格納容器破損防止対策 

意図的な航空機衝突への対応 

放射性物質の拡散抑制対策 

電源の信頼性 

＜新規制基準＞ 

強
化 

強
化
又
は
新
設 

（シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
） 

（テ
ロ
対
策
） 

新
設 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

その他の設備の性能 
その他の設備の性能 

新
設 
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新たな安全対策（例） 

【防潮堤（柏崎刈羽原発）】 
①大規模な自然災害が発生しても設備の故障を防止 
 （例）・最大級の津波にも耐える防潮堤の設置 
    ・建物内への浸水を防止する防潮扉の設置 
    ・配管のサポート強化等による各設備の耐震性の向上 
 
②火災、停電などへの対策を強化 
 （例）・難燃性ケーブル・耐火壁の導入による火災対策の強化 
    ・電源車の設置等による停電対策の強化 

２．万一、シビアアクシデントが発生した際に備える対策の導入 

【屋外放水設備】 

①原子炉中の燃料の損傷を防止 
 （例）・ポンプ車等により、非常時に外部から炉心に注水を行う設備を構築 
 
②格納容器の破損を防止する対策の導入 
 （例）・格納容器内の圧力・温度を下げるための設備（フィルタ・ベント）を設置 
    ・溶けた燃料により格納容器が破損することを防止するため、溶けた燃料

を冷却する注水設備（ポンプ車、ホースなど）を導入。 
 
③敷地外への放射性物質の拡散抑制対策 
 （例）・屋外放水設備（大容量泡放水システム等）の設置など 
 
④非常時における指揮所の確保 
 （例）・耐震、放射性物質対策を施した緊急時対策所の整備 

約１０ｍ 
(海抜約１５ｍ) 

１．東電事故を踏まえた、事故を防止するための対策の強化 
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※その他、規制当局、産業界を含めた原子力業界は、学会や規制情報会議（ＲＩＣ）等の
オープンな場で、規制、被規制の立場を超えて、専門家としての議論を行っている。

規制に係る
科学的・合理的な

議論

提言・説明

法的規制、審査
安全目標の提示

ピアレビュー、
提言・勧告

情報交換等（独立かつ補完的）

共同研究

共同研究

研究委託

情報提供・広報

INPO
（原子力発電運転協会）

EPRI
（電力研究所）

DOE
（エネルギー省）

NRC
（原子力規制委員会）

議会

一般国民

電気事業者

電気事業者により設立され
た自主保安牽引機関

電気事業者・メー
カー等により構成
される規制課題
対応や議会対応
を行う機関

電気事業者により設立された
中立的な安全研究・マネージメ
ント機関

WANO
（世界原子力発電事業者協会）

世界の原子力発電事業者が
参加する自主安全規制機関
（INPOの世界版）

安全研究成果
の提供NEI

（原子力ｴﾈﾙｷﾞｰ協会）

運転データ
の提供意見の集約

※INPO : Institute of Nuclear Power Operations

NEI : Nuclear Energy Institute

EPRI : Electric Power Research Institute
NRC : Nuclear Regulatory Commission

PRA : Probabilistic Risk Assessment

②国内外の連携を通じた
軽水炉安全研究の高度化

①事業者の自主的な
安全性向上取組の促進

①～③の活動を支える共通言語
として確率論的リスク評価の研究・実施

③科学的・合理的な提言・
議論を通じた安全水準高度化

評価結果説明

 

共通のゴール：原子力の安全性向上 

 

 産業界による自主的かつ継続的な安全性向上に必要な仕組み（米国の例） 
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基本設計 詳細設計 製作 建設 試運転 

○炉心・燃料計画 

○安全設計、安全解析 

○系統設計 

○配置設計 

○材料計画 

○電気計画、計装計画 

○遮蔽・被曝評価 

○炉構造・熱水力設計 

○制御・保護設計 

 ･･･等 

○構造設計 

○耐震設計 

○工事計画 

○建設計画 

○各種技術規格・基準 

○高精度厚肉設計 

  ･･･等 

○機器製造、調達 

○溶接等 

○成形加工 

○機械加工 

○組立 

○溶接：各種配管溶接 

○清浄 

   ･･･等 

○工事安全計画・管理 

○工程管理、人員管理 

○ヤード計画 

○クレーン計画 

○使用前検査対応 

○高度な重機器据付技術 

○格納容器据付技術 

 ･･･等 

 

○単品機能試験 

○試験工程・計画 
 （使用前検査含） 

○試運転プラント操作 

○全系統フラッシング 
 （耐圧・機能試験との整合） 

○プラント異常診断 

○不測事態対応 

  ･･･ 等 

必
要
と
な
る
技
術 

１．原子力発電の設計・建設については、火力やその他の発電以上の安全性が要求される。物量が膨大で、高
い品質が必要な作業となるため、高度なプロジェクトマネジメント、エンジニアリング能力が要求される。 

２．プラント建設や運転・保守における知識・経験を、技術開発にフィードバックし、プラントの継続的な安全性向
上が図られてきた。 

３．建設・運転・保守の知識・経験を蓄積し、より高い安全性を実現するためには、原子力発電所の運転が少ない
状況が障害となりうる。 

原子力固有のもの又は他電源でも共通するが原子力と要求レベルが異なるもの：赤下線 

原子力発電所の設計・建設に必要となる技術・人材 

第４７回原子力委員会定例会(H24.10.30)資料１－１を一部修正 

各工程における経験の蓄積と技術開発とのフィードバック 

プラント新規建設 
運転・保守・メンテナンス 

トラブル対応 

更なる改良に向けた 
技術開発 

安全性等の向上 

不具合情報 
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○ ２大事故（チェルノブイリ、スリーマイル）を契機に世界の原子力プラントメーカーの国際的な再編・集約
化が進展。 

○ 仮に日本が撤退すると、今後拡大が予想される原発新設市場をロシア、韓国、中国が席巻するこ
とになり、世界の安全や核不拡散の確保に懸念。特に米国の問題意識は極めて強い。 

○ 我が国の強みは製造能力。３プラントメーカーに加え、安全上枢要な部品を製造する多数のもの
づくり企業群が存在（日本製鋼所等世界シェアを誇る企業が多数存在）。製造能力が低下した米と相互補完
関係。 

日立・ＧＥ(日/米) 

東芝(WH) (日/米) 

三菱重工業(日) 

AREVA (仏) 

合弁会社「ATMEA」設立(2007/9) 
(中型炉について共同開発) 

ロスアトム(露) 

原子炉製造のみならず、濃縮、燃料加工、ウラン鉱山開
発の民生原子力一貫サービスの提供が可能 

斗山重工業(韓) 

国営の韓国水力原子力(KHNP)が運転サービスを
パッケージで提供 

中国核工業集団公司 
(CNNC)グループ(中) 

中国広核集団有限公司 
(CGNPC)グループ(中) 

   ＰＷＲ中心           ＢＷＲ中心                ＰＷＲ・ＢＷＲ両方あり 

中国国家核電技術公司 
(SNPTC)グループ(中) 

中国３社については、設備製造は国内メーカー及び
外国企業が実施 

世界における我が国原子力産業の位置づけ 

４．原子力の自主的安全性の向上、技術・人材の維持・発展 
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6/16差し
替え済み 



 （出典：German Federal Ministry of Environment, Nature Conservation and Reactor Safety ”The World Nuclear Industry Status Report 2009 With Particular Emphasis on 

Economic Issues,” August 2009, The Center for International Governance Innovation “The US Nuclear Industry: Current Status and Prospects under the Obama 

Administration” November 2009) 、Blue Ribbon Commission on America‘s Nuclear Future Draft Report to the Secretary of Energy (2012). 

１．米国では、１９７９年のスリーマイル島事故以降、原子力プラントの新増設停滞により、原子力産業が衰退。
その後の原子力発電所の改修などにおいては、主要資機材の製造を日本企業など海外に依存。 

２．原子力安全を支える技術と人材の確保が困難となり、かつ労働力の高齢化も大きな課題。 

（１）米国では、１９７９年のスリーマイル島事故以降、新増設が停滞したことにより、原子力を牽引してきた多くの企
業は、原子力事業からの完全撤退、他の原子力企業との合併など合理化を余儀なくされた。一方、廃炉や廃棄
物管理事業への移行により一定規模の人材を確保してきた。 

（２）同事故以降、米国機械学会が認証する原子力規格（N-stamp）取得企業が600社（１９８０年）から200社以下（２
００７年）まで減少。 

（３）米国エネルギー省は、２００５年、米国の原子力産業に関し以下の評価を行っている。 

・米国企業には、第三世代原子炉の主要資機材（原子炉圧力容器、蒸気発生器等）を製造する能力はない。例
えば、原子炉圧力容器に用いる品質の高い大型鍛造品は唯一日本製鋼（JSW）のみが製造しうる。 

・こうした製造能力の欠如が、（国内の原発建設において）重大な建設遅延リスクやファイナンスリスクをもたら
す。 

（４）稼働中の米国原子力発電所の原子力圧力容器の９割は米国内で製造されたものであるが、保守・メインテナ
ンスに関して、２００２年以降、原子炉圧力容器上蓋（取り替え用）は全て海外に依存。 

（５）労働力の高齢化が大きな課題。例えば、フロリダ電力は、発電所勤務者の40%は今後５年間で退職する可能
性がある。規制当局も同様の問題に直面。 

（６）ブルーリボン委員会は、「アメリカの原子力ビジネスが拡大されようが、現行レベルを維持しようが、将来廃止さ
れようが、アメリカの原子力事業の効果的な運営のためには、科学者や技術者を含めた適切に訓練された労働
力と、立地評価・建設・運転・廃炉・廃棄物管理のための熟練労働者が必要」と指摘。 

海外の事例①スリーマイル島事故以降の原子力産業 

第４７回原子力委員会定例会(H24.10.30)資料１－１より 
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１９９８年：  
 社会民主党・緑の党による連立政権発足。 
 
 → 「脱原子力」政策に転換 
 
 
２００９年： 
 キリスト教民主・社会同盟と自由民主党の連立
政権発足。 
 
 → 「脱原子力」政策を転換。原子炉運転期間

の延長を決定。 
 
 
２０１１年（６月）： 
 ２０２２年までに国内の全ての原子力発電所を
停止するとの脱原子力方針を決定。 

２００１年：  
 シーメンスが原子力部門（一部）をフラマトム（現アレ
バ）に売却。 
 
※シーメンスは独国内１７基、海外（ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ｽｲｽ）３基の建設
を手掛けてきたが、脱原子力政策により原子力総合メーカーとしての
存続を断念。 

２００９年：  
 シーメンスがロスアトム（露）とエンジニアリング、
タービン部門で提携。海外の原子力市場への進出を
図る。 

２０１１年： 
 シーメンスがロスアトムとの提携を解消し原子力分
野から撤退を宣言。 

海外の事例②ドイツの原子力政策及び原子力産業の変遷 

○原子力産業の動向は、国の原子力政策が大きく影響 

43 第４７回原子力委員会定例会(H24.10.30)資料１－１より 
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参考資料：Nucleonics week, 2009年8月20日号 

海外の事例③スウェーデンにおける新規建設停滞と人材問題 

○脱原子力政策により、人材のリソース不足、若い世代の原子力工学の教育不足、労働者の高齢化の問題
が顕在化 

（１）スウェーデンでは、１９８０年の国民投票の結果を受けて、原子炉の全廃を決定し、その後脱原子力政策
の一環として全１２基（当時）の原子炉のうち、２基を閉鎖（バーセベック１号機を１９９９年１１月に、及び同２
号機を２００５年５月に閉鎖）。 

（２）しかし、代替となる設備容量補填の見通しがなく、 ２００６年、政権の座についた中道右派４党（穏健党、自
由党、中央党、キリスト教民主党）の連立政権は、脱原子力政策を凍結。２０１０年までは原子炉の増設も閉
鎖も行わず、既設炉の出力増強を認める方針を発表。 

（３）２０１０年９月の総選挙において、公約に、原子炉リプレース容認の方針を掲げた当該中道右派４党が、原
発廃止を掲げる野党３党に勝利。原子炉リプレースの方針については、法制化を経て、２０１１年１月より施
行された。 

（４）一方、スウェーデン放射線安全庁（ＳＳＭ）は２００６年にフォルスマルク発電所を、２００９年にリングハルス
発電所を、安全文化と管理の欠陥等のため、特別監視下に置いた。ＳＳＭのカールソン原子炉安全部長は、
背景として、安全・増強計画に対処するリソースが不足し、発電所要員が広く薄く配置されたことをあげてい
る。また、同様にＳＳＭでのリソースの不足も指摘。 

（５）スウェーデンでは新規炉建設が許可されていなかったため、若い世代が原子力工学の教育を受けていな
い。このため、ベテラン世代の大量退職を前に、電力会社は大学と共同で、原子力業界で必要とされる核物
理学などの新課程を設置する等の取組を行っている。 

（６）具体的には、スウェーデンでは2008年から、産官学共同の原子力技術系育成プログラムが施 行されてお
り、スウェーデン王立工科大学（KTH）、シャルマス工科大学、ウプサラ大学をベースとするScience and 
Technology Center（SKC）に、スウェーデン原子力発電事業者・ウェスチングハウス・スウェーデン、SSMが出
資して、最新知見と現場感覚に精通した若手技術者の育成に貢献している。 
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１．我が国には、原子力発電のサプライチェーンが存在。原子力プラントメーカーを中心に、原子力特
有の技術基盤を持つ材料メーカーや機器製造メーカー、ゼネコンや発電所周辺の地場産業等、裾
野の広い産業によって支えられている。 

２．国内の原子力発電所の安全運転を確保していくためにも、海外のプラント建設への関与を通じて、
これまで蓄積してきた原子力技術・人材、競争力ある部品産業の拡がりを維持していくことが重要。 

原子力発電のサプライチェーン 

・主蒸気隔離弁 

・逃がし安全弁 

原子炉圧力容器 

原子炉内構造物 

・基盤工事等 

・ケーブル 

・電子部品 

●日本製鋼所、日本鋳
鍛鋼、東亜バルブ、
イーグル工業、岡野
バルブ製造、ゼネコ
ン 等 

・蒸気発生器 ・冷却材ポンプ 

・安全系ポンプ 

・電源盤 

・制御盤 

・発電機 

●日立ＧＥ 

●東芝 

●三菱重工 

プラントメーカー 
（３社） 

汎用技術により原子力部品を提供する企業 

・大型鍛鋼品 

冷却材循環系 電気・計装 建設 

・伝熱管 ・非常用 

ディーゼル機関 

・建設計画 

     等 

・電動弁 

・空気作動弁 

・ポンプ 

・熱交換器 
・配管・サポート材料 ・計測器 

原子力特有の技術を持つ企業（４００社以上） 

●多数の関係者 

電気事業者 

燃料会社 

・原子燃料製造 

約５万人規模※ 

※ 社団法人原子力産業協会「原子力発電に係る産業動向調査2010報告書」より会員企業及びその他の原子力関連企業合計547社を対象に調査を行い、回答のあった212社(回答率38.7％）の合計人数。 

国内における技術・人材の維持 
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※原子炉容器 
 原子炉の炉心部を収納する容器。高温
高圧、中性子の照射に耐えうる構造であ
ることが必要。 

大型鍛鋼品：原子力炉容器、加圧器、蒸
気発生器、炉内構造物 

【Ａ社】 
  原子炉容器と蒸気発生器の大型鍛鋼
品で世界シェアの約８割を占める。 
 鋼（ハガネ）の命である製鋼（精錬及び
鋳込）と熱処理技術が競争力の源泉であ
り、より安全性・信頼性が高いシームレス
な鍛鋼品を製造する能力あり。 
【Ｂ社】 

  原子炉容器の上蓋一体鍛造品が 

 世界初の適用。 

※冷却材ポンプ 
 原子炉の熱が蒸気発生器に伝わるよ
う、冷却材（水）を循環させる。 

【Ｃ社】 
大容量・高効率のポンプを開発。 
安定した特性を持つポンプを製品化。 

※主蒸気隔離弁（バルブ） 
  蒸気発生器を必要に応じてタービン
設備から隔離する弁。万一、主蒸気管
破断事故などが起きた場合に、蒸気発
生器中の蒸気が大量に流出するのを
防止するためのものであり重要。 

【Ｄ社】 
   PWR用バルブのうち「主蒸気隔離弁」
で国内シェア１００％。鋳造技術の蓄積
と一貫生産による信頼性の高い製品
製造が強み。 

※蒸気発生器 
 １次冷却水の熱により２次冷却水を
加熱し蒸気を発生させる。ＰＷＲで用
いられる。 

【Ｅ社】 
  PWR用蒸気発生器用伝熱管で、世界
シェアの約３割を占める。金属の溶解
制御技術と高精度加工技術に強み。 

○我が国の原子力関連メーカーは５００社程度存在する。総合プラントメーカーとの摺り合わせ作業を通じ
て改良を重ね、安全性の高い素材・部材を提供している。現在では、国内のみならず国際的信頼性も確
保している。 

（ＰＷＲの例） 

日本の代表的な原子力関連部品メーカー 
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※原子炉圧力容器 
 原子炉の炉心部を収納する容器。高
温高圧、中性子の照射に耐えうる構造
であることが必要。 
 
※原子炉内構造物 
 炉心を支持するシュラウド、炉心支持
板等の炉心支持構造物、及び気水分
離器、蒸気乾燥器等の内部構造物等
により構成される。原子炉内の高温高
圧、中性子の照射の環境下で、運転時
に燃料を適切に冷却するための流路
を形成する。 
 
 
 
 

【Ａ社】 
  原子炉圧力容器等の大型鍛鋼品で
世界シェアの約８割を占める。 
 鋼（ハガネ）の命である製鋼（精錬及
び鋳込）と熱処理技術が競争力の源泉
であり、より安全性・信頼性が高いシー
ムレスな鍛鋼品を製造する能力あり。 

※主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ） 
  万一、配管破断事故などが起きた場
合に、主蒸気ラインを隔離し、原子炉
中の蒸気が格納容器外に大量に流出
するのを防止する安全上重要な弁。 
 

【Ｆ社】 
   BWR用バルブのうち「主蒸気隔離弁」
で国内シェア１００％。高い密封性を有
し、国内隋一の実績を有する。 

※逃がし安全弁（ＳＲＶ） 
  原子炉の過度な圧力上昇を抑える
ため、圧力の上昇に伴い自動開放し
て、圧力抑制プールに蒸気を導き、凝
縮させて圧力を下げる安全上重要な
弁。 

【Ｇ社】 
   BWR用バルブのうち「主蒸気逃がし
安全弁」で国内シェア１００％。鋳造技
術の蓄積と一貫生産による信頼性の
高い製品製造が強み。 

（ＢＷＲの例） 

 

 

 

日本の代表的な原子力関連部品メーカー 
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原子力志望の学生の状況（震災前後） 
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原子力産業セミナーへの来場学生数、参加企業・機関数 

日本原子力産業協会調べ 

１．平成２６年度の「原子」を含む学科等の学生動向（応募者数）は、前年度に比べて、学部、修士、
博士全てにおいて増加。トータルで約３割増加。 

２．原子力産業セミナーへの来場学生数、参加企業・機関数は、震災の後、減少しているが、直近
は持ち直しつつある。 

文部科学省調べ 

「原子」を含む学科等の学生動向（応募者数） 

リバイス
済み 

6/16差し
替え済み 



建設 運転 廃止措置 

計画外追加投資 

運転開始 早期運転終了 建設開始 

計画外稼働停止 

運転終了 

（計画想定） 

計画外早期廃炉 

＋ 

－ 

１．原子力は他電源に比べて巨額な初期投資が必要であり、投資回収・事業実施に長期を要する。 

２．これまで、原子力事業者は長期的な投資回収を保証する地域独占・総括原価料金規制の下、
原子力事業を行ってきた。 

 

◇OECD原子力機関（NEA）が12加盟国と3国
際機関の専門家でまとめた2000年の報告書
においても、競争市場が原子力発電に与え
る影響について、 

 「競争市場では、長期的な電力コストの予測
が困難であるため、長期のリードタイムと投資
コストの大きな原子力発電は、他電源と比較
して大きな投資リスクを抱える可能性がある」 

 「自由化された市場では需要の予測が不確
実。大規模投資は財務リスクを伴い、需要が
予想よりも低かった場合にはその償却が困
難。民間の投資家は、よりフレキシブルで短
期で回収できる投資を好む可能性有り。」 

  旨述べられている。 
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原子力 

石炭 

LNG

○石炭火力（モデルプラント：75万kW、稼働率80％） 

 ・資本費 約1,725億円（23万円/kW） 

 ・上記以外 8.1円/kWh（燃料費、運転維持費、CO2対策費） 

○LNG火力（モデル：135万キロワット（45万×3ユニット）、稼働率80％） 

 ・資本費 約1,620億円（12万円/kW） 

 ・上記以外 10.0円/kWh（燃料費、運転維持費、CO2対策費） 

※第１回原子力小委参考資料より 

（２）電力自由化が原子力発電投資に与える影響 

出典：Nuclear Power in Competitive Electricity Markets 

（１）原子力発電の投資回収イメージとリスク 
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原子力事業の特殊性① （事業の長期性） 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



 
 
 

⃝ 万一、事故が起きた際には、事故の収束、被災者の方々への賠償に万全を尽くす必要がある。 

原子力損害賠償制度の全体像 

 

 

政府の措置 

 

 

原子力事業者による負担（無限責任） 

事業者免責 

（原賠法第３条） 

社会的動乱、異常に
巨大な天災地変 

地震、噴火、津波 一般的な事故 

原子力事業者（無過失責任・責任集中） 政府 

損害額 

被  害  者 

賠償 

民間保険契約 

（原子力損害賠償責任保険契約） 

政府補償契約 

（原子力損害賠償補償契約） 

賠償措置額 

1200億円 
（以内で政令で 

定める額） 

被災者の救助及び被
害の拡大の防止のた

め必要な措置 

 

＋必要と認めるときは政府の援助  

措置 
原子力損害の範囲等の判定指針 

和解の仲介（ＡＤＲ） 

 

原子力損害賠償 

紛争審査会 

 

 

原賠法第１６条 

原賠法第１８条 

原賠法第１７条 

○原賠法１６条（賠償措置額を超えた場合の政府の援助）を具体化するス
キームとして、原子力事業者による相互扶助として原子力損害賠償の支
払等に対応できる仕組みを構築。 

○賠償の支援枠として国は機構に対して９兆円の交付国債を用意。 

＜原子力損害賠償支援機構法＞ 

 
 
＜緊急時対応＞ 

・復旧関係：電源復旧、監視計器復旧   等 

・消防関係：消防車による原子炉注水   等 

・保安関係：発電所内・周辺の線量管理 等 

（例）川内原子力発電所では、夜間や休日に重大事故が発生し
た場合でも速やかに対応を取ることができるよう、発電所
内又は発電所近傍に初動対応にあたる重大事故等対策
要員（52名）を確保した上で、発電所から13km圏内に招集
要員（平成26年8月1日時点で272名）を確保 

        

 
＜事故収束対応（廃炉・汚染水対応）＞ 

・汚染水対策 

・使用済燃料プール内の燃料取り出し 

・燃料デブリ取り出し 

・廃止措置                   等      

（例）東京電力福島第一原子力発電所での事故収束に当たっ
ては、昨年以降の各月の平日１日あたりの平均作業員数（
実績値）は約 3,000～5,500 人規模で推移 

          
 

事故の収束（廃炉・汚染水対策） 被災者の方々への賠償 

 ※東京電力は1万人体制で賠償を実施 
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原子力事業の特殊性② （万一の事故の際の対応） 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



全
て
の 

原
子
力
事
業
者 

⃝ 核燃料サイクル・最終処分については、各事業者毎に完結する事業ではなく、国として必要な事業

を事業者が共同で支えあう構造（原子力賠償制度についても、同様の構造）。加えて、①極めて長

期の事業期間を要し、事業の不確実性が大きいこと、②国の政策等が事業に大きな影響を与える

可能性があること、③ステークホルダーが多く、その幅広い理解が必要なこと等の特殊性あり。 

核燃料サイクル・最終処分 

（１）概要 

（２）総事業費・・・18.8兆円（うち再処理事業11兆円） 

（３）実施体制 

 ＜核燃料サイクル＞ 

  ・ウラン濃縮  ・再処理  ・MOX加工 

  ・廃棄物貯蔵  ・廃棄物処理・管理 

日本原燃株式会社 

出資・債務保証 

民ベースで費用の支払 

原賠機構法上の相互扶助 

全ての原子力事業者 

原子力賠償支援機構 

一般負担金 資金の交付等 

（事故事業者） 

特別負担金 

（事故事業者） 

 ・最終処分の実施 

原子力発電環境整備機構（NUMO) 

拠出金の支払 

高レベル放射性 

廃棄物の処分 
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原子力事業の特殊性③ （共同事業実施・リスク構造） 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．東電福島第一原発事故を受け、事故の教訓や最新の技術的知見、海外の規制動向等を踏まえ、平成２４年６
月、原子力基本法、原子炉等規制法等の一部を改正。同年９月に、原子力規制委員会が発足。発電用原子炉
の新規制基準は平成２５年７月より施行（サイクル施設は同年１２月）。 

２．「バックフィット制度」や「運転期間延長認可制度」の導入などの事後的な規制変更により、巨額の追加投資が
必要となるほか、炉の設置時に想定していなかった早期廃炉が迫られる可能性がある。 

 

① 新規制基準への適合性審査の申請状況 
 震災時には、１７原発５４基が運転中であり、３原発３基（島根３、大間、東電東通１）が既に設置許可を得て建設中。 
 平成２７年６月１６日時点で、そのうち１５原発２５基が新規制基準への適合性審査を申請。 

② 高経年炉（運転期間延長）の審査 
 原発を運転することができる期間は、運転開始から原則４０年。その満了に際して、原子力規制委員会の認可を受けた

場合には、１回に限り延長することを認める制度（延長期間の上限は２０年）。 

 原子力事業者は、劣化状況の把握など「特別点検」を行い、その結果を添えて、原子力規制委員会に運転期間延長の
申請を行うこととなる（別途、新規制基準への適合性審査への申請が必要）。 

 平成２８年７月まで３年の猶予期間が置かれており、最も古い炉７基が運転延長するためには、本年４月～７月（満了の
１年～１年３ヶ月前）に運転期間延長の申請を行わなければならない。 

 最も古い炉７基のうち、美浜１・２、島根１、玄海１、敦賀１の４原発５基は廃炉する方針を決定。高浜１・２は特別点検を
経て、運転期間延長を申請。  

③バックフィット制度の導入 
 既に許可を得た原子力施設に対しても最新の規制基準への適合を義務付ける制度を導入。 

 特定重大事故等対処施設については、平成３０年７月まで、５年間の経過措置が設けられている。 

発電用原子炉に対する影響 

 

○ 平成２５年１２月、新規制基準施行。 
日本原燃㈱は、平成２６年１月７日に、再処理工場、高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター、MOX燃料工場（平成２６年４月

１１日一部修正）、ウラン濃縮工場、低レベル放射性廃棄物埋設センターの新規制基準への適合申請・審査。 

リサイクル燃料貯蔵㈱は、平成２６年１月１５日に、使用済燃料中間貯蔵施設の新規制基準への適合性申請・審査。 

サイクル施設に対する影響 

原子力事業を巡る状況変化① （規制ルールの見直し） 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  
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6/18差し
替え済み 



⃝ 今後の原発依存度の低減に伴い、原発事業者が共同で事業を支えあう構造にある事業について、
安定的な事業の実施に影響を与える可能性。 

全
て
の 

原
子
力
事
業
者 

（１）概要 

（２）総事業費・・・18.8兆円（うち再処理事業11兆円） 

（３）実施体制 

 ＜核燃料サイクル＞ 

  ・ウラン濃縮  ・再処理   ・MOX加工 

  ・廃棄物貯蔵  ・廃棄物処理・管理 

日本原燃株式会社 
出資・債務保証 

民ベースで費用の支払 

 ・最終処分の実施 

原子力発電環境整備機構（NUMO) 

拠出金の支払 

震災前の前提は以下の通り。 
 

― 原子力比率について、2030年
までに50％以上を目指す。
（※） 
 

― 実際の震災前の原子力比率
（約30%）では、年間約1000ト
ンＵの使用済燃料が発生。 

 

― 再処理工場の最大処理能力
分の年間800トンＵの使用済

燃料を処理し、プルサーマル
で消費。（40年で3.2万トンＵ） 

 
 

※第2次改定エネルギー基本計画（平成22年） 

◇核燃料サイクル・最終処分 

高レベル放射性 

廃棄物の処分 

原子力事業を巡る状況変化② （原発依存度の低減） 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



料金規制の 
経過措置期間 

送配電部門
の法的分離 

様 な々料金メニューの選択や、電力会社の選択を可能に 

２０１５年目途 

【第１段階】 

（広域系統運用機関の設置） 2013年４月２日閣議決定 

①需給計画・系統計画のとりまとめ 
②【平常時】区域（エリア）をまたぐ広域的な需給及び系統の運用 
③【災害時等の需給ひっ迫時】電源の焚き増しや電力融通指示による需給調整 
④新規電源の接続受付、系統情報の公開       等 

小売全面 
自由化 

（参入自由化） 
料金規制の撤廃 
（経過措置終了） 需要家保護に必要な措置 

競争的な市場環境を実現 
（送配電部門は総括原価方式などで料金規制） 

２０１６年目途 

【第２段階】 

（小売参入の自由化） 

２０１８～２０２０年目途 

【第３段階】 

（送配電の中立化、料金規制の撤廃） 

広域系統運用
機関設立 

電力システム改革の工程 

第１弾改正 （2013年臨時国会） 

①広域系統運用機関の設立 

②プログラム規定     等 

第２弾改正 （2014年通常国会） 

①小売全面自由化 

②一般電気事業制度の廃止に伴う各種関連制度整備 

第３弾改正 （2015年通常国会を目指す） 

①送配電部門の法的分離 

②法的分離に必要な各種ルール（行為規制）の制定 

電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
改
革
方
針 

（注１）送配電部門の法的分離の実施に当たっては、電力の安定供給に必要となる資金調達に支障を来さないようにする。 

（注２）第３段階において料金規制の撤廃については、 

    － 送配電部門の法的分離の実施と同時に、又は、実施の後に行う。 

    － 小売全面自由化の制度改正を決定する段階での電力市場、事業環境、競争の状態等も踏まえ、実施時期の見直しもあり得る。 

実施を３段階に分け、各段階で課題克服のための十分な検証を行い、その結果を踏まえた必要な措置を講じながら実行するものとする。 

（※２０１５年目途：新たな規制組織） 

⃝ これまで、様々な特殊性・リスクを内包する原子力事業について、地域独占・総括原価料金規
制による投資回収保証を背景として事業が進められてきたが、電力システム改革が進展し、今
後、地域独占・総括原価料金規制は撤廃される。 

＜電気事業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抜粋）＞（平成２６年 第１８６回通常国会） 
       原子力政策の抜本的見直しが求められる中、競争環境下における原子力発電の在り方及び我が国における核燃料サイクル政策の位

置付けについて早急に検討の上、電力システム改革と同時並行的に適切に措置を講じること。また、原子力事業者において今後国内に
おいて増加する原子力発電所の廃炉の円滑な実施や新規制基準への対応、使用済核燃料の処理、地球温暖化対策及び電力安定供給
への貢献等の課題への適切な対処が可能となるよう、国と原子力事業者の役割分担を含めた事業環境の整備に向けて、平成二十八年
を目途に電力の小売全面自由化の実施が予定されていることを踏まえ、必要な措置について速やかに検討し、遅滞なく実施するものと
すること。  

２０１３年 

＜第１弾改正＞ 

２０１４年 

＜第２弾改正＞ 

原子力事業を巡る状況変化③ （自由化の進展） 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



 

1. 震災後、電気料金制度が見直され、「今後１年間」に見込まれるコスト（原価）をもとに料金を算定
していたのを、値上げの場合について、原則として「今後３年間」をもとに算定する方式に変更さ
れた。 

 

2. これにより、結果として２・３年目の原発の再稼働予定（＝コストの引き下げにつながる）が料金に
織り込まれたため、想定燃料費などが抑えられ、値上げ幅が圧縮された。 

（例）北海道電力は、平成２５年９月に料金値上げ認可を受けた際には、泊原子力発電所について、１号機が
平成25年12月に、２号機が平成26年1月、３号機が平成26年6月に再稼動することを見込んでいた。 

 

3. なお、電気料金の総原価の内訳として、燃料費の割合は極めて大きく、人件費等のコストカットの
みによって電気料金の上昇を抑制することには一定の限界有り。 

（例）東京電力の平成24年料金改定ベースでは、電気料金の総原価等のうち、燃料費は2兆4585億円（41.7%）
である一方、人件費は3387億円（5.8%）。 

 

電気料金について 
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電力各社の経営状況 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



 

 

1. エネルギー基本計画にも示されたように、原子力は、３Ｅ（エネルギー安全保障・安定
供給、経済性、地球温暖化）の観点から優れており、安全性の確保を大前提としつつ
活用することは、国民全体にとってメリットがある。 

 

2. また、再処理・プルサーマル等の核燃料サイクル政策についても、高レベル放射性廃
棄物の減容化・有害度低減や、資源の有効利用等に資する。 

 

3. これらのメリットについて、事業者が享受するものもあるが、むしろ、国民全体が享受
するものもある（原子力事業の外部経済性）。 

 

4. 必ずしも事業者だけが裨益するものではない原子力事業について、今後、その担い
手はどうあるべきか。 

 

 

原子力事業の必要性 
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原子力事業の必要性 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



1. これまで、担い手として、我が国における商業ベースの原子力発電は、民間事業者を
主体として実施してきた。 

 

2. 今後とも、以下の観点を踏まえれば、民間事業者が、自ら責任を持って事業を実施し
ていくことが適当ではないか。 

  ① 民間事業者において蓄積されてきた技術・人材の一層の活用・育成 

  ② 市場の中における、緊張感ある安全確保の取組 

  ③ 地域に根ざした立地地域の方々との関係構築の取組の継続 

  ④ 効率的な事業の実施 

 

3. 他方、今後、自由化された市場において、民間事業者が原子力事業を担っていくにあ
たって、原子力の特殊性や原子力をめぐる状況変化を背景として、一定の課題・懸念
が存在するのではないか。 

原子力事業の担い手 
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原子力事業の担い手 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  



投資額が巨額、 
事業・投資回収期間が長期 

万一の事故の際の対応 

１．原子力事業の特殊性 

２．原子力事業を巡る状況変化 

規制ルールの見直し 原発依存度の低減 

電力システム改革の進展（小売全面自由化、料金規制撤廃） 

原子力事業の特殊性と相まって、事業の予見可能性が低下。 

投資回収の予見性を確保していた地域独占・総括原価料金規制が撤廃。 

事業者共同実施の 
核燃料サイクル事業等 

＜加えて＞ 

震災後の原子力発電の長期停止により、電力会社の財務状況も悪化。 

⃝ エネルギー基本計画において重要なベースロード電源として位置づけられた原子力を、
民間事業者が担っていくにあたっての課題・懸念点は何か。 

原子力の特殊性と状況変化の整理 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．原子力事業の特殊性・状況変化を背景として、今後、原子力について、長期的に投資・費
用の回収ができなくなるリスクが顕在化。 

２．財務・会計上必要とされる措置の詳細については精査が必要であるが、例えば、 

① 廃炉の判断に伴って費用回収が中断し損失が発生することから、財務会計上の理由か
ら廃炉の判断が影響を受ける可能性有り。 

② 将来的に投資が未回収となることを懸念し、最善の安全に向けた投資の判断が阻害さ
れる可能性有り。 

廃止措置にも 
使われる資産 

発電のために 
使われていた資産 

核燃料資産
 

解体引当金
*1 未引当分を運転 

終了後10年で引当
*2,5

 

減損
*3,4

 

投資回収の中断、 
一括費用認識が発生 

運転終了後も継続して減価償却
*2,4,5 

計画外運転終了決定 
*1：原子力発電施設解体引当金に関する省令に基づき経済産業大臣の承認を得たもの。 
*2：平成25年10月施行の廃炉会計制度に基づく。 
*3：廃止時の装荷核燃料に係る処理費用も一括計上が必要。 *4：未竣工分（建設仮勘定）含む。 
*5：総括原価方式による料金収入の手当てがなくなれば、*2の廃炉会計制度は適用できなくなる見込み。 

廃止措置 

減価償却 

減価償却 

費用化
 

引当
 通常運転終了の場合 

＜第3回原子力小委 電気事業連合会プレゼン資料より＞ 

原子力事業を巡る課題・懸念 ①・② 

59 

５．競争環境下における原子力事業の在り方  

※第11回原子力小委員会（平成26年12月24日開催）時点の資料。 



③ 安全規制の変更等に伴って、一括で、多額の財務的な損失が発生。場合によっては、事業
者の財務状況が著しく悪化し、電力の安定供給の確保に支障を来たす可能性。 

（例） 計画外廃炉が財務・会計に与える影響（イメージ） 

・・・ 

資産 
負債 

純資産 

費用 収益 

特別損失 

残存簿価 
の減損 

バランスシート 

損益計算書 

純資産 
の減少 

残存簿価
の 

減損 

残
存
簿
価 

減
価
償
却
費
用 

未償却費 
の 

一括費用計上 

＝ 

（簿価） 

（費用） 

（年数） 

（年数） 

原子力事業を巡る課題・懸念 ③ 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  

※第11回原子力小委員会（平成26年12月24日開催）時点の資料。 



④ 原子力事業について、安定的な事業実施を確保していく必要がある。バックエンド事業等、
共同で実施している事業についてその要請は一層強いが、現在の実施主体の性質から、
考えられる懸念点はないか。 

事業 実施主体 資金の確保手段 実施主体に関する現状と見通し 

 発電事業 
原子力事業者 
【株式会社】 

原子力事業者の卸・小売電気料金 
各事業者が個別に事業を実施。自由化・原発依
存度低減の中においても、各事業者が実施して
いくことが原則か。 

廃炉 
原子力事業者 
【株式会社】 

原子力事業者の卸・小売電気料金 

各事業者が個別に事業を実施。自由化・原発依
存度低減の中においても、各事業者が実施して
いくことが原則か。 
※破綻した場合には、破産管財人が実施するこ 
  ととなっている。 

再処理等の 
核燃料 サイクル事業 

日本原燃株式会社 
【株式会社】 

原子力事業者からの出資金、前払
金、債務保証による借入金 

各事業者が出資・債務保証により、共同で事業
実施しているが、法律上の位置づけはない。 

自由化・原発依存度低減の中で安定的に実施
する観点から見直すべき点はあるか。  

 最終処分事業 

原子力発電環境整
備機構（NUMO） 
【特別の法律により
設立される法人】 

原子力事業者からの拠出金 

法律上、実施主体が位置づけられ、解散に法律
上歯止めがかかっている。 

自由化・原発依存度低減の中においても安定的
な事業実施が可能。  

（参考）現在の実施スキーム 

原子力事業を巡る課題・懸念 ④ 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



⃝ 原子力事業に関して、①円滑な廃炉判断、②迅速・最善の安全投資、③一括の財務的ダメー
ジによる安定供給への支障、④共同実施事業の継続確保の必要性、などの懸念点・課題が
有り。 

⃝ これらの課題・懸念に対応していくためにも、官民の役割分担の見直し・新たな政策措置が
必要となるのではないか。 

 

⃝ 具体的には、民間事業者において責任を負って事業を行っていくことを基本的な前提としつ
つ、政府の役割として、以下の対応が考えられるのではないか。 

A) 原子力事業特有のリスクを背景として、事業者に財務・会計面に発生する過度なリスクに
対して一定の制度的な措置を講じ、民間事業者が負う財務・会計面でのリスクを合理的な
範囲とする措置 

B) 自由化・原発依存度低減の中において、民間事業者における取組をベースとしつつ、安定
的・効率的な事業実施を確保する措置（国の関与の強化） 

 

⃝ こうした措置を講じるに際しては、民の活力・責任感を重視し、モラルハザードとなることのな
い設計とするとともに、民間事業者に対して万全の安全対策や体制面での効率化・強化など
を求めていくべきではないか。 

⃝ また、措置を講じるに際しては、自由化された市場における事業環境（競争環境）を勘案し、
原子力の電気の利用の在り方についても合わせて検討を行うことが適当ではないか。 

環境変化等を踏まえた官民の役割分担・政策措置（論点） 

環境変化等を踏まえた官民の役割分担・政策措置（論点） 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  

※第11回原子力小委員会（平成26年12月24日開催）時点の資料。 



○ 事業者に財務・会計面に発生する過度なリスクに対して一定の措置を講じ、民間事業者において
負う財務・会計面でのリスクを合理的な範囲とする措置として、どのようなものが考えられるか。 

 

― 廃炉や使用済燃料の処分費用も含めた原子力の
コスト回収のために必要な価額。事業者と政策当
局の交渉により決定。 

 

― 市場における先渡価格等を平均して決定。 

基準価格（Strike Price） 

市場価格(Reference Price) 

（英国におけるCfD（差額決済契約）の概要） 
• マーケット価格を元に算定される市場価格と、廃炉費用や使用済燃料の処分費用も含めた

原子力のコスト回収のための基準価格の差額について、全需要家から回収し、原発事業者
に対して補填することにより、一般的に事業者の損益の平準化を目指す制度（逆に、市場価
格が基準価格を上回った場合は、原発事業者が支払いを行う）。 

• 不稼動時には差額補填はされない。 
• 法律の変更、原発の停止・廃炉を命じる政策的な決定、規制アプローチの変更の場合には、

補償・基準価格の見直しが行われる。 

原子力事業環境整備として考えられる対応例 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



⃝ 原子力特有の事業リスクへ対応するため、一定のケースにおいて、事業者の損益の平準
化を図ることが考えられるのではないか。 

⃝ 既存の原子力の会計制度を参考としつつ、措置に入りうるものとして、どのようなケースを
検討対象とすべきか。また、財務・会計的なリスクを緩和する手段として、具体的に、どのよ
うな措置を講じるべきか。 

 
 （例） 

• 関連施設・設備への更新投資が発生した場合 
• 安全規制の変更に伴って追加の安全対策投資が発生した場合 
• 安全規制の変更に伴って計画外の廃炉に伴う損失が発生した場合 
  （転用・転売ができない場合の残存簿価の減損、規制基準の策定に伴う解体費用の追加的発生） 

• 安全規制の変更・原発依存度の低減に伴って再処理費用が上昇した場合  
• 計画外の廃炉によって逸失利益が発生した場合 等 

⃝ 自由化・原発依存度低減の中で、民間事業者における取組のみでは安定的・効率的な事
業実施が確保できなくなるリスクのある事業について、安定的・効率的な事業実施を確保
する措置を検討する必要があるのではないか。 

原子力事業環境整備として考えられる対応例 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．米国では、規制当局による料金規制下に置かれている企業において発生した特定の損失に
ついて、将来の料金により確実に回収することを前提として、当該損失を資産計上する制度
が導入されている。 

２．具体的には、ハリケーンにより被災した送電設備の災害損失や、原発の廃止措置費用（ペン
シルバニア州やテキサス州）が対象とされている。 

＜規制資産（Regulatory Assets）＞ 

 米国会計基準では、1980年代より、公益事業において、需要家の便益とリスクの均衡を図るため、過去の支
出のうち一部を繰延費用として会計上処理し、将来の電気料金から回収することを認めている。 

 具体的には、繰延税金資産、ディマンドリスポンスに伴う支出、研究開発費、暴風雨などの損害、建設中止・
中断による未償却残高など。 

＜ストランデッドコスト（Stranded Cost）＞ 

 帳簿価額（サービスのために投じた総費用）が、回収可能な
費用（市場価格）を上回っている場合、これをストランデッドコ
ストという。 

 導入の際の理由としては、（１）電気事業者が信頼性ある
サービスを継続するための安定的な財務能力を損なう恐れ、
（２）需要家間の負担の公平性、（３）過去の規制上の合意の
尊重などが挙げられた。 

価格 

市場価値（予測） 

＝回収可能な費用 

帳簿価額 

（サービスの総費用） 

資産 
負債 

純資産 

費用 収益 

BS 

PL 

＜資産計上する制度なし＞ 

負債 

費用 収益 

BS 

PL 

＜資産計上する制度あり＞ 

具体的な会計処理（イメージ） 

災害損失 

純資産 
の減少 

残存簿価 
の減損 

純資産 

負債 

費用 収益 

BS 

PL 

送電・発電
設備 

純資産 

被災前の財務状況 被災後の財務状況 

 

資産化 
（将来の確実な料金
回収が前提） 

資産 資産 

※資産化した資産は、一括ではなく、毎年度段階 

   的に償却していく。 

米国の会計制度における対応例 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．原子力損害賠償支援機構法附則第６条に規定する原子力損害賠償制度の見直しについて、「原子力損害賠
償制度の見直しに関する副大臣等会議」を開催（第1回：平成26年6月12日、第2回8月22日、第3回10月20日、
第4回平成27年1月22日）  

２．当面の喫緊の課題として、国際条約（CSC）の締結に向けた対応を実施（平成27年4月15日発効・締結）し、  
その後の課題の検討については、原子力委員会に対して有識者の参加を得た検討を要請。 

３．それを受け、専門的かつ総合的な観点から原賠制度の在り方について検討を行うため、原子力委員会の下に
有識者から成る「原子力損害賠償制度専門部会」が設置。（第1回平成27年5月21日） 

原子力損害賠償制度の全体像 

 

 

政府の措置 

 

 

原子力事業者による負担 

（無限責任） 
事業者免責 

（原賠法第３条） 

社会的動乱、異常に
巨大な天災地変 

地震、噴火、津波 一般的な事故 

原子力事業者（無過失責任・責任集中） 政府 

損害額 

被  害  者 

賠償 

民間保険契約 

（原子力損害賠償責任保険契約） 

政府補償契約 

（原子力損害賠償補償契約） 

賠償措置額 

1200億円 

（以内で政令で 

定める額） 

被災者の救助及び被
害の拡大の防止のた

め必要な措置 

 

＋ 必要と認めるときは政府の援助  

措置 
原子力損害の範囲等の判定指針 

和解の仲介（ＡＤＲ） 

 

原子力損害賠償 

紛争審査会 

 

 

原賠法第１６条 

原賠法第１８条 

原賠法第１７条 

○原賠法１６条（賠償措置額を超えた場合の政府の援助）を具体化するスキームとして、
原子力事業者による相互扶助として原子力損害賠償の支払等に対応できる仕組みを
構築。（賠償の支援枠として国は機構に対して９兆円の交付国債を用意） 

○原子力損害賠償支援機構法 附則第6条 
（検討） 
第六条 政府は、この法律の施行後できるだけ早期に、平成二

十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う
原子力発電所の事故（以下「平成二十三年原子力事故」とい
う。）の原因等の検証、平成二十三年原子力事故に係る原子
力損害の賠償の実施の状況、経済金融情勢等を踏まえ、原
子力損害の賠償に係る制度における国の責任の在り方、原
子力発電所の事故が生じた場合におけるその収束等に係る
国の関与及び責任の在り方等について、これを明確にする観
点から検討を加えるとともに、原子力損害の賠償に係る紛争
を迅速かつ適切に解決するための組織の整備について検討
を加え、これらの結果に基づき、賠償法の改正等の抜本的な
見直しをはじめとする必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、この法律の施行後早期に、平成二十三年原子力事
故の原因等の検証、平成二十三年原子力事故に係る原子力
損害の賠償の実施の状況、経済金融情勢等を踏まえ、平成
二十三年原子力事故に係る資金援助に要する費用に係る当
該資金援助を受ける原子力事業者と政府及び他の原子力事
業者との間の負担の在り方、当該資金援助を受ける原子力
事業者の株主その他の利害関係者の負担の在り方等を含め
、国民負担を最小化する観点から、この法律の施行状況につ
いて検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずるも
のとする。 

3（略） 

 

原子力損害賠償制度の見直しに関する副大臣等会議 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．概要 

 ○ ＣＳＣ（Convention on Supplementary Compensation for Nuclear Damage） 
  

• 越境損害も含めた原子力損害に対する賠償に関する国際ルールを定める３系統の条約のひとつ。 
  

 ○ 主な内容： 
 

１）  越境損害時に裁判を事故発生国においてのみ行う（裁判管轄権の集中） 
 
２）  原子力事業者のみが過失の有無を問わず賠償責任を負う  （無過失責任・責任集中） 
 
３）  損害が一定額を超える場合に締約国が一定のルールで賠償金を補てん（拠出金） 

２．現状 
 

○ 平成26年10月、①原子力事故による損害に係る国際的な賠償制度の構築の重要性を認識し、②福島第一原
発の廃炉・汚染水対策に知見を有する外国企業の参入の環境を整えるために、条約を締結する意向を表
明。 

○ 同年11月、臨時国会において、条約が承認され、国内関連法が成立したことを受け、平成27年4月15日締結・
発効。 

＊他の締約国：ルーマニア、モロッコ、アルゼンチン、米国、ＵＡＥ、モンテネグロ （インド等13か国が署名・未締結） 

ＣＳＣ（原子力損害の補完的補償に関する条約） 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



＜託送料金（原価）に含まれる割合＞ 

納 税 外部積立て 

託送の仕組みを利用（新
電力による代行回収） 

新電力の需要家 

原子力バックエンド費用 
（既発電分）※ 

※１５年間で回収 

＜コストの回収スキーム＞ 

一般電気事業者 

一般電気事業者の需要家 

電源開発促進税 

託送の仕組みを利用（新
電力）による代行回収） 

修繕費（11.5%） 

電源開発促進税（12.6％） 

使用済燃料再処理等費
（既発電分）（3.4％） 

出典：託送供給約款変更届出書等（平成２４年７月東京電力） 

人件費（10.0%） 

減価償却費（25.6%） 

電気事業報酬（10.4%） 公租公課（電源開発促進税を 
除く）（6.2%） 

その他経費 

（20.3%） 

 

○現行託送制度においては、電気の全需要家が公平に負担すべきものとして、送配電部門に係る費
用のほか、「電源開発促進税」や「原子力バックエンド費用（既発電分）」の費用を託送料金を通じ
て回収している。 

 

託送料金原価に含まれる費用の扱い 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．原子力発電に伴い発生する使用済燃料の再処理については、発電時と再処理時に相当のタイム
ラグがあることから、必要となる資金を予め積み立てておくことが世代間及び需要家間の公平性を
保つために重要であり、平成１７年１０月より積立制度（※１）を創設。その費用は発電費用として原
価計上し、小売料金を通じて一般電気事業者が回収している。 

２．一方、経過措置として、積立制度創設前の発電分（※２）については、これにより利益を受けた全
ての需要家から公平に回収するため、送配電関連費用として計上し、１５年間掛けて一般電気事業
者の需要家のみならず、託送制度を通じて新電力の需要家からも回収することとされた。 

３．なお、託送料金に付加されるこの費用単価については、制度発足時の審議会報告を踏まえ、現在、
自由化部門の託送料金の請求書に明記されている。 

第５章 バックエンド事業に対する制度・措置の在り方について 
 ３．既発電分についての取扱い 
  （中略）  
  なお、本制度では、あくまでも託送の仕組みを利用するもの
であり、送配電費用とは性質が異なるものであることを踏まえ、
需要家から見た場合に、その点が混同しないよう措置すること
が必要であり、具体的には、請求書等に、既発電分の金額を
明記するなどの方法をとることが適当である。 

【参考１】 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会中間報告 

      「バックエンド事業に対する制度・措置の在り方について」 

       （平成１６年８月３０日） （一部抜粋） 

【参考２】自由化部門の託送料金計算書（請求書明細）イメージ  

送電サービス 単　価 料金適用電力（量） 力率の割引割増 料　　　金

基本料金 ×（185％－力率）

電力量料金

制限または中止割引額

基本料金 ×（185％－力率）

電力量料金 昼間時間

夜間時間

制限または中止割引額

ピークシフト割引額

ご請求金額には、法律で定められた使用済燃料再処理等既発電費相当額（*.**円/kWh）を含んでおります。

特
別
高
圧

時
間
帯
別

標
準

※１ 原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律 
 法律制定以前は、一部費用のみ使用済燃料再処理等引当金として料金回収し、内部積立てを行っていた。 
 

※２ 制度創設前には合理的な見積もりができず料金原価に含まれなかった費用 

原子力バックエンド費用について 
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５．競争環境下における原子力事業の在り方  



１．1号廃棄物埋設地は、1992年に操業を開始し、現在、約14.8万本を埋設（最大20万本）。 

 対象となるのは、均一固化体（濃縮廃液等をセメント等で固化した廃棄体）。 

２．2号廃棄物埋設地は、2000年に操業を開始し、現在、約12.6万本を埋設（最大20万本） 。 

 対象となるのは、充填固化体（金属類等をモルタルで固化した廃棄体）。 

低レベル放射性廃棄物埋設センター（日本原燃(株)） 

・操業開始：1992年12月 

・施設規模：最終的には60万立法メートル 

          （200リットルドラム缶300万本相当） 

・現状：約26万本（2015年5月末現在） 

  - 1号埋設：約14.8万本（均一固化体） 

  - 2号埋設：約12.6万本（充填固化体） 

   

低レベル放射性廃棄物埋設センターの外観 
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使用済燃料の再処理と高レベル放射性廃棄物 

○ 原子力発電の運転に伴い、放射能濃度の高い使用済燃料が発生。 

○ 我が国は、使用済燃料を再処理し、ウランやプルトニウムを燃料として再利用するとともに、後
に残る廃液をガラス原料と高温で溶かし合わせ固化した上で、処分する方針。 

燃料として 
再利用 

再処理工場 
（青森県六ヶ所村） 

再処理 

原子力発電所 

高レベル放射性
廃棄物 

高レベル廃液 

使用済燃料 

ウラン・プルトニウム
を分離・抽出 

ガラス固化 
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核燃料サイクル 

※放射性物質は、ガラスの網目
構造の中に閉じ込められる。 
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高レベル放射性廃棄物の地層処分 

○ 地層処分は、地下深部の安定した地層に埋設して人間の生活環境から隔離し、最終的に処分
する方法。現時点において最も有望であるという国際的な共通認識の下、多くの国で採用。 

○ 「人工バリア」と「天然バリア」を組み合わせた多重バリアシステムで、長期にわたり放射性物質
の動きを押さえ閉じ込める。 

廃液をガラスと
混ぜて固体に 

厚さ約20cmの
炭素鋼の容器 

厚さ約70cm
の粘土 

天然バリア 人工バリア 地上施設 

地下施設 

多重バリアシステム

バリア４ バリア３ バリア１ バリア２ 
ガラス固化体 オーバーパック 

[金属製の容器] 
緩衝材 
[粘土] 

岩盤 

高レベル放射性廃棄物処分施設 

地下深くの安
定した岩盤 

地
下
３
０
０
ｍ
以
深 

地下水との接触を抑え、長期間放射性物質を隔離する 
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なぜ地層処分なのか 

○ 長期にわたる制度的管理（人的管理）に依らない最終処分を目指すべきという考えが、長年に亘
り国際的に議論された結果として、広く各国で共有されている。 

    【長期的に見た場合の制度的管理の問題点】 
    ・将来世代の負担（人的・経済的な管理コスト）が増大 
    ・社会的/経済的な事情の悪化に伴い、制度的な管理が失われるリスクが増大 
    ・極端な自然事象等に遭遇するリスクが増大 

○ 様々な最終処分の方法が検討されてきたが、地層処分以外は、それぞれ採用が困難。 

73 （出典）ＮＵＭＯ 
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特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）の概要 

◆最終処分法で定められた選定プロセス 

※各調査段階において、地元自治体の意見を聴き、これを十分に尊重する（反対の場合には次の段階へ進まない）。 

施設建設後 
廃棄物搬入開始 

 
文献調査で評価 

 

①文献調査 
（２年程度） 

 
ボーリング調査等で評価 
 

 
 地下施設での調査等で 
 詳細評価 
  
 

過去の地震等の履
歴、活断層・火山の
位置など 

地下の岩石や地下
水の性質と状態など 

②概要調査 
（４年程度） 

③精密調査 
（１４年程度） 

約２０年程度 

○原子力発電に伴って生じた使用済燃料の再処理等を行った後に生じる高レベル放射
性廃棄物等の最終処分（地下300m以深の地層への処分）を計画的かつ確実に実施
させるため、以下を法定。 

 ・最終処分の基本方針等を経済産業大臣が策定（閣議決定） 
 ・処分の実施主体としてNUMO（原子力発電環境整備機構）を設立 
 ・処分地を選定するための３段階の選定調査プロセスを設定      等 
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最終処分に向けた取組の見直しの経緯 

○ 2002年12月、NUMOが調査受入れ自治体の公募を開始。 
○ 2007年１月、高知県東洋町から正式に応募あり。その後、調査受入れの賛否を巡って町を二分

する論争に発展。同年４月の町長選を経て応募の取下げ。 
○ 現在に至るまで、文献調査を実施するに至っていない。 
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総合資源エネルギー調査会 放射性廃棄物WG（2014年5月） 

最終処分関係閣僚会議を設置（2013年12月） 見直しの方向性を議論 

エネルギー基本計画（2014年4月） 下記方向性を閣議決定 

取組や体制の改善策等を専門家
から提言 

総合資源エネルギー調査会 地層処分技術WG（2014年5月） 

地層処分に好ましい地質環境及び
その長期安定性が確保できる場所
が我が国において選定可能である
ことを確認 

○現世代の責任として、地層処分を前提に取組を進める。 

○将来世代が最良の処分方法を再選択できるよう、可逆性・回収可能性を担保する。 

○国が科学的有望地を提示する。 

最終処分法に基づく基本方針を改定（閣議決定）（2015年5月22日） 

取
組
の
抜
本
的
な
見
直
し 
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原子力の発電量(kWh)の推移 

(年度) 

現世代の責任 

○ 過去半世紀近くに及ぶ原子力発電の利用の結果、約17,000トンの使用済燃料を保管中。これを

再処理すれば、既に再処理された分と合わせ、ガラス固化体（高レベル放射性廃棄物）約
25,000本相当に。 

○ 原子力を利用し、廃棄物を発生させてきた現世代の責任として、将来世代に負担を先送りしな
いよう、その対策を確実に進めることが不可欠。 

福島第一 

原発事故 

(2011.3) 

第１次石油危機   

      
(1973) 

京都議定書発効 

(2005.2) 
リーマン 

ショック 

(2008.9) 
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将来世代の選択可能性 

○ 最終処分の実現こそが現世代の責任という考えを基本としつつ、事業の長期性を踏まえ、将来
世代に選択肢を残すことの必要性も、世代責任の文脈で国際的に議論あり。 

○ こうした議論を踏まえ、新たな方針では、基本的に「可逆性」を担保し、将来世代が最良の処分
方法を選択できるようにするとともに、処分場の閉鎖までの間の「回収可能性」の確保をNUMO
に求めることに。 

処
分
場
の
操
業 

処
分
場
の
建
設 

法定調査 

文
献
調
査 

概 
要 
調 
査 

精密調査 

処
分
地
の
決
定 

処
分
場
の
閉
鎖 

※可逆性：処分を実現していく間に行われる決定を元に戻す、又は検討し直す能力 

※回収可能性：処分場に定置された廃棄物を取り出す能力 

20年程度 50年以上 
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科学的有望地の提示 

最終処分法で定められた選定プロセス 

施設建設 
廃棄物搬入開始 

②概要調査 
（ボーリングの実施等） 

③精密調査 
（地下施設の建設・試験） 

①文献調査 

20年 

程度 

文献調査の開始に向けて、新たなプロセスを追加 

国による科学的有望地 

の提示（マッピング） 

・ 自治体からの応募 

・ 複数地域に対し、国から申入れ 

重点的な理解活動 

（説明会の開催等） 

○ これまでの全国を対象とした公募方式の課題の一つは、受入れを表明する自治体の説明責任・
負担が重いという点。 

○ このため、今後は、国が、科学的により適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示す
る等、前面に立った取組を行う方針。 
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※各調査段階において、地元自治体の
意見を聴き、これを十分に尊重する（反
対の場合には次の段階へ進まない）。 
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科学的有望地の検討状況 

日本全体  
 

適性の低い地域 

文献調査の 
候補地域 

 

より適性の 

高い地域 

（科学的有望地） 

【参考】総合エネ調WG中間とりまとめ（2014年5月） 

処分に適さない地域として避けるべき要件： 

①火山から15km以内、 

②過去10万年の隆起量が300m（沿岸部は150m）超、 

③活断層がある場所において断層長さの100分の1の幅 

（諸外国の検討項目例） 

 環境の保護、土地利用の状況、輸送の確保、 

 人口密度など 

► 地球科学的観点からの適性 

► 社会科学的観点からの適性 

 
○スウェーデンは、1998～99年に総合

立地調査を実施。 

○岩種、主要亀裂、鉱石・鉱山分布等
を考慮してマップを作成。 

○上記に加え、自然保護、輸送等の
視点も勘案し、地域の適性を評価。 

おそらく適格な基盤岩 

おそらく不適格な基盤岩 

不適格な基盤岩 
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○ 最終処分関係閣僚会議において、以下の２要素を考慮し、科学的有望地の具体的な要件・基準
等について検討することを決定（平成26年9月）。 

○ 昨年10月から、総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG及び地層処分技術WGにおいて、
考慮すべき要件等について検討中。 

最終処分関係閣僚会議資料（抜粋） スウェーデンの参考事例 
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諸外国の最終処分に関する状況 

○最終処分地が決定している国 
・フィンランド：1983年より選定開始、2000年に処分地（オルキルオト）を決定。 
         地下調査施設（オンカロ）を建設、現在、国が許可発給の検討中。 
・スウェーデン：1977年より選定開始、2009年に処分地（フォルスマルク）を選定。 
         施設建設に向け、現在、安全審査中。 

 

○その他の国 
・フランス：1983年より選定開始。ビュール近郊を処分地とする方向で検討中。 
・英国：カンブリア州が関心を表明も、州議会で否決（2013年）。2014年、新たな選定プロ

セスを公表。 
・ドイツ：ゴアレーベンを選定も、2000年より調査凍結。選定プロセスの見直し中。 
・米国：ユッカマウンテンを選定も、政権交代により撤回（2009年）。選定プロセスの見直

し中。 

建設等 

英国 

日本 

カナダ 

スウェーデン 

(フォルスマルク) 

※建設には未着手 

フランス 

(ビュール近傍) 

米国 

ドイツ 

スイス フィンランド 

(オルキルオト) 

韓国 

文献調査 
相当  

最終処分施設 
建設地の選定 

概要調査 
相当  

精密調査 
相当 

安全審査 調査段階前 
（方針検討段階を含む） 
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（１）各原子力発電所では使用済燃料プールや乾式キャスクにより使用済燃料を貯蔵。管理容量が約21,000トンであるところ、現
在、約14,000トンの使用済燃料が貯蔵されている。 

（２）全体として一定の貯蔵余地が確保されている状況にあるが、貯蔵容量に余裕のないサイトも存在する。使用済燃料貯蔵対策
の充実・強化は重要な政策課題の一つである。 

注） 管理容量は、原則として「貯蔵容量から1炉心＋1取替分を差し引いた容量」。なお、中部電力の浜岡１・２号機は、燃料搬出完了により、貯蔵容量と管理容量はゼロ。 

注） 四捨五入の関係で、合計値は各項目を加算した数値と一致しない場合がある。 

注） 管理容量を超過するまでの期間は、仮に再処理工場への搬出がなく発電所の全機が一斉稼働し、燃料取替を16ヶ月毎に行うと仮定した場合の試算（資源エネルギー庁） 
参考：六ヶ所再処理工場の使用済燃料貯蔵量：     ２，９５９トンＵ（最大貯蔵能力：３，０００トンＵ） 
   むつリサイクル燃料貯蔵センターの使用済燃料貯蔵量： ０トンＵ（最大貯蔵能力：３，０００トンＵ、２０１６年１０月事業開始予定。将来的に５，０００トンＵまで拡張予定。） 

（２０１５年３月末時点）【単位：トンＵ】 

発電所名 １炉心 １取替分(A) 
使用済燃料貯蔵量

(B) 
管理容量 

(C) 
管理余裕 
(C)-(B) 

管理容量を超過するまで
の期間（年） 

((C)-(B))/((A)*12/16) 

北海道 泊 170 50 400 1,020 620 16.5 

東北 
女 川 260 60 420 790 370 8.2 

東 通 130 30 100 440 340 15.1 

東京 

福島第一 － － 2,060 2,260 － － 

福島第二 520 120 1,120 1,360 － － 

柏崎刈羽 960 230 2,370 2,910 540 3.1 

中部 浜 岡 410 100 1,130 1,300 170 2.3 

北陸 志 賀 210 50 150 690 540 14.4 

関西 

美 浜 160 50 390 670 280 7.5 

高 浜 290 100 1,160 1,730 570 7.6 

大 飯 360 110 1,420 2,020 600 7.3 

中国 島 根 170 40 390 600 210 7.0 

四国 伊 方 170 50 610 940 330 8.8 

九州 
玄 海 270 90 870 1,070 200 3.0 

川 内 140 50 890 1,290 400 10.7 

原電 
敦 賀 140 40 580 860 280 9.3 

東海第二 130 30 370 440 70 3.1 

合計 4,490 1,200 14,430 20,370 5,520 － 

各原子力発電所（軽水炉）の使用済燃料の貯蔵状況について 

６．使用済燃料問題の解決に向けた取組と核燃料サイクル政策の推進 
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国内における使用済燃料の貯蔵対策 

日本原子力発電（株）東海第二発電所での乾式貯蔵 

出典：電気事業連合会 

発電所敷地内に貯蔵施設を新設した例 

（１）使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。具体的には、発電所の敷地内外を問わず、新たな地点
の可能性を幅広く検討しながら、中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進するとともに、
そのための政府の取組を強化する。 

 
（２）今後、使用済燃料の貯蔵施設について、発電所の敷地内外を問わず新たな地点の可能性の幅

広い検討を始め、中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用の促進に向け、各電気事業者の
積極的な取組や、電気事業者間の共同・連携による事業推進の検討、政府の取組強化についての
具体的な検討などを進めるべき。 

乾式貯蔵施設の例 

(1) 会社名：リサイクル燃料貯蔵(株)（略称：RFS） 

(2) 所在地：青森県むつ市大字関根字水川目596-1  

(3) 設立：２００５年１１月２１日 

(4) 資本金：３０億円 

(5) 株主：東京電力（８０%)、日本原電（２０%) 

(6) 貯蔵量：（最終）５,０００トン（東電４,０００t、原電１,０００t) 

              *１棟目３,０００tの貯蔵建屋が完成。 

(7) 貯蔵期間 施設毎に供用開始から５０年。 

(8) 建設費 １,０００億円程度 

(9) 工    程 

    ２０１０年  ５月  貯蔵事業許可 

    ２０１０年   ８月  着工 

    ２０１３年  ８月  貯蔵建屋本体完成 

    ２０１３年 １１月  原子力規制委員会に工事計画の変更届を提出 （事業開始時

期を「未定」に変更する旨届出） 

     ２０１４年   １月  原子力規制委員会に新規制基準への適合性確認のため、事

業変更許可を申請（事業開始時期を「２０１５年３月」に変更） 

    ２０１５年  １月   事業開始時期を「２０１６年１０月」にする旨公表 

中間貯蔵施設の例 

■これまでの取組：福島第一原子力発電所、東海第二発電所 

■今後の取組予定：浜岡原子力発電所、東海第二発電所（増強） 

原子力小委員会の中間整理（平成26年12月）（抜粋） 

エネルギー基本計画（平成26年4月閣議決定）（抜粋） 
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１．今後の核燃料の需要は、原子力発電所の稼働量とその見通しによって変化する。また、これに伴って、使用
済燃料の発生量も変化する。 

２．核燃料サイクルは、このような原子力発電所の稼働量とその見通し、これを踏まえた核燃料の需要量や使用
済燃料の発生量などを勘案して進めることが重要。 

  ※ 現在、原子力発電所の新規制基準への適合確認が行われており、それが一定程度進展しないと、原子力発電所の稼働
量の見通しが立てにくい状況にある。このため、核燃料の需要量や使用済燃料の発生量の見通しも立てにくい。 

３．一方、使用済燃料は既に約17000トンを保管している。既に発生した使用済燃料については、今後の原子力

発電所の稼働量に関わらず、長期にわたり適切に処理・処分する必要があること、長期的なリスク低減のた
めその減容化・有害度の低減が重要であることなどを十分考慮して対応を進める必要がある。 

中長期的な核燃料の需要と使用済燃料の発生 

今後の原子力発電所の稼働量に応じて使用済燃料の発生量は変化 

原子力発電所の稼働 

使用済燃料の発生 

今後発生する使
用済燃料 

（今後の原子力発
電所の稼働量に

応じて変化） 

現在保管中 
の使用済燃料 
約17000トン 

核燃料 
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１．再処理等の核燃料サイクル事業は現在、日本原燃株式会社を実施主体として、原子力事業者からの出資金、前払金、債務保証による借入金によっ
て行われているが、今後、自由化された市場における事業環境（競争環境）において、どのような体制で核燃料サイクル事業を進めていくかは重要な
政策課題の一つ。 

２．今後、電力システム改革第３弾の法案提出を目指していることも含め、電力市場における競争が激化することが想定される。こうした競争が激しくな
る中で、原子力事業者が共同利用施設を利用して実施する核燃料サイクル事業について、共同利用施設の費用負担の在り方、運営の在り方などに
関するルール作りが必要。 

３．このため、電力システム改革に伴う制度見直しの進展に対応して、民間事業者において責任を負って事業を行っていくことを基本的な前提としつつ、
第５回原子力小委員会でいただいた以下の御指摘も踏まえ、検討を進めていく。 
 ・拠出金方式など、事業主体がつぶれないようにすることが重要。 
 ・安定的に事業実施が行われるようにする観点から、株式会社が良いのか見直すべき。 
 ・国の関与を強めるべき。 
 ・国がリスクをとるべきだが、国営はよくない。民間の経営ノウハウが活きるあり方を目指すべき。 

４．加えて、原子力事業者が共同で事業を支えあう構造を前提に進めてきた核燃料サイクル事業の特性（事業の超長期性、プルトニウム管理のような核
不拡散上の配慮など）、再処理事業の定量的な見通し等を踏まえ、中長期的な視点から、競争環境の下で核燃料サイクル事業を安定的に進めるた
めには、どのような体制が望ましいか、官民の役割分担はどうあるべきか、政策的措置としてどのような対応が必要か、どのような時間軸で進めるか
といった点について、専門的な視点を踏まえた現実的な検討が必要。 

原
子
力
事
業
者 

■概要 

■総事業費・・・18.8兆円（うち再処理事業11兆円） 

■実施体制 

 ＜核燃料サイクル＞ 

  ・ウラン濃縮  ・再処理   ・MOX加工 

  ・廃棄物貯蔵  ・廃棄物埋設・管理 

日本原燃株式会社 
出資・債務保証 

民ベースで費用の支払 

震災前の前提は以下の通り。 
 

― 原子力比率について、2030年
までに50％以上を目指す。
（※） 

― 実際の震災前の原子力比率
（約30%）では、年間約1000トン
Ｕの使用済燃料が発生。 

― 再処理工場の最大処理能力
分の年間800トンＵの使用済燃

料を処理し、プルサーマルで
消費。（40年で3.2万トンＵ） 

 

※第2次改定エネルギー基本計画（平成22年） 

高レベル放射性廃棄物の処分 

中長期的な核燃料サイクル政策 ：環境変化等を踏まえた官民の役割分担・政策措置 
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１．放射性廃棄物中に長期に残留する放射線量を少なくし、処理・処分の安全性を高めるため、使用済燃

料の減容化・有害度低減のための技術開発を推進する。 

２．具体的には、米国や仏国等と国際協力を進めつつ、高速炉等の研究開発に取り組む。 

３．もんじゅは、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のための国際的な研究拠点

と位置付け、過去の反省の下、あらゆる面で徹底的な改革を行い、もんじゅ研究計画に示された成果の

取りまとめを目指し、克服すべき課題について、国の責任の下、十分な対応を進める。 

高速炉の特徴 

放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発 
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高速増殖原型炉「もんじゅ」の経緯と現状① 
１．施設概要 
 立地場所：福井県敦賀市、電気出力：28万kW（一般の原子力発電所は約100万kW） 

 これまでの予算額（1983～2015年）：10,225億円（建設費：5,886億円（うち民間支出：1,382億円）、運転費：4,339億円） 

２．これまでの経緯 
 1983年 5月 27日 原子炉設置許可 
 1994年  4月  5日 初臨界 
 1995年  8月 29日 初送電 
 1995年 12月  8日 ナトリウム漏えい事故（以来、約14年間半停止） 
  ～もんじゅの位置付けや必要性に関する幅広い議論、 
     ナトリウム漏えい対策の強化、実施主体（動燃）の改革 等を実施～ 

 2010年  5月  6日 試運転再開（5月8日臨界達成） 
 2010年  7月 22日 第一段階の試験完了 
 2010年  8月 26日 炉内中継装置の落下トラブル発生 
 2012年 8月  8日 炉内中継装置の復旧完了 
  2012年 11月 27日 保守管理不備（約1万点）公表 
 2012年 12月 12日 原子力規制委員会からの点検実施及び根本原因分析に係る措置命令 
 2013年  5月 29日 原子力規制委員会からの使用前検査に向けた準備停止を含む措置命令 
 2014年 12月 22日  原子力機構より措置命令に対する報告書を原子力規制委員会に提出 

高速増殖原型炉「もんじゅ」 

３．現状について 
〇東電福島第一原発事故を踏まえた安全対策を最優先に実施。 
〇特に、2013年5月に発出された措置命令、2013年6月より原子力規制委員会の有識者会合によ
る評価が開始された破砕帯調査、2013年7月に施行された新規制基準などへの対応を実施中。 

〇2013年8月に、「日本原子力研究開発機構改革本部」（本部長：下村大臣）において「改革の基本
的方向」を示すとともに、2013年9月には、「もんじゅ研究計画作業部会」（主査：山名京大教授）に
おいて「もんじゅ研究計画」を取りまとめた。 

〇2014年4月には、新たなエネルギー基本計画が閣議決定され、「もんじゅ」の位置付けが以下のと
おり明確化された 

〇2015年3月に原子力機構は、2013年10月から取り組んでいた「もんじゅ」の集中改革の報告書を
とりまとめた。 

（参考）発電・売電実績等について 
 ○発電実績：1億kWh、6億円 
 ○本格運転時の売電収入想定額 
  1サイクル（4ヶ月運転）：43億円（6円/kWh） 

敦賀湾

JR敦賀駅

北陸本線

小浜線

北
陸
自
動
車
道

国
道
８
号
線「もんじゅ」

白木

関西電力
美浜発電所

敦賀市

美浜町

敦
賀
半
島

立石

気
比
の
松
原

敦賀港

若狭湾

「ふげん」

日本原子力発電
敦賀発電所

平成27年度予算額 197億円 
（平成26年度予算額 199億円） 
※運営費交付金中の推計額を含む 

【参考】エネルギー基本計画（もんじゅ部分抜粋） 
  もんじゅについては、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のための国際的な研究拠点と位置付け、これまでの取組の
反省や検証を踏まえ、あらゆる面において徹底的な改革を行い、もんじゅ研究計画に示された研究の成果を取りまとめることを目指し、そのた
め実施体制の再整備や新規制基準への対応など克服しなければならない課題について、国の責任の下、十分な対応を進める。 86 
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＜現状＞ 

〇 現在、東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全対策を最優先に実施。 
〇 特に、平成24年11月に原子力機構が公表した保守管理不備を発端とし、平成25年5月に原子力規制委員会が運転再開準備の停止を含めた措

置命令を発出しており、この命令解除に向けて対応中。 
〇 平成25年6月より原子力規制委員会による評価が開始された破砕帯調査、同年7月に施行された新規制基準などへの対応を実施中。 
〇 平成25年8月、「日本原子力研究開発機構改革本部」（本部長：下村大臣）において「改革の基本的方向」を提示。この基本的方向を踏まえ、原子

力機構が「もんじゅ」を含めた改革計画を策定し、平成25年10月より1年間の集中改革を実施。 
〇 平成26年4月には、新たなエネルギー基本計画が閣議決定され、「もんじゅ」の位置付けが明確化された。 
〇 平成26年9月に原子力機構は、「原子力機構改革報告書」を文部科学省に提出。「もんじゅ」改革については、残された課題に対応するため、平

成27年3月末まで引き続き集中改革を実施。 
〇 平成26年12月に原子力機構は、「措置命令に対する報告書」を原子力規制委員会に提出。平成27年3月に原子力機構は、「「もんじゅ」集中改革

の報告書」を文部科学省に提出。 

エネルギー基本計画では、「もんじゅについては、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等の向上のための国際的な研究拠点と位置付け、

これまでの取組の反省や検証を踏まえ、あらゆる面において徹底的な改革を行い、もんじゅ研究計画に示された研究の成果を取りまとめることを目指し、

そのための実施体制の再整備や新規制基準への対応など克服しなければならない課題について、国の責任の下、十分な対応を進める。」としている。 

課題 基本方針（3項目） 対策項目（１４項目） 

① 強力なトップマネジメントにより安全最優
先の徹底 

② 安全で自立的な運営管理を遂行できる組
織・管理体制の早急な確立 

③ 安全な運営管理を着実に実施できるマネ
ジメント能力の改善 

【体制の改革】 

発電プラントとして自立的な
運営管理体制の確立 

【対策１】理事長を本部長とする「もんじゅ安全・改革本部」による改革の推進 

【対策２】「もんじゅ」組織、支援組織の強化 

【対策３】トップマネジメントによる安全確保のための経営資源の集中投入 

【対策４】保守管理方法、業務の進め方の見直し 

【対策５】電力会社の運営管理手法の導入 

【対策６】メーカ・協力会社との連携強化 

① 強力なトップマネジメントにより安全最
優先の徹底 

④ 安全最優先を徹底できる組織風土へ
の再生 

【風土の改革】 

安全最優先の組織風土へ
の変革 

【対策７】安全統括機能、リスクマネジメント及びコンプライアンス活動の強化 

【対策８】安全最優先の意識の浸透 

【対策９】保守管理体制・品質保証体制の強化 

【対策１０】安全文化醸成活動、コンプライアンス活動の再構築 

⑤ 高い技術力の育成、モチベーションの
高揚 

【人の改革】 

マイプラント意識の定着と
個々人の能力を最大限発
揮できる現場力強化への改
革 

【対策１１】「もんじゅ」を運転する意義の浸透、マイプラント意識の定着 

【対策１２】運転・保守技術等に関する教育充実、技術力を認定する制度の確立 

【対策１３】原子力機構やメーカのシニア技術者による技術指導 

【対策１４】「もんじゅ」の運転・保守から得られる技術を蓄積し、技術継承を図る 

＜もんじゅ改革の基本方針と対策項目＞ 

高速増殖原型炉「もんじゅ」の経緯と現状② 
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候補概念 参加国 

超高温ガス 
冷却炉 
 (ＶＨＴＲ) 

ナトリウム 
冷却高速炉 

 (ＳＦＲ) 

超臨界圧水冷
却炉 

(ＳＣＷＲ) 

ガス冷却 
高速炉 
(ＧＦＲ) 

鉛冷却 
高速炉 

(ＬＦＲ) 

溶融塩炉 

(ＭＳＲ) 

ＬＦＲとＭＳＲは覚書を締結、残りの4システムはシステム協定を締結 

第４世代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ） 

＜目的＞ 
 諸外国の協力により、以下の特長を持つシステムとして、第４世代炉の開発を進める。
（２０３０年頃の実用化を目指す） 
 ① 持続可能性  ② 経済性  ③ 安全性と信頼性（敷地外緊急時退避不要等） 
 ④ 核拡散抵抗性と核物質防護 
 
＜参加国＞ 
 現在は１２の国と１機関が基本協定（ＧＩＦ憲章）を締結。 
 （アルゼンチン、ブラジル、カナダ、フランス、日本、韓国、南アフリカ、英国、米国、スイス、ユーラトム、中国、ロシア） 

１．国際協力による、第四世代炉の開発も進捗。特に、ナトリウム冷却高速炉は、各国の協力に
より、安全設計基準の国際標準化なども含め、実用化に向けた取り組みが進展。 

●６つの候補概念について研究開発を推進中 

中間熱
交換器 

蒸気
発生
器 制

御
棒 
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リウ
ム 

1次
系低
温 

ナトリ
ウム 

低温プ
レナム 

2次
系 

ナト
リウ
ム 

ヒー
トシ
ンク 

炉
心 

超臨界圧水冷却炉 
超臨界水（220気圧、374℃以上）を用いた
装置のコンパクト化と熱効率向上 

ナトリウム冷却高速炉 
技術的に最も成熟。革新技術の導入によ
る安全性・経済性等の向上 

鉛冷却高速炉 
化学的に活性なﾅﾄﾘｳﾑの代わりに鉛を採用 

超高温ガス炉 
高温ガス（９５０℃～）の産業利用 

ガス冷却高速炉 
化学的に活性なﾅﾄﾘｳﾑの代わりにヘリウムガスを採用 

溶融塩炉 
トリウム燃料（液体燃料）を使用 
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      アメリカ 

   フランス 
・原型炉（フェニックス：２５万ＫＷｅ（１９７３年～２０１０年））及び 
実証炉（スーパーフェニックス：１２４万ＫＷｅ（１９８５年～１９９８年）） 
の運転経験があり、増殖性は確認済み。 

・現在は、放射性廃棄物対策を主眼に開発（ＡＳＴＲＩＤ：６０万ＫＷｅ）。 

２０２５年頃 
実証炉 

（ＡＳＴＲＩＤ：６０万ＫＷｅ） 
運転開始予定 

２０４０年代 
商用炉 
導入予定 

   中国 
・原型炉はスキップし、ロシアのBN-800導入と、 
実証炉（ＣＦＲ６００：６０万ＫＷｅ）を建設予定。 

・実証炉から増殖の計画。 

２０１０年７月 
実験炉 

（ＣＥＦＲ：２万ＫＷｅ） 
初臨界 

２０２５年頃 
実証炉 

（ＣＦＲ６００：６０万ＫＷｅ）
運転開始予定 

   ロシア 
・原型炉（ＢＮ-６００：６０万ＫＷｅ）運転中。 
⇒豊富な運転経験（１９８０年運転開始） 

・商用炉から増殖の計画。 

２０１４年６月 
実証炉 

（ＢＮ-８００：８８万ＫＷｅ） 
初臨界 

原型炉運転中 

   インド 
・発電機能を有する実験炉（ＦＢＴＲ： 
１．３万ＫＷｅ（１９８５年～））を運転中。 

・原型炉から増殖の計画。 

２０２５年頃 
実証炉・商用炉 

（ＣＦＢＲ：５０万ＫＷｅ） 
導入予定 

２０１５年 
原型炉 

（ＰＦＢＲ：５０万ＫＷｅ） 
初臨界予定 

実験炉運転中 

２０１１年７月 

 
初送電  

２０２５年頃 
商用炉 

 (BN-1200：122万KWｅ) 
導入予定 

現在運転中の炉なし 

・実験炉（ＥＢＲ-Ⅱ：２万ＫＷｅ（１９６４年～１９９８年）やＦｅｒｍｉ炉：６万ＫＷｅ（１９６３年～１９７５年）など）の運転経験があり、
１９７７年政権交代において、核不拡散政策の変更により高速炉計画を改め、商業化を延期。 

・ただし、現在は、技術維持の観点から、国際協力により、放射性廃棄物対策を主眼とした研究開発を実施中。 

２０３０年頃 
商用炉 
導入予定 

①エネルギーセキュリティの観点から増殖を志向 

②増殖技術を習得した上で廃棄物対策中心 

PFBR外観 
2013年4月現在 

※イギリスは、実験炉・原型炉の運転経験あり。一方で、北海油田の発見もあり、高速炉計画中止。 
 ドイツは、実験炉の運転経験あり。一方、原型炉は建設中に政策議論や財政難のため中止。 
 ロシアは、鉛冷却高速炉等についても開発中。 

各国で実験炉、原型炉、実証炉の建設が進み、2025年～2040年頃には、高速炉が実用化される
計画。 
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世界の高速炉の開発状況 

BN-800外観 
2014年1月現在 



１．高速炉サイクルに関しては、原子力政策大綱では、経済性等の諸条件が整うことを前提に、2050年から商業ベースでの導入
を目指すとされた。また、第二次エネルギー基本計画以降は、2025年頃の実証施設（実証炉）の実現、2050年より前の商業炉
の導入を目指し、五者協議会*の合意に基づいて革新技術開発、施設の概念設計等の研究開発を進めてきた。 

２．震災以降、当初のスケジュールどおりに開発を進めることが困難な状況になっている。第四次エネルギー基本計画では、米
国や仏国等と国際協力を進めつつ、高速炉等の研究開発に取り組むとしているところ、今後の実証・実用化に向けた具体的
な開発スケジュールについては、国際協力の状況等を踏まえつつ、検討が必要。 

高速実験炉「常陽」 

(年度) 

実用高速増殖炉 
サイクル 

高速増殖原型炉 
「もんじゅ」 

◆国際協力（日仏、日仏米、ＧＩＦ、ＩＮＰＲＯなど） 

2005 2010 

「もんじゅ」における 
研究開発 

【従来の実証、実用化に向けた計画】 
 

当該研究開発終了後は、技術実証等を経て 
 

実証炉の実現（2025年頃） 
商業炉の導入（2050年より前） 

 

を目指していた。 

革新技術の要素技術開発 

実用施設及びその実証施設の概念設計 

 発電プラントの運転信頼性実証 
 ナトリウム取扱技術確立 

【出典】 

日本原子力研究開発機構 次世代原子力システム研究開発部門、「高速

増殖炉サイクル実用化研究開発（ＦａＣＴ）の概要]、 

高速増殖炉サイクル実用化研究開発（FaCT）プロジェクト合同評価委員会 

第1回合同評価委員会 資料1-1、（2010年11月）の一部を改訂 

*「高速増殖炉サイクル実証プロセスへの移行に関する五者協議会」のこと。経済産業省、文部科学省、電気事業連合会、日本原子力研究開発機構、日本電気工業会の五者で構成される。 

◆国内関係機関との連携 

【原子力政策大綱／第三次エネルギー基本計画当時の高速炉に関する研究開発】 

震災以降凍結中 
2015 

高速増殖炉サイクル実用化研究開発 

放射性廃棄物の減容化・有害度低減に資する高速炉開発等 ：高速炉技術の実証・実用化に向けた研究開発 
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１．検討内容について 
 原子力委員会「分離変換技術検討会」（2009年）において、分離変

換技術に関する研究開発の現状と今後の進め方について、概ね５
年ごとに評価することが適当と指摘されている。 

 文部科学省はこれを踏まえ、科学技術・学術審議会の下に、昨年
７月９日付けで作業部会（主査：山口大阪大学院教授）を設置し、専
門家による群分離・核変換技術の開発の必要性と方向性について
議論を行ってきたところ。 
 

２．中間的な論点のとりまとめの概要について 
○群分離・核変換技術の現状等を評価し、当面の研究開発の進め 

  方や今後検討すべき課題等について、論点のとりまとめとして整 

  理した。 

○中間的な論点のとりまとめでは、群分離・核変換技術について、 

  実験室レベルの段階から、工学規模の段階に移行することが可 

  能な研究開発段階にあり、このため、J-PARCに核変換実験施設 

 （工学規模の試験施設）を整備することが期待されると評価してい 

  る。 

○今後、高速炉サイクルによる核変換技術との相互比較評価や核 

  変換実験施設の実現性のチェックアンドレビューを行いながら、研 

  究開発を進めることとする。 

○第５回（１０月３０日）の会合において、中間的な論点の検討を行 

  い、とりまとめた。 

図１ 群分離の概要 

図２ 群分離・核変換技術の位置付け 

2009年：原子力委員会「分離変換技術検討会」報
告書及び委員会決定 

・発電用FBR（高速増殖炉）サイクル技術の実用化を目指し
た研究開発の一部として、与えられた性能目標に対する
貢献度を定期的に評価し、目標の達成に向けた開発計画
に沿って、これら課題に関わる見通しや判断が提示できる
ように進めるべきである。 

・概ね５年ごとに、基礎データの充足や、準工学・工学研究
の進展等についての状況を評価することが適当。 

2008年：特定放射性廃棄物の最終処分に関する基
本方針（改定） 

 国及び関係機関は、最終処分の負担軽減等を図るため、
長寿命核種の分離変換技術の研究開発について、国際協
力、国際貢献の視点等も加味するとともに、定期的な評価
を行いつつ、着実に推進することが必要である。 

群分離・核変換技術評価作業部会 中間的な論点のとりまとめの概要 
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高速炉を用いた核変換技術 

燃料製造プロセス 分離プロセス 
（再処理施設） 

高速炉 

Pu、長寿命核種 

Pu、長寿命核種 
を含む燃料 

使用済燃料 

長寿命核種を 
燃料として燃焼して 
短寿命核種に変換 

廃棄物 

加速器を用いた核変換技術 
（ADS：Accelerator Driven System） 

超伝導陽子加速器 

核分裂ｴﾈﾙｷﾞｰ 

核破砕ﾀｰｹﾞｯﾄ 

陽子 

長寿命核種 短寿命核種 

高速中性子 

未臨界状態での核分裂
の連鎖反応を利用 

核分裂中性子 

大強度の陽子を 

高効率で加速 

核破砕反応で大量の中性子が発生 

ADSによる核変換の原理 

未臨界炉心（主成分は長寿命核種） 

〈高速炉を用いた特徴〉 
・発電・Pu増殖、MA核変換を単一の燃料サイクルで同時に行える。 

・均質装荷の場合は、MA装荷割合が制限されるために（燃料中の
MA濃度：５％以下）、出力あたりの核変換割合は低い。 

・高速炉サイクルによる核変換技術は、原型炉が存在するなど、 

 より実用化に近い。 

〈加速器を用いた特徴〉 
・未臨界炉であるため、加速器を止めて陽子の供給が断たれると反
応が停止するため安全性が高い。 

・MAの装荷割合を高くできるため（燃料中のMA濃度：５０～８０％）、
出力あたりの核変換割合は高い。 

・基礎的な原理実証が行われている段階であるため、工学的な実証
データの充足が課題となる。 

 

未臨界炉 

高速炉と加速器を用いた核変換技術について 
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【ASTRIDの仕様】 
 ■電気出力：６０万ｋW 
 ■タンク型ナトリウム冷却高速炉 
 
【主な特徴】 
 ■長寿命核種の核変換が可能な炉心 
 ■シビアアクシデント対応（コアキャッチャー等） 
 ■多様化された炉心冷却系 
 ■発電系にガスタービンを採用 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2019 2020                                                   

建設判断 

設計事前検討 概念設計 基本設計 

運転開始 

詳細設計・建設 

2025頃 

【スケジュール】 

概念設計の
実施を決定 

2010～2012年：設計の事前検討   

2013～2015年：概念設計       

2016～2019年：基本設計   

201９年：建設判断 

2020～2025年頃：詳細設計・建設 

2025年頃     ：運転開始 

第４世代ナトリウム冷却高速炉実証炉（ASTRID） 

１．仏国の放射性廃棄物等管理計画法に基づく、第４世代ナトリウム冷却高速炉の実証炉。以下の実
証を目的とする。 

  ①革新技術の採用による第４世代炉としての高い安全性・信頼性の実現 
  ②長寿命核種の効率的な燃焼（核変換）による放射性廃棄物の減容・有害度低減 
２．2014年5月、安倍総理訪仏の際に、研究を実施する主体や協力期間、意思決定の枠組みなどを

規定する取決めに署名した。 
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１．「核燃料サイクル」は、原子力発電所の使用済燃料を再処理し、取り出したウランとプルトニウムを再利用す
るもの。廃棄物は処分。 

２． 現在は軽水炉サイクル（プルサーマル）であるが、将来は高速増殖炉サイクルを目指してきた。 

 

 

再処理工場 
（青森県六ヶ所村で建設中） 

ＭＯＸ燃料工場 
（青森県六ヶ所村で建設中） 

中間貯蔵施設 
（青森県むつ市で建設中） 

原子力発電所 
（軽水炉） 
全国４３基 

使
用
済
燃
料 

高 
速 
炉 
使 
用 
済 
燃 
料 

原子力発電所 
（高速炉） 

再処理工場 

ウラン・プルトニウム
混合燃料 

ウラン・ 
プルトニウム 

高速炉用 
燃料工場 

プルサーマル 

高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体） 

高レベル放射性廃棄物処分施設 

軽水炉 
サイクル 
［現在］ 

高速炉 
サイクル 
［将来］ 

ウラン・ 
プルトニウムを分離・抽出 

・最終試験段階（平成26年10月竣工予定） 
・高レベル廃液をガラス固化する設備を改善 

  六ヶ所再処理工場の能
力を超える分を当面貯蔵 

高レベル放射性廃棄物 
貯蔵管理センター（青森県六ケ所村（操業中）） 

海外への再処理委託 
１９６９年～２００１年に
海外へ搬出・引渡 

ウラン・プルトニウム
を分離・抽出 

ガラス固化体 

・資源節約効果 
・１～２割の資源節約効果 

ＭＯＸ燃料を軽水炉で利用 ・使用済燃料を所内で貯蔵 

核燃料サイクルについて 
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6/23差し
替え済み 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%BB%E5%83%8F:Flag_of_France.svg


             技術オプション 

 比較項目 
直接処分 

再処理 

軽水炉 高速炉 

処分時の 

廃棄体イメージ 

発生体積比※1 

 

1 

 

 

約0.22 

 

 

 

約0.15 

潜在的 

有害度 

天然ｳﾗﾝ並になるまでの期間※2 
約10万年 約8千年  

約300年 

1000年後の有害度※2 1 約0.12 約0.004 

コスト※3 

核燃料サイクル全体 
（フロントエンド・バックエンド計） 

1.00～1.02 円／kWh 1.39～1.98 円／kWh 試算なし 

※高速炉用の第二再処理工場が
必要 処分費用 0.10～0.11 円／kWh 0.04～0.08 円／kWh 

 
 

核燃料サイクルの意義① 廃棄物の減容・有害度の低減 

使用済燃料 
キャニスタ 
（3.98m3） 

キャニスタ中の燃料 
ペレット（PWRの例）

（0.103m3） 
ガラス 
（0.15m3） 

キャニスタ 
（ステンレス） ガラス固化体 オーバーパック

（0.91m3） 

1
.3

4
m

 

0.43m 0.82m 

1
.7

3
m

 

 
 

約330分の１に低減 

 
 

約12分の１に低減 

約4分の１に減容化 
 
 

約７分の１に減容化 

※1 数字は原子力機構概算例   直接処分時のキャニスタを1としたときの相対値を示す。 

※2 出典：原子力政策大綱.   上欄は1GWyを発電するために必要な天然ウラン量の潜在的有害度と等しくなる期間を示す。下欄は直接処分時を1としたときの相対値を示す。 

※3 原子力委員会試算（2011年11月）（割引率３％のケース）   軽水炉再処理については、使用済燃料を貯蔵しつつ再処理していく現状を考慮したモデルと、次々と再処理していくモデルで計算。 

１．軽水炉再処理により、高レベル放射性廃棄物の体積を約1/4に低減可能。また、放射能の有害度が天然ウラ
ン並になるまでの期間を1/10以下にすることができる。 

２．高速炉/高速増殖炉サイクルが実用化すれば、高レベル放射性廃棄物中に長期に残留する放射能量を更に
少なくし、発生エネルギーあたりの環境負荷を大幅に低減できる可能性。 

 

  ※ 直接処分では、ｳﾗﾝ、ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ、核分裂生成物等を全て含んだまま廃棄物となる。一方、再処理後のガラス固化体からは、
ｳﾗﾝ､ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑが除かれるため、放射能による有害度が低減される。 

  ※ また、高速炉/高速増殖炉では、半減期の極めて長い核種を燃料として使用できるため、更に有害度の低減が可能となる。 
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核燃料サイクルの意義② エネルギー安定供給・安全保障 

１．国内にウラン資源が殆ど存在しない我が国において、国内で得られる資源を効率的に最大限
獲得・活用することは、エネルギー安定供給やエネルギー安全保障上、重要な意義。 

２．この観点から、核燃料サイクルにおいて、再処理等により得られるプルトニウム・ウランを有効
利用することは重要。 

軽水炉で燃える燃料：ウラン２３５ 
全体の０．７％ 

軽水炉では燃えにくいウラン２３８
全体の９９．３％ 

燃えやすいウラン２３５の割合を３～
５％程度にして発電。燃えにくいウラ
ン２３８からプルトニウムを生成。 

輸入に頼る必要性が低下し、我が
国のエネルギーの安定供給・安全
保障に寄与。 

天然ウランの構成 再処理によりウラン・プルトニウムを
回収することで、燃料として再利用
することができる。 

ウラン需給見通し 

出典： WNA 2011 Market Report reference scenario 

【注】Secondary Supplyには、解体核ウラン、回収ウラン、MOX燃料等が含まれ

る。解体核ウランとは、核兵器用の高濃縮ウラン（U235の割合が90%以上）を

希釈して得られる発電用の低濃縮ウラン。例えば、米露間においては、露の核

兵器由来の500tの高濃縮ウランを希釈し、発電用の低濃縮ウランとして、米の

原子力発電所で燃料として活用する協定が結ばれている（1993年）。 96 
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低レベル放射性廃棄物 
埋設センター 

高レベル放射性廃棄物 
貯蔵管理センター 

東通原子力発電所 
 東北電力㈱１号機 
 東京電力㈱１号機【建設中】 

核燃料サイクル施設（日本原燃㈱） 

使用済燃料中間貯蔵施設 
建設地（リサイクル燃料貯蔵㈱） 

現在は、海外から返
還されたガラス固化
体を保管 

原子力発電所で発電中に発生した
低レベル放射性廃棄物を、浅い地
中に埋めて処分（ピット処分） 

１９８８年 工事開始 
１９９２年 操業開始 

１９９２年 工事開始 
１９９５年 操業開始 

１９９０年 工事開始 
１９９２年 埋設開始 

大間原子力発電所建設地 
（電源開発㈱）【建設中】 

ＭＯＸ燃料加工工場 
（予定図） 

２０１０年 工事開始 
２０１７年 竣工予定 

2015年5月末現在 

１９９３年 工事開始 
２０１６年 竣工予定 

２０１０年 工事開始 
２０１６年 事業開始予定 

再処理工場 

（１）国及び電気事業者は、これまで３０年にわたり、青森県の理解と協力の下、青森県内に核燃料サイク
ル施設の建設を進めてきた（六ヶ所再処理工場、むつ中間貯蔵施設等）。 

（２）こうした青森県との関係を引き続き尊重し、十分な理解と協力を得て政策を進めることが必要。 

※2021年度に運転開始予定 

原子力規制委員会へ申請中 

（2014年1月申請） 

原子力規制委員会へ申請中 

（2014年1月申請） 原子力規制委員会へ申請中（2014年12月申請） 

原子力規制委員会へ申請中 

（2014年1月申請） 

ウラン濃縮工場 

※ウラン濃縮工場、高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターについては、
原子力規制委員会へ申請中であるものの、経過措置により、操業中。 

六ヶ所再処理工場等の諸事業の推進に向けた取組 ：青森県に立地する核燃料サイクル関連施設 
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六ヶ所再処理工場の現状 

１．日本原燃(株)六ヶ所再処理工場は、2006年3月にアクティブ試験（実際の使用済燃料を用いた試
験）を開始。 

２．使用済燃料からプルトニウム・ウランを抽出する工程等の試験は完了。高レベル放射性廃液をガ
ラス固化する工程の確立に時間を要していたが（2008年12月にレンガ脱落、2012年1月にレンガ
小片による流下ノズル閉塞）、2012年6月から試験を再開し、安定運転に向けた最終段階の試験
を実施。最大処理能力での性能確認等を実施し、2013年5月に事業者が行う全ての試験を終了。 

３．再処理工場の竣工に当たっては、2013年12月施行の新規制基準に適合する必要がある。日本原
燃(株)は、2016年3月の再処理工場竣工を目指し、2014年1月7日、再処理工場の新規制基準へ
の適合性確認を原子力規制委員会に申請した。 

試運転開始後の工程 
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ウラン試験 

2013年度 2012年度 2011年度 2010年度 2009年度 2008年度 2007年度 2005年度 2004年度 2006年度 2003年度 2002年度 2015年度 2014年度 2016年度 

2001.4 2004.9 

化学試験 

2002.11 2005.12 

2001年度 

2004.12 2006.1 

2006.3 2016.3 

２０１３．５ Ａ系ガラス溶融炉に関する安定運転確認・性能確認が終了 

２０１３．１ Ｂ系ガラス溶融炉に関する安定運転確認・性能確認が終了 

２０１２．６～８ ガラス溶融炉（Ａ系、Ｂ系）に関する事前確認試験実施 

通水作動試験 

アクティブ試験 



１．六ヶ所再処理工場は、昨年５月、ガラス溶融炉を含め、竣工前に必要となる最終的な試験が終了し、安定運
転が可能であることが事業者において確認された。 

２．ただし、実際の稼働に当たっては、昨年１２月に施行した新規制基準に適合することが必要。本年１月、新規
制基準への適合性確認を日本原燃（株）が申請し、現在、原子力規制委員会が審査中。 

３．新規制基準への適合性が確認され、実際に稼動した後も、事業者自らが更なる安全性の向上等に努めてい
くことが重要である。 

 

【設計基準※の強化】  
※設計基準：一般公衆に対し著しい放射線被ばくのリスクを与えないための基準  

○ 安全機能の重要性と耐震重要度の関係を明確化  
○ 自然現象について、  

・地震・津波の評価の厳格化  
・考慮すべき自然事象として、火山、竜巻、森林火災等を明確化  

○ 火災防護対策の強化・徹底  
○ 外部人為事象、内部発生飛来物、化学薬品の内部漏えい等に対する考慮を明確化  
○ 電源の信頼性強化  
 

【重大事故※対策】  
○ 重大事故を定義し、対策と有効性評価を要求  

※重大事故：臨界事故、冷却機能の喪失による廃液の蒸発乾固、水素の爆発等  

○ 放射性物質及び放射線の敷地外への放出抑制対策、意図的な航空機衝突等の 
テロ対策を要求  

（参考）使用済燃料再処理施設の新規制基準のポイント 

出典：原子力規制委員会 

六ヶ所再処理工場等の諸事業の推進に向けた取組 ： 新規制基準への対応 
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関西電力 
高浜3号機（福井県高浜町） 

中国電力 
島根2号機（島根県松江市） 

九州電力 
玄海3号機（佐賀県玄海町） 

四国電力 
伊方3号機（愛媛県伊方町） 

中部電力 
浜岡4号機（静岡県御前崎市） 

※発電所内にMOX燃料搬入済 

日本原子力発電 
東海第二（茨城県東海村） 

北陸電力 
志賀1号機（石川県志賀町） 

北海道電力 
泊3号機（北海道泊村） 電源開発         【申請済】 

大間（青森県大間町）（建設中） ※MOX燃料の加工開始の延期 

※MOX燃料の加工契約締結済 

※2009年12月2日に営業運転開始 

※MOX燃料の加工契約締結前 
 

※MOX燃料の加工契約締結済 

※2010年3月30日に営業運転開始 

東北電力 
女川3号機（宮城県女川町、石巻市） 

東京電力福島第一3号機は、2010年10月26日
に営業運転を開始したが、2011年東北地方太
平洋沖地震により停止。5月20日に東京電力
は３号機の廃止を公表） 

立地自治体了解済※２ 

立地自治体了解前 

営業運転開始済※１ 

※2010年6月28日に地元申し入れ 

※2011年1月21日に３号機営業運転開始 

関西電力 
高浜４号機（福井県高浜町） 

関西電力 
大飯（1～2基）（福井県おおい町） 

日本原子力発電 
敦賀（1基）（福井県敦賀市） 

※発電所内にMOX燃料搬入済。 
 なお、一部MOX燃料の加工を延期 

１．電気事業者は、ＭＯＸ燃料(ウラン・プルトニウム混合酸化物)を軽水炉で利用する「プルサーマル」の実施を
計画。プルサーマルの運転実績は、これまで４基（玄海３号機、伊方３号機、福島第一３号機、高浜３号機）。 

２．震災後、福島第一３号機は廃炉。 

※１）過去に電気事業者が海外（仏・英）で再処理委託して回収したプルトニウ
ムによるＭＯＸ燃料を利用 

※２）ＭＯＸ燃料加工契約前、契約後、更には搬入済みまで現状は様々 

プルサーマル計画の現状 

ＭＯＸ：ウラン・プルト
ニウム混合酸化物 

〈凡例〉 

【申請済】 

【申請済】 

【申請済】 

【申請済】 

【申請済】 【申請済】 

【申請済】 

【申請済】：事業者が原子力規制委員会に新規制基準への適合性確認を申請済（2015年5月末現在） 

【申請済】 
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１．原子力委員会 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会において、割引率0％、1％、3％、5％で
核燃料サイクルのコストを試算。 

２．コスト等検証委員会においては、割引率３％のケースを採用。 

核燃料サイクルコストの試算 

101 出典：平成23年11月10日原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会資料「核燃料サイクル試算」より抜粋 

６．使用済燃料問題の解決に向けた取組と核燃料サイクル政策の推進 



 「我々は、関心を有するエコノミーにおける原子力の安全且つ効率的な開発を支援する。ベースロード電源と
しての役割を果たすクリーンで質の高い、近代的エネルギーとして、我々は、世界のエネルギー安全保障や
持続可能な発展を保証し、また、多様なエネルギー戦略を策定し、エネルギー需要を満たすとともに温室効
果ガスの排出を削減する上での原子力の重要性を認識する。」 

原発 
基数 

建設中 
（計画中） 

基数 

電力供
給に占め
る割合 

政策の方針 

米 99基 5基 
（10基） 

19.4％ ｽﾘｰﾏｲﾙ事故後停滞。ただし事故を起こした2号機の隣の1号機を初め既設炉は継続。
2005年以降再度新設推進に転じたが、自由化等の影響で思うように進んでいない。 

英 16基 0基 
（11基） 

18.3％ 2000年代半ば以降、北海油田の生産量減少等により原発推進方針に転換。自由化
の中で原発投資を促すため、いわゆる価格保証制度（CfD）を導入。 

仏 58基 1基 
（1基） 

73.3％ エネルギー資源に乏しいことから（原子力を除くエネルギー自給率：8.2％）、原発に大
きく依存。 

独 9基 0基 
（0基） 

15.4％ 福島事故後、2022年までの脱原発の方針だが、現時点で原発は稼働。電力供給の
45％を石炭でまかなっており、原発に大きく依存するフランスからも電力を輸入。 

韓 23基 5基 
（8基） 

27.6％ 原子力を除くエネルギー自給率は2.5％。2035年までに約18基新設し、約41基とする
計画を策定。 

中 23基 26基 
（45基） 

2.1％ 2020年までに約50基新設し、約70基とする計画を策定。福島事故後にも、８基が運転

開始。 

ＩＡＥＡは、２０３０年までに、世界の原子力発電所の設備容量は約１０～９０％増加すると予測。 

○東京電力福島第一原発事故後、ドイツ等脱原発に転じた国もあるが、 ①エネルギー安全保障、
②経済性（コスト）、③気候変動対策、の観点から、世界全体として原発の導入・増設は進展。 

●APECエネルギー大臣会合共同声明（2014年9月） 

世界における原子力の位置づけ 
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○我が国は被爆国として世界の平和利用を主導。核不拡散防止条約（ＮＰＴ）を遵守するとともに、
他国にも平和利用に伴う義務の遵守を呼びかけてきた。その結果、各国からの信頼を得て（国際
原子力機関（ＩＡＥＡ）のトップは日本人：天野之弥氏）、ＩＡＥＡによる監視・査察の下 、非核兵器国
として長年にわたり原子力の平和利用を推進してきた。 

非核兵器国ながら
フルセットで核燃料
サイクルを持つ。 

※１ ※２ 
※１：再処理 

 使用済燃料からウランやプルトニ
ウムを取り出す工程。 

※２：濃縮 

 天然ウランを「濃縮」して核分裂さ
せやすいウラン２３５の濃度を高め
ること。（原子力発電では５％程度） 

IAEAによる監視・査察（保障措置） 

我が国は、国際的な信頼を得て、 

ＩＡＥＡによる監視と査察の下、以
下のような再処理・濃縮の実施が
認められている。 

あまの  ゆきや 

原子力を巡る国際枠組みと我が国の占める地位 
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2002年～ 

統合保障措置による強化・
効率化 
 

・ 申告された核物質の転用がなく、
未申告の核物質及び原子力活動が
ない旨の結論がＩＡＥＡにより出され
た国を対象に、 実施される通常査
察を軽減。 

 

・これまで５３か国で実施 

 （我が国は２００４年～実施）。 

1997～ 

追加議定書による強化 

 
 

・核物質を伴わない核燃料サ
イクル関連研究開発活動に関
する情報等の申告。 

・短時間通告によるアクセス
（補完的アクセス）が可能。 

 

・現在１２４か国が締結 

（我が国は１９９９年に締結）。 

1972～ 

包括的保障措置協定 

 
 

・平和的な原子力活動に係る
すべての核物質を対象とし、
軍事転用のないことを検認。 

・申告された施設に対して通
常査察等を実施。 

 

・現在１７３か国＋台湾が締結
（我が国は１９７７年に締結）。 

 

ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化と我が国の貢献 
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１．ＩＡＥＡによる保障措置は、1997年にＩＡＥＡ理事会において採択された追加議定書によって大幅に
強化された。 

２．我が国は、1999年に追加議定書を締結した。追加議定書の普遍化は核不拡散上極めて重要で
あり、我が国も他国に対し締結を積極的に働きかけている。 

３．また、我が国に対しては、「申告済核物質の転用」及び「未申告の核物質及び原子力活動」が存
在しないとの前提の下、統合保障措置という形で、より強化・効率化された保障措置が適用され
ている（現在、統合保障措置は53カ国において実施。）。 
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①「発展途上国が原発を建設し続ける中で、完全に原子力から撤退することは、責任ある国際的な原子力の発
展を阻害するだろう。（中略）中国はゆくゆくは重要な原発輸出国に成長する可能性がある。民生原子力発電
の地球規模の発展において中国が主要なプレーヤーとしてロシア、韓国、フランスに加わろうとしている時に、
世界が効率的で信頼性の高い安全な原子力発電やサービスを求めているのであれば、日本が遅れを取るわ
けにはいかない。」 

②「日本と米国は、国内外において、安全で信頼できる民間原子力発電を促進する点において政治的・商業的
利益を共有している。」 

③「原子力発電の安全かつ正しい発展と活用は、日本の包括的な安全保障の絶対不可欠な要素である。この
観点から、原子力に関する研究開発における日米協力が必須である。」 

●アーミテージ・ナイ 第３次レポート（２０１２年８月１５日、米・ＣＳＩＳ（戦略国際問題研究所））（抜粋） 

１．原子力が国際的に拡大する中、米国は、核不拡散、国際的な原子力安全の確保に強い関心。 

２．核不拡散、原子力安全の信頼できるパートナーとして日本に強く期待。  

事故後の我が国の原子力技術等に対する期待②（米国） 

●ハムレ 米戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）所長 （元国防総省副長官） 

「日本は商業用原子力エネルギー分野で世界の一大強国だ。しかし、原子力発電をやめてしまえば、その地位
を失うことになる。」 

「もしそうなると、これから原発が新たに建設されるのは主に、中国、インド、ペルシャ湾岸諸国、ロシアになる。し
かしいずれも拡散防止を先頭に立って推進する国ではない。３極体制が崩れると、不拡散の目的を必ずしも共
有しない国々がより大きな影響力を持つことになる。世界は今より大きな危険にさらされることになる。」 

「米国は不拡散を支えるパートナーが必要なのだ。日本はこれまで最強のパートナーだった」 
       （2012年10月24日 朝日新聞インタビュー） 105 
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東電福島原発事故の教訓と経験の共有とＩＡＥＡ 

○ＩＡＥＡは加盟国に対し原子力利用に関する様々なレビューサービスを提供しているところ、我が
国としては、積極的にこれを受け入れるとともに、ＩＡＥＡをはじめとする国際社会と東京電力福島
第一原発事故の教訓と経験を共有し、世界の原子力の安全の向上に積極的に貢献していく。 

 

参考： なお、東京電力福島第一原発事故を契機とし、国際的な原子力安全を強化するため、２０１１年９月、ＩＡＥＡ理事会は「原
子力安全に関するＩＡＥＡ行動計画」を承認し、ＩＡＥＡ総会において確定した。同計画では、東電福島第一原発事故の教訓を
組み込むこと等により、既存のピア･レビューを強化すること、加盟国は定期的にＩＡＥＡピア・レビューを自発的に受け入れる
こと等が盛り込まれている。 

【総合的規制評価サービス（Integrated Regulatory Review Service：IRRS） 】 
○総合的規制評価サービスは、加盟国の原子力規制に関し、その許認可・検査等に係る法制度や関係する組

織も含む幅広い課題について総合的なレビューを行う。 
○我が国としては、2013年12月16日、ＩＡＥＡに対しIRRSミッションの派遣を要請。2015年末を目途に受入れ予定。 
 

【緊急時対応評価サービス（Emergency Preparedness Review Services：EPREV） 】 
○緊急時対応評価サービスは、原子力・放射能緊急事態への対策と、法制度、人材育成プログラム、放射能モ

ニタリングプログラムなどの整備状況のレビューを行う。 
 

【国際核物質防護諮問サービスミッション（International Physical Protection Advisory Service：IPPAS） 】 
○施設における核物質防護措置の内容を確認するとともに、政府関係者及び原子力事業者からのヒアリングを

通じ、核物質防護条約及びIAEA核物質防護勧告に準拠した防護措置を確認。2015年に受入れ予定。 
 

【運転管理評価チーム（Operational Safety Review Team：OSART） 】 
○原子力発電所等の運転管理の安全性の継続的な向上を支援するため、加盟国からの要請に基づき、ＩＡＥＡ

事務局がOSART調査団を派遣。ＩＡＥＡの原子力安全基準及び国際的に優れた原子力発電所の実経験に照
らして発電所等の運転管理の現況を評価、良好事例、改善提案・助言等をとりまとめる。 

○我が国としては、1988年以降、複数の発電所においてOSARTの受入実績がある。 
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１９５７年設立 
本部：ウィーン 
加盟１６２か国 
事務局職員：約２、５００人（邦人職員４０人） 
通常予算：約４４７億円（２０１４年度） 
[意思決定]理事会（我が国含む３５か国から成る実質的意思決定機関）＋総会（全加盟国で構成） 

国際原子力機関（IAEA） 

○ＩＡＥＡは、我が国が重視する以下のような課題への取組を実施している。 
 

 北朝鮮、イラン等の核問題の解決のための取組 
北朝鮮について主に衛星画像で動向を監視し、事務局長報告の形で発出する等、問題に関与。イランの核活動について
も監視・検証活動を実施。 

 

 保障措置の実施 
核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）に加入している非核兵器国との間で保障措置協定を結び、軍事転用がないことの確認を実施。 
 

 核セキュリティの強化 
 

 汚染水問題を含む福島事故後の対応 
福島事故後、我が国はモニタリングチームや除染ミッションを受け入れ。 

 

○ＩＡＥＡの活動に対し、日本は米国に次ぐ約１０％の予算を分担（約４６億円）。（２０１４年度） 
  ２００９年には日本人として初めて天野氏が事務局長に就任（２０１３年に２期目、２０１７年まで）。 

事務局長 天野之弥 

任期：2013年12月～2017年11月 

※日本人として初めて事務局長に就任 
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原子力発電計画 

トルコ 
- アックユ（１２０万kW級４基）及びシノップ（規模未定４基）において建設計画あり。 
- アックユ・サイトはロシアと合意、シノップ・サイトは２０１３年５月の総理訪問で日本が優先交渉権を獲得。同年１０月の

総理訪問でトルコ政府と企業連合の間で商業契約を合意。 

ベトナム 
- ニントゥアン省の２サイトに各々１００万kW級２基ずつ建設予定。 
- 第１サイトはロシア、第２サイトは日本を建設パートナーに選定（１基目は２０２０年、２基目は２０２１年運転開始予定（
遅延見込）） 

UAE 
- ２００９年に４基の入札が行われ、韓国電力公社が落札。２０１７年の初号機運転開始を目指し、建設中。 
- 日本企業は、今後建設が計画されている５基目以降の建設計画の受注を目指す。 

リトアニア 
- ビサギナスに１３５万kW１基の建設計画あり。（２０２０～２０２３年頃運転開始目標） 
- ２０１１年７月、日立を優先交渉企業に選定。正式契約に向け交渉中。 

ポーランド 
- ２サイトに各々約３００万kW（基数未定）の建設計画あり。（第１サイトを２０２４年、第２サイトを２０３５年までに稼動開始
予定） 
- GE日立/日立GE、ウェスチングハウス（WEC、東芝子会社）、三菱重工、仏、加、露、中、韓の企業が関心あり。 

フィンランド - ＴＶＯ社計画では、東芝、三菱重工、GE日立、アレバ、韓が競合。 

米国 
- 現在までに１６件が建設運転一括許可（COL）を申請、うち３件についてCOLが発給され新規建設へ。（１６件のうち８件
を東芝（ウェスティングハウスを含む）が、４件をGE日立が受注又は受注見込み。） 

英国 
- ３事業者が新規建設を計画中。政府は建設予定地８サイトを公表。 
- ２０１２年１１月、日立は２サイトで建設計画中の電力会社（ホライズン）を買収。また、２０１４年６月、東芝は、別の１サ

イトで建設計画中の電力会社（ニュージェン）の６０％株式を取得。 

１．我が国の原子力産業は、事故の経験と教訓に基づいた安全性を高めた原子力技術を提供可能。 

２．原子力発電を導入・拡大したいと考えている国々からは、こうした高い安全水準を持った技術の提供への
期待が寄せられている。 

３．併せて、国内の原子力発電所の安全運転を確保していくためにも、海外のプラント建設への関与を通じて、
これまで蓄積してきた原子力技術・人材、競争力ある部品産業の拡がりを維持していくことが重要。 
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１．現在、我が国は、ベトナム、カザフスタン、ＵＡＥ、サウジアラビア、ヨルダン、インドネシア、タイ、
マレーシア、フィリピン等の新規原発導入国や導入を検討する国に対して、原子力安全確保等
に必要な法制度整備や人材育成支援を実施。 

２．現状では、経済産業省、国際原子力協力センター（ＪＩＣＣ）、ＪＡＥＡ等の関係機関や大学が、 
それぞれの分野に関する制度整備・人材育成研修等を実施。 

（協力の例） 

○原子力損害賠償制度構築の支援 【経産省】 

 ベトナムにて原子力損害賠償制度に関する意見交換・政府間での情報提供、専門家派遣等 
 

○原子力発電所の安全管理人材の育成 【経産省委託事業（２０１３年度は海外電力調査会が受託）】 

 ベトナム等の電力事業社職員を対象として、運転操作や安全管理等の研修に受入れ等  

 

○地質構造等の調査 【経産省委託事業 （２０１３年度は日本原子力発電が受託）】 

 ベトナムの原発立地予定地点における断層等の地質構造の調査等  

 

○原子力発電の基盤整備 【経産省補助事業（２０１３年度はＪＩＣＣが受託）】 

ヨルダン等の新規導入国等の政府職員等を対象として、法整備や人材育成等の基盤整備に
関しして現地での研修を実施等 

 

 

今後、福島第一原子力発電所事故の経験と教訓を活かした新規導入国等への支援を
行う上では、相手国に必要となる包括的で幅広い人材・制度整備への支援と、それを効
率的に提供できる支援体制の構築が課題。 
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○二国間原子力協定とは、核物質・原子力資機材等の移転先国における平和的利用や核不拡散
等を確保するための法的な枠組み。 

 ・締結済：米国、英国、カナダ、豪州、中国、仏国、ロシア、カザフスタン、ヨルダン、韓国、ベトナム、 

        トルコ、ＵＡＥ、欧州原子力共同体（ユーラトム） 

 ・交渉中：ブラジル、インド、南ア、メキシコ、サウジアラビア            （２０１５年５月現在） 

原子力協定の締結状況 
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6/16差し
替え済み 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/b/b7/Flag_of_Europe.svg


原発輸出とオペレーションについて 

１．ロシア・韓国の例に見られるように、原発新規導入国のニーズを踏まえ、政府主導の下、国営企
業が関与するかたちで、プラント建設に加え発電（運転・保守）までを一元的に提案し、受注を獲
得するケースが増えている。 

２．東京電力福島第一原発事故の経験と教訓を世界と共有し、世界の安全性向上に貢献するという
観点からも、我が国企業が輸出先国の発電（運転・保守）分野にも貢献する体制が必要ではない
か。 

プラント建設 運転・保守 
 

ロシア 
 

韓国 

ロスアトム（国営企業） 

韓国水力原子力発電（韓国電力公社子会社） 斗山重工業（韓国企業） 

【プラント建設に加え、発電（運転・保守）までを一元的に提案し受注した事例】 
 

○UAE（韓国が受注）：２００９年１２月、UAEの原子炉入札に際して、日・仏・韓が競合。UAE側は、原発建設だけ
ではなく、運転・保守等への関与を希望。韓国企業連合は、６０年間の運転・保守保証等を提供することを約
束する提案を行った結果、４基の原発建設を受注。 

 
○ヨルダン（ロシアが受注）：２０１３年１０月、ヨルダンの原子炉入札に際して、日・仏・露・加が競合。ヨルダン側

は、原発建設だけではなく、運転・保守等への関与を希望。ロシアは、BOO（Build-Own-Operate）／BOT
（ Build-Operate-Transfer）方式による提案を行った結果、１基の原発建設に係る独占的交渉権を獲得。 

※韓国については、原子炉技術は斗山重工業が有しているが、韓国水力原子力発電が設計・建設・運転を総合管理。 

〈参考〉 
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１．仏は、サルコジ政権下で、原子力の国際協力を奨励するため、2008年5月に、関係省庁が関与
する公的組織として、国際原子力支援機構（AFNI）を設立。 

２．露は、ロスアトム（国営原子力会社）が、原発輸出とともに、人材育成等の国際協力も実施。 

 

○役割 ： 原子力協定を締結する国に対し、制度的・人的・技術的環境
の整備に向けた支援を行う。 

○運営体制 ： エネルギー省の局長が議長となり、原子力・代替エネル
ギー庁（CEA）長官、外務省、経済省、研究省等の局長、放射線防
護・原子力安全研究所（IRSN）所長、原子力安全機関（ANS）委員
長らにより、運営方針を決定。具体的な人材育成支援は、仏・国立
原子力科学技術院（INSTN）やCEA等が実施。 

○実績（例） ： ポーランドで、13大学で原子力人材養成プログラム、12

週間の原子力工学研修、3カ月間のインターン等を実施。 

フランスの例 （国際原子力支援機構（AFNI）） 
 

○役割 ： ロスアトムは、ロシアの原子力協力及び原子
力協定を所管しており、新規導入国等に対する原
発及び関連する産業施設の建設支援、金融支援、
人材育成・規制基盤に関する支援を一元的に行う。 

○運営体制 ： ロスアトム本社の国際原子力基盤部（２
０１２年設立）が国際協力を担当。海外に拠点を持
つ子会社のRusatom Overseas（２０１１年設立）や
国立原子力研究大学（MEPｈI)、中央先進訓練研究
所（CICE&T）等と連携。 

○実績（例） ： MEPｈI、CICE&Tは、以下のように、各国
から、研修生を受け入れている。 

 

ロシアの例 （ロスアトム（国営原子力会社）） 

【出典】 
AFNIプレゼン資料(2011年5月13日) www.syntec-ingenierie.fr/media/uploads/afni.pdf 
Rosatomウェブサイト www.rosatom.ru/en/partnership/internationalcooperation 

人数 人数

合計：85名 合計：最大260名 最大490名

2010年 2011年 2012年

2010年     人数    2011年      人数   2012年 

合計：85名          合計：最大260名    合計：最大490名 
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民生用原子力に係る 
日米二国間委員会 

 

○２０１２年５月の日米首脳会談に
て合意。 

 

○これまでに３回の会合を実施（２
０１２年７月、２０１３年１１月、２０
１４年６月）。現在の議長は日：杉
山外務審議官、米：エネルギー
省副長官。 

 

○個別のテーマ毎に、以下のＷＧ
を開催。 

 

－民生用原子力エネルギーに係
る研究開発WG 

－廃炉・除染WG 
－緊急事態管理WG 
－核セキュリティWG 
－安全・規制WG 

 

原子力エネルギーに関する 
日仏委員会 

 

○２０１１年１０月の日仏首脳会談
にて合意。 

 

○２０１２年２月に第１回を開催以
降、これまでに４回開催。現在
の議長は日：引原外務省軍縮
不拡散・科学部長、仏：原子力・
代替エネルギー庁長官。 

 

○主なテーマは以下のとおり。 
－産業協力 
－原子力政策 
－核燃料サイクル 
－原子力安全 
－福島関連（汚染水対策等） 
－研究開発（ASTRID協力） 

 

日英原子力 
年次対話 

 

○２０１２年２月の日英首脳会談
にて合意。 

 

○２０１２年１０月に第１回、２０１３
年１０月に第２回を実施。第２回
会合の際の議長は日：長谷川
外務省欧州局審議官、英：グラ
イムス外務省首席科学顧問。 

 

○主なテーマは以下のとおり。 
－廃炉・除染 
－研究開発 
－原子力政策 
－原子力安全・規制 
－広報 

 

○東京電力福島第一原発事故以降、我が国は事故の知見や教訓を共有し、国際社会への貢献・
各国との協力を強化すべく、研究開発や廃炉、安全等に関する先進国との対話の枠組みを構築
してきている。 

先進国との協力の枠組み 
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米国のエネルギー政策 

１．ブッシュ政権は、２００５年８月の「エネルギー政策法」では、原子力発電の利用拡大を供給力
拡大の柱として位置付け、先進的原子力発電プラントに対する融資保証等の政府による新規
建設の支援策を盛り込んだ。 

２．現在、ジョージア州のボーグル原子力発電所（２基）及びサウスカロライナ州Ｖ．Ｃ．サマー原
子力発電所（２基）において新規建設中。（いずれも規制州） 

原発建設計画（既存99基、発電比率約20％） 
○現在までに以下の１６件が建設運転一括許可を申請 

 （うち７件は手続き停止中）。 

＜米国の「エネルギー政策法」（ 2005年8月）＞ 

１．先進的原子力発電プラントに対する債務保証 

 最大80%の債務保証を連邦政府が与える（再生可能エ
ネルギーなど先進技術プロジェクトが対象。） 

 2014年2月、建設中のボーグル原子力発電所（２基）に
対し、約65億ドルの債務保証の発行を発表。（保証料率の
高さが争点だったが、ボーグルは料率ゼロとの報道あり。） 

 2014年9月、DOEは最大126億ドルの新たな債務保証
案件の募集を開始。うち原子力施設は106億ドル用意さ
れており、先進原子炉に加え、小型モジュール炉（SMR）
及び既設炉の増強及び改良が対象となっている。 

 

２．新規原子力発電プラントの建設遅延に対する補償 

 新規原子力発電プラントを建設する電力会社を対象に、
許認可手続きを原因とした遅延による追加負担金を、政
府が１基につき最大５億ドル補償（6基を対象）。 

 最初の2基は損失の100%（5億ドルを上限とする）、残り
の4基は50%（上限2.5億ドルとする）を補償。 114 
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１．2000年代前半まで原子力は経済性に乏しいとしていたが、地球温暖化への対応、エネルギー安全保障、
電力の安定供給確保の観点から原子力推進へ転じた。 

２．2013年には自由化後の市場において、低炭素電源への投資が進まなかったことから、投資回収の可能
性を高める支援策（ＣｆＤ）の導入を決定。その他、政府による債務保証や原発新設自治体への支援制度
も創設。 

３．陸上風力並に高い価格設定（15.7円/kWh）と中国等外資の参加により、電力自由化後初めて原発新設
が決定する見通し。 

英国のエネルギー政策 

（２）ＣｆＤ制度（差額決済契約制度） （１）発電設備容量が急激に減少 

（３）新設原発（ヒンクリーポイントC）の概要 

・発電事業者は基準価格の収入が一定期間保証される。
固定価格買取制度（ＦＩＴ）に類似した制度。 
 

①自国資本はなく、海外資本（仏、中国２社）で構成。 
 

②ＣｆＤ制度では陸上風力並みの基準価格を設定。 

2000年代半ば 現在 10年後 将来 

EU環境規制の影響による 

火力発電所の閉鎖 

老朽化による 

原子力発電所の閉鎖 

脱炭素目標の達成、 

石油・ガス価格の高騰も相まって、 

原子力発電所の新設等 

により供給力を維持 

供給力は 

約20％減少 

出典：World Nuclear Associationホームページ、海外諸国の電気事情（2008） 

平均的な 

需要規模 

原子力 ﾊﾞｲｵﾏｽ 水力 洋上 
風力 

陸上 
風力 

大規模 
太陽光発電 

基準価格 
(￡/MWh) 

92.5 
(15.7円) 

105 
(17.9円) 

100 
(17.0円) 

155 
(26.4円) 

95 
(16.2円) 

120 
(20.4円) 115 

基準価格 

（Strike Price） 

差額を補填 

事業者が支払う 

市場価格 

（Reference  Price） 

基準価格 

（Strike Price） 

差額を補填 

事業者が支払う 

市場価格 

（Reference  Price） 
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１．福島第一原発事故を受けて、脱原発の世論が強まり、ドイツ政府は2022年までに脱原発を達成す
るために原子力法の改正を行い、各炉の廃止時期を設定。 

２．他方、現時点においても9基が稼働しており、電力供給の約2割弱を占めている。 

（１）原子力政策の変遷 

（２）ドイツの電源構成（発電電力量） 

 ① 2002年、シュレーダー政権が脱原発政策に転換。各
原子炉の残りの稼働年数を法定。 

 ② 2010年、メルケル政権が軌道修正し、各原子炉の運
転期間延長（平均12年）を決定。 

 ③ 2011年、福島第一原発事故を受け、同政権は国内
17基のうち古い7基を暫定停止命令。 

 ④ 同年7月、同政権は17基のうち8基（上記＋事故炉）
の閉鎖を決定。他の9基も運転延長を認めず、2022年
までの閉鎖を決定。 

水力 3.7% 

原子力 

16.2% 

石炭 

43.9% 

ガス 12.6% 石油他 4.3% 

風力 8.7% 

太陽光 4.5% 

その他再エネ 6.0% 

出典： 

Yearly Statistics & Adequacy Retrospect 2012” (ENTSO-E)BDEW（2013） 

（３）2014年～2018年発電設備増減見通し 

103.6 
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出典：ドイツ連邦ネットワーク庁 

万ｋｗ 

5,806億kWh 

2012年実績 

ドイツのエネルギー政策 －脱原発方針へ転換－ 
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石炭 0.8％ 

１．2013年9月に社民党と緑の党の連立政権が誕生したことを契機として、将来のエネルギーミック
スの在り方について、2年強かけて検討する予定。 

２．他方、2025年頃までに既存原発の1/3の閉鎖が見込まれる中で、どのように供給力を確保する
かが最大の課題。 

３．北欧諸国は、国際電力取引所（ノルドプール）を介し、相互に電力の輸出入を行っている。 

（１）原子力を巡る議論 

地熱・太陽光 

バイオマス 12.4％ 

（２）多国間共通電力市場（ノルドプール）について 

水力 47.4％ 

石油 0.4％ 

 2013年9月に社民党と緑の党の連立政権が誕生。 

 原発を再エネと省エネで置き換えることを出発点と
し、将来のエネルギーミックスの在り方について、2
年強かけて検討する予定。 

 新政権は、①原発は再エネと省エネで置き換え、
②原子力に係る核廃棄物税を引き上げ、③原発新
設計画は中断、との方向性を示している。  

166億kWh 

2012年実績 

原子力 

38.5％ 
1/3にあたる約300万
kWが、安全基準への

対応、卸電力価格の
低下による採算性の
悪化、運転期間の終
了などにより閉鎖の見
込み。 

＜スウェーデンの電源構成等＞ 

機密性○ 

 

 

ノルドプール参加国 

ノルウェー 
フィンランド 

スウェーデン 
エストニア 

ラトビア 

リトアニア 
デンマーク 

 1996年の電力自由化を契機に、北欧諸国（スウェーデ

ン、ノルウェー、フィンランド、デンマーク等で構成）のノ
ルドプールと呼ばれる国際電力取引所に参画。 

 2013年は約350億kWhの取引があり、これは参加国

間の電力消費量の84％を占める。 

 スウェーデンは、水力や再エネの過不足を補うため、

発電電力量の１～２割程度の電力を輸出入している。 

出典：OECD/IEA, Energy Balances of OECD Countries 2014 Edition 

スウェーデンのエネルギー政策 －今後2年強かけてエネルギーミックスを策定－ 
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運転中の原発基数 
（中国） ２７基 
（韓国） ２３基 
（台湾）  ６基 

中・韓・台における原発サイトイメージ（現状） 

蔚珍 

新月城 

月城 

新古里 

古里 

霊光 

国聖 

金山 

馬鞍山 

田湾 

広東大亜湾 

嶺澳 

紅沿河 

運転中 

運転中＋建設中・計画中の原発基数 
  （中国） ２７基 ＋約４０基 
  （韓国） ２３基 ＋約１８基 
  （台湾）  ６基 ＋    ２基（建設停止） 

中・韓・台における原発サイトイメージ（今後） 

運転中 

建設中 

新蔚珍 

蔚珍 

新月城 

月城 

新古里 

古里 

霊光 

国聖 

金山 

馬鞍山 

龍門 

紅沿河 

海陽 

田湾 

秦山 

方家山 

三門 寧徳 

福清 

広東大亜湾 

嶺澳 

韶関 

陽江 
昌江 

防城港 

咸寧 

桃花江 

CEFR 

石島湾 

彭澤 

蕪湖 

小墨山 

腰古（台山） 

中国は内陸部の新設を凍結するも沿岸部は維持。 出典：世界の原子力発電開発の動向2013年版,IAEA（PRIS）WEBサイト 等 

CEFR 

陽江 

寧徳 

１． 今後も、中・韓・台をはじめ、インド、東南アジア等の我が国の周辺諸国においては、原子力発
電所建設が進むことが見込まれる。 

２． 今後は、我が国を取り巻く周辺国を含めた地域全体で、原子力発電所の安全な運転をいかに
確保していくかが大きな課題。 

東アジア地域における原子力発電所建設の加速 

118 

７．世界の原子力平和的利用への貢献 
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福清 
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中国のエネルギー政策 －東部沿海地域での原子炉建設を加速へ－ 

出典：世界の原子力発電開発の動向2013年版 

１．中国政府は、2014年4月、国家エネルギー委員会において、クリーンエネルギーによる発展を実
現し、経済成長を維持するための電力需要の確保に向け、福島第一原発事故以降一時的にス
ローダウンしていた計画を見直し、新規の原子力発電所建設を加速する方針を示した。 

２．国内における新設に加え、2013年10月に策定した計画等に基づき輸出大国を目指しており、英国
の新設原発にも出資。2015年4月には、国務院常務会議において、中国独自の第3世代炉であ
る、「華龍1号」の建設プロジェクトを承認した。この結果、内陸部におけるAP1000を中心とした建設
計画を修正する可能性があるほか、同炉型について、アルゼンチンをはじめ、世界各国に対して
大々的に輸出を拡大していく方針を示した。 

 

     運転中の原発基数 
（中国） １７基 
（韓国） ２３基 
（台湾）  ６基 

 運転中＋建設中・計画中の原発基数 
（中国） １７基 ＋５４基 
（韓国） ２３基 ＋ ９基＋α 
（台湾）  ６基 ＋ ２基 

中・韓・台における原発サイトイメージ（今後） 

運転中 

建設中・計画中 

新蔚珍 

蔚珍 

新月城 

月城 

新古里 

古里 

霊光 

国聖 

金山 

馬鞍山 

龍門 

紅沿河 

海陽 

田湾 

秦山 

方家山 

三門 
寧徳 

福清 

広東大亜湾 

嶺澳 

腰古（台山） 

陽江 
昌江 

防城港 

咸寧 

桃花江 

徐大堡 

CEFR 

石島湾 

CDFR 

彭澤 

陸豊 

中・韓・台における原発サイトイメージ（現状） 

蔚珍 

新月城 

月城 

新古里 

古里 

霊光 

国聖 

金山 

馬鞍山 

田湾 

秦山 

広東大亜湾 

嶺澳 

徐大堡 

運転中 

中・韓・台における原発サイトイメージ（今後） 

運転中 

建設中・計画中 

新蔚珍 

蔚珍 

新月城 

月城 

新古里 

古里 

霊光 

国聖 

金山 

馬鞍山 

龍門 

紅沿河 

海陽 

田湾 

秦山 

方家山 

三門 寧徳 

福清 

広東大亜湾 

嶺澳 

韶関 

陽江 昌江 

防城港 

咸寧 

桃花江 

徐大堡 

石島湾 

彭澤 

陸豊 

蕪湖 

小墨山 

腰古（台山） 

（２）海外展開の評価・現状 

国名 内容 

パキスタン 原発建設に全面的に協力しており、輸出した2基（チャシュマ原
発1,2号機 ）が稼働中。加えて2基建設中（3,4号機）であるほか、
さらに2基（カラチ原発2，3号機）の受注が決定。 

イギリス ヒンクリーポイントC（EDFエナジー）の建設に資本参加。 

ルーマニア 原発建設（チェルナボーダ3，4号機）に対して出資の意向。 

トルコ 第３原発建設サイトについて協力を提案。 

（３）電源構成（発電電力量） 

石炭 80％ 

水力 18％ 

天然ガス 

    2％ 

原子力 2％ 

約5.0兆kWh 

2012年実績 

 習近平国家主席発言 

 （2014年6月13日）党中央財経領小組 

 「世界最高水準の安全基準を採用し、

安全を確保することを前提に、中国

は、東部沿海地域での原子力発電所

建設プロジェクトについて機を逸するこ

とがあってはならない。」 119 石油 0.1％ 

その他 3％ 
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（１）原子力発電所開発計画 

2020年において、最大8,800万kWへ。 

最大 

8,800万へ 

万kW 

2013年 2020年 

約2,450万 

27基 約70基 
約40基新設 

2％程度 

原子力発電比率 

（発電電力量） 

設備容量 

4％程度 
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（３）第2次国家エネルギー基本計画に対する評価 

26％ 41％ 29％ 

2012年 2030年 2035年 （第１次計画） （第２次計画） 

＜原子力発電比率の推移＞ 
＜産業用電気料金の日韓比較＞ 

○東亜日報（2013年10月14日）社説 
 「原子力割合の縮小、経済性のある代案はあるか」 
 原発は、高度の技術が必要であり、競争力を持ってい
る分野だが、社会的受容性がなければ、推進は難し
い。安価なシェールガスの浮上も、脱原発の説得力を
増大させている。 
 ほかのエネルギー資源が全くない国で、原発に匹敵
するほどの代案を探すのは難しい。太陽光や風力など
の再生エネルギーは開発速度が遅く、石炭やＬＮＧが原
発の代替材だが、貿易収支に及ぼす悪影響が大きい。
火力は、温室効果ガスの削減にも支障をきたさざるを
得ない。１kWh当たりの電気生産コストは、ＬＮＧは
187.00ウォンだが、原子力は39.20ウォンであり、原子
力は経済性の大きなエネルギー源だ。原発の割合縮小
による経済的負担が予期せぬほど大きくなりかねない。 

○東亜日報（2013年10月14日）社説 
 「原子力割合の縮小、経済性のある代案はあるか」 
 原発は、高度の技術が必要であり、競争力を持っている
分野だが、社会的受容性がなければ、推進は難しい。ほ
かのエネルギー資源が全くない国で、代案を探すのは難
しい。原発の割合縮小による経済的負担が予期せぬほど
大きくなりかねないという。 

出典：IEA  Energy Prices and Taxes 
 （OECD為替レートを使用） 

30％ 

40％台 

  前半 

発電電力量 設備容量 

円/kW 

23基 41基 18基程度新設 1990年 2000年 2010年 2013年 

（１）韓国の原発比率は長期的には上昇 ①国務総理（首相）会見（2014年1月8日） 

 「エネルギー供給において、温室効果ガスの問題
やエネルギー価格の国民負担等の問題を考えれ
ば、火力発電の比率を極端に高めることは難しい」 

 「原子力発電は必要最小限のレベルとするが、
新・再生可能エネルギーの比率は最大限高いレベ
ルを確保」 

 

②産業通商資源省（2014年1月） 

 「価格が高い電力の比率が高まれば国家経済に
負担がかかる。エネルギー安全保障上も原発は重
要だ」  

③中央日報（2013年12月11日） 
 「韓国政府、原発の拡大政策を当分維持」 

 政府はワーキンググループの勧告範囲の中で最
も高い数値を選んだ。これは原発拡大政策を当分
維持するという意だ。 

 原発に代わる適当な電力源がないからだ。 

59％ 

韓国のエネルギー基本政策 －スピード緩めるも原発拡大を堅持－ 

７．世界の原子力平和的利用への貢献 

（２）韓国の電気料金は我が国に比べて安価 

１．韓国政府は2014年1月14日、「第2次国家エネルギー基本計画」を閣議決定。安価な電気料金・国
力の維持のために原子力を活用すべく、現状26％（設備容量）の原発比率を2035年に29％とする。 

２．2035年までに原発18基程度を新設（既存計画分11基＋7基程度）。2035年には計41基程度。 
  2014年6月8日には、新設2基の方針を盛り込んだ第7次電力需給基本計画（案）を国会に提出。な

なお、本計画中、2029年時点における原発比率は28.5％ （設備容量）と設定。 

３．韓国の原子力安全委員会（NSSC）は2015年2月27日、国内で2番目に古い月城1号について、2022
年までの10年間の運転延長を認可。（2012年に30年間の設計寿命を迎え、停止中。） 

電気料金グラフは全体
並びでリバイス 

（３）第７次電力需給基本計画の概要 

①2029年におけるエネルギーミックスを提示（設備容量） 
電 源 割 合 

原子力 ２８．５％ 

石炭火力 ３２．２％ 

ＬＮＧ火力 ２４．７％ 

再生可能エネルギー  ４．６％ 

その他 １０．０％ 

②従来の建設計画11基に加え、新たに2基建設決定。 

 運転中     ： ２３基、２１５８．２万kW 

 建設中     ：  ５基、 ６２０万kW 

 計画中     ：  ６基、 ８６０万kW 

 今回新規追加 ：  ２基、 ３００万kW （2028、2029運開予定） 

 合  計     ： ３６基、３９３８．２万kW 

吉川リバイス済み２ 6/23差し
替え済み 
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１．台湾政府は、2011年11月3日、国家エネルギー政策を発表し、原子力の安全確保、原子力依存度

段階的減少、グリーン・低炭素環境の創造、最終的には非原子力社会の構築を目標にしている。 

２．2017年までに2基の原子力発電所を新設する予定であったが、慎重な世論の高まりを受け、 2014

年4月に、建設の中止の可否を問う国民投票を行うまでは建設を停止することを表明。 

（１）原子力依存度は段階的に減少 

（３）台湾の電源構成等 

台湾のエネルギー政策 －原子力発電所の建設停止－ 

天然ガス 29.6％ 

原子力 18.9％ 

水力 2.7％ 

2,135億kWh 

2012年実績 

石炭 43.8％ 

出典：OECD/IEA, Energy Balances of 

Non-OECD Countries 2013 Edition 

（２）国家エネルギー政策の概要 

石油 2.7％ 

その他 2.3％ 

＜エネルギー構成（2025年：発電電力量）＞ 

 ・原子力        ：5％ 

 ・石炭・石油火力  ：30％ 

 ・ガス火力      ：40％ 

 ・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ：16-20％ 

2013年末 2025年 
6基 

＜原子力設備容量・比率の推移＞ 

18％ 

万kW ％ 

5％ 

522万kw 

270万kw 

2基 

※原発の運転寿命は40年とし、各原子炉を順次閉鎖。 121 

７．世界の原子力平和的利用への貢献 

吉川リバイス済み 6/16差し
替え済み 



１．日本のエネルギー政策をどうするのか、国民経済、エネルギー政策の観点から 
 の原子力の位置づけについて国民に説得力のある議論が行われていなかったの 
 ではないか。 
  → 原子力のみならず、日本のエネルギー政策や安全性の向上に向けた取 
   組についても分かりやすく情報提供すべきではないか。 
 

２．福島第一原子力発電所事故以降、エネルギーに関わる行政、事業者の信頼が 
 低下している状況を真摯に受け止めるべきではないか。 
  → 国民の理解を得る第一歩として、福島第一原発の現状や取組について 
   丁寧に情報提供すべきではないか。 
 
３．立地自治体や住民の方々が、これまで長年にわたって、我が国の電力の安定 
 供給ひいては経済発展に対して果たしてきた貢献の大きさに対して、電力の大消 
 費地をはじめ全国的に理解が十分とはいえないのではないか。 
  → 電力立地地域のみならず、消費地においても原子力を含むエネルギー 
   政策について、関心度や理解度などの違いに応じた、きめ細やかな広    
   報を行っていくべきではないか。 
 

一般国民に対する広聴・広報に関する課題① 

８．国民、自治体との信頼関係構築 

122 



４．「安全神話」に陥っていたことで、科学的・客観的な情報提供が十分出来ていなかったの 
 ではないか。 
  → 科学的根拠や客観的事実に基づいたリスクコミュニケーションを、どのよう 
    な方法で図っていくべきか。 
  → 専門家・有識者は、どのような役割を果たしていくべきか。 
 

９．正確性を期すあまり、専門用語を多用したわかりにくい説明をしてきたのではないか。   
 理解度や関心度に合わせたきめ細やかでタイムリーな情報提供が出来ていないのでは 
 ないか。 
  → 原子力のみならず、日本のエネルギー政策や安全性の向上に向けた取組につ 
    いても分かりやすく情報提供すべきではないか。 
  → 国民の理解を得る第一歩として、福島第一原発の現状や取組について丁寧に 
    情報提供すべきではないか。 
  →  電力立地地域のみならず、消費地においても原子力を含むエネルギー政策に 
    ついて、関心度や理解度などの違いに応じた、きめ細やかな広報を行ってい 
    くべきではないか。 
 
１０．次世代を担う小中学生などに対して、原子力を含むエネルギー政策や放射線の基礎 
 知識などについての理解を増進する取組が十分ではないのではないか。 

  → 大人だけでなく子供や若者も対象として、草の根的な広聴・広報活動を実施 
    すべきではないか。 

一般国民に対する広聴・広報に関する課題① 
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８．国民、自治体との信頼関係構築 



国民の理解を得る第一歩として、福島第一原発の現状及び廃炉・汚染水対策について、経済産業省
ホームページ内に専用のポータルサイトを先月開設し、最新の状況を掲載。  
加えて、エネルギー政策や安全性の向上に向けた取り組みなどを、一般国民の方にもご理解
いただけるよう、出来るかぎり平易に説明したポータルサイトも開設。 

一般国民に対する広聴・広報に関する取組事例① 

８．国民、自治体との信頼関係構築 

124 



立地地域のみならず電力消費地も対象に、また大人だけでなく子供や若者も対象として、草の根的な広
聴・広報活動を実施。なお、資源エネルギー庁も、エネルギー基本計画を中心に全国各地で１５０回程
度説明会を開催。 

 シンポジウムの開催 

 電力供給の恩恵を受けてきた消費地などにおい
て、原子力政策に係るシンポジウムを開催 

地層処分に関する双方向シンポジウム 

 ＮＰＯ等活動整備   

ＮＰＯ等活動整備 

 地域に根差して活動するＮＰＯ等の団体が
行う、エネルギー・放射線等の理解促進活動
を支援。 

  

 体験教室 

 全国の科学館等において、主に小学生、中学
生及び高校生を対象に、エネルギーや原子力、
放射線などの知識の普及等を目的とした体験
型の教室を開催。 

体験教室普及 

 立地地域原子力教育セミナー  

 原発立地道県の教育職員等を対象に、教育現場でエ
ネルギー政策や放射線等に関する授業を実践するため
の講義・実習を開催。 また、生徒に対して直接出前授
業を実施。 

立地地域原子力教育セミナー 

一般国民に対する広聴・広報に関する取組事例② 

８．国民、自治体との信頼関係構築 
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原子力立地地域を中心に、信頼構築に向けた情報共有・意見交換を行う協議会が存在。   

泊発電所環境保全監視協議会・技術部会 
泊発電所風評被害等対策協議会 
泊発電所の安全確認協定に関する連絡会・幹事会 

青森県原子力施設環境放射線等監視
評価会議 

女川原子力発電所環境保全監視協議会 
女川原子力発電所環境調査測定技術会 

新潟県原子力発電所周辺環境監視評価会議 
新潟県原子力発電所周辺環境放射線測定技術連絡会議 
新潟県原子力発電所温排水等漁業調査技術連絡会議 
新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会 
柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会 
原子力発電所連絡会 
市町村による原子力安全対策に関する研究会 

福島県原子力発電所安全確保連絡会議 

福島県原子力発電所安全確保技術連絡会・安全対策
部会 
通報連絡担当者会議 
廃炉・汚染水対策福島評議会 
福島原子力発電所の廃炉に関する安全確保県民会議 
福島原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会 

茨城県原子力安全協定推進協議会 

石川県原子力環境安全管理協議会 
石川県環境放射線測定技術委員会 
石川県温排水影響検討委員会 
志賀町志賀原子力発電所安全推進協議会 

福井県原子力環境安全管理協議会 
敦賀市原子力発電所懇談会 
美浜町原子力環境安全監視委員会 

伊方原子力発電所環境安全管理委員会 
伊方町環境監視委員会 

佐賀県原子力環境安全連絡協議会 

鹿児島県原子力安全対策連絡協議会 
薩摩川内市原子力安全対策連絡協議会 

静岡県原子力発電所環境安全協議会 
静岡県環境放射能測定技術会 

浜岡原子力発電所 安全等対策協議会 

島根県原子力発電所周辺環境安全対策協議会 
松江市原子力発電所環境安全対策協議会、出雲市原子力発電所環境安全対策協議会 
安来市原子力発電所環境安全対策協議会、雲南市原子力発電所環境安全対策協議会 
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我が国における原子力立地地域でのコミュニケーションの取組事例 

８．国民、自治体との信頼関係構築 



◇市民と行政との情報交換の場として、２００５年より
計３４回開催。会議の状況を広報紙で広く市民に周知 

 

◇松江市長が議長。市議会議員、島根県職員のみな
らず、漁業団体、農業団体、商工団体、労働団体、医
師会なども参加。慎重派の団体も参加。 

 

◇要請により中国電力も参加 

 

①松江市原子力発電所 

環境安全対策協議会 

②柏崎刈羽原子力発電所の 

透明性を確保する地域の会 

◇毎月１回、原則公開で開催。一方的な視点に立たず、推
進・慎重・中立の情報を同時に発信。これまで国に対して、
計１４回提言書をとりまとめ。 

 

◇柏崎市・刈羽村の住民主体の会議。商工会議所、地区
町内会、エネルギー関連NPO、労働組合、原子力発電所に
慎重な団体等から推薦された委員が参加。 

 

◇行政側（新潟県、柏崎市、刈羽村、規制庁・エネ庁）や東
京電力はオブザーバー参加。 

我が国においても、推進派、慎重派含めて丁寧な議論を行っている地域の協議体が存在。 
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我が国における原子力立地地域でのコミュニケーションの先進事例 

８．国民、自治体との信頼関係構築 



６．「結論ありき」との印象を与える情報発信となっているのではないか。疑問にきち 
 んと答えていく、疑問に答えられなければ軌道修正を行っていく、といった姿勢が 
 欠けているのではないか。 
 → 政策を押しつけることなく、一方的な情報提供の場にならないために 
   はどうするべきか。 
 
７．賛否両論ある中で、相互の誹謗中傷に陥ることなく、建設的なコミュニケーション 
 となる工夫が乏しいのではないか。 
 → 建設的なコミュニケーションの場となるよう、誰が、本件に関する主 
   体的な役割を担うべきか。 
 → 我が国において立地地域を中心に情報提供、意見交換を行っている協 
   議会が存在する中、各地域の実情も踏まえつつ、多様なステークホル 
   ダーとの意見交換をいかに活性化していくべきか。 
 

８．原発に対して慎重なご意見を持つ方々を含めて、顔の見える形での十分な対話 
 ができていないのではないか。 
 → 我が国において立地地域を中心に情報提供、意見交換を行っている協 
   議会が存在する中、各地域の実情も踏まえつつ、多様なステークホル  
   ダーとの意見交換をいかに活性化していくべきか。 
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原子力立地地域におけるコミュニケーションの強化に関する課題 

８．国民、自治体との信頼関係構築 



【海外事例】米国原子力規制委員会(ＮＲＣ)のリスクコミュニケーションについて 

 ＮＲＣは、効果的なリスクコミュニケーションが重要であると認識。許認可取得者、市民、議会等と広くコミュニ
ケーションを行い、専門性が高く合理的な規制活動により信頼の醸成を図ろうとしている。ＮＲＣ職員と組織のスキ
ル強化を図ることを目的に、ポリシーやガイドラインの策定、職員のトレーニングやその支援等を実施している。 

 

ＮＲＣが安全規制活動を実施するための５原則（公開、独立、効率性、明瞭、信頼性）、 

ＮＲＣ職員が行動指針とする７つの価値（誠実、サービス、公開、コミットメント、尊敬、協力、
卓一性）を設定。 

ＮＲＣのコミュニケーションに対するポリシー 

 
○リスク情報を活用した規制について内外に説明すべく、ＮＲＣ職員がリスク・コミュニケー

ションを実践していくために考慮すべき事項をとりまとめ、公表。 

○リスク・コミュニケーションの定義･目的･準備・実施・評価等での考慮事項を解説。 

○「信頼と信用の構築」、「効果的なメッセージの作成（背景情報・不確実性・聴衆のレベル
に合わせた言葉の選択等）」、「技術的な情報の伝達（図表やたとえ話の活用、他のリスク
との比較等）」、具体的な内容に言及。 

ＮＲＣのリスク・コミュニケーションのガイドライン 

 

○稼働中の原子炉を監視するプロセス（ＲＯＰ） ※の評価結果を活用し、原子力
発電所におけるリスク等について地元市民等に説明。 

○職員のスキル底上げと熟練職員から若手職員へのスキル移転支援として
Knowledge Centerを整備。 

主な活動 

※発電所のパフォーマンス指標及び検査指摘事項の重要度をリスク情報を活用して4段階に色分けし、 毎年、各発電所のパフォーマンスを総合的に評価。その
結果に応じて各発電所に対する規制措置を決定するしくみ。 2000年にNRCが導入。 
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８．国民、自治体との信頼関係構築 



【海外事例】米国の原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）の活動について 

 原子力の商業利用を早期に開始していた米国では、オイルショックを経て原発立地を進めたが、１９７９年の
スリーマイル島原発事故により、国民の原発に対する不信感が高まりを見せる中で、複数業界団体が統合して
原子力エネルギー協会（Nuclear Energy Institute、以下ＮＥＩ）を設立し、業界の意見取りまとめ、政府への政策
提言を行うとともに、国民やメディアに対する情報発信機能を担当。 

 

「原子力エネルギーが米国のエネルギー安全保障、環境保護、経済成長、電源構成の多様性確保のために
不可欠なものと認知されることを目指す。」 

ＮＥＩの目的【NEI’s Vision for 2020】 

 
○原子力エネルギーに関する法制、規制上の主要な論点に関する政策提言 

○議会、行政組織、規制当局、国際団体等に対し、業界の意見を発信 

○リスクコミュニケーションに関する勉強会や緊急時対応トレーニング等のフォーラムの開催 

○メディア、国民に対して正確かつ迅速な業界情報の提供（セミナー開催、世論調査の実施等） 

ＮＥＩの活動概要 

 

 広範なコミュニケーションの実施が可能とするため、各分野のエキスパートを各部門のトップに据えた執行
体制を構築。 

 ボードメンバーは４９名と大所帯で、約１５０名の専任人材によって運営。 

ＮＥＩの組織等 

【業界関係者のコメント】 

 「原子力業界の代表として、内外から信頼される情報発信者であり続けることは非常に重要なことである。情報の透明性、長年の業界経験に
基づく専門性に裏付けられた情報提供、業界課題に対するOne Voiceで情報発信する努力を常に行っている。業界内外とのコミュニケーショ
ンを絶やさず行うとともに、一般市民の広聴を行い、その結果を踏まえた活動を実施してきていることがＮＥＩの特徴でもある。」 

130 

８．国民、自治体との信頼関係構築 



 【海外事例】英国における専門家からの統一的な情報・見解の発信 

 

◇主要な役割 

 ・首相、内閣に対する科学工学に関する助言・報告 

 ・政府全体の科学工学に関する助言の質の維持 

 ・各省庁の主席科学顧問との連携の主導 

◇具体的な活動事例 

 ・福島第一原発に際しては、緊急時科学助言グループを招
集 

 ・専門家の見解をまとめ、科学的根拠に基づくリスク評価を
迅速に行い、在日英国人にも情報・助言を提供 

英国政府主席科学顧問 
 

◇活動の目的 

 ・２００１年設立。 

 ・正確かつ科学的根拠に基づく情報をメディアを通じ一般
市民や政策決定者に提供すること 

◇具体的な活動 

 ・報道機関への情報提供又は適した専門家の紹介 

 ・広報担当者への基礎知識等の提供 

 ・専門家の情報発信の支援（メディアとの関係等） 

 ・現在、英国のほか豪、新、加、米、日で活動中 

 

サイエンス・メディア・センター（ＳＭＣ） 

【質問】 

今後数年の間に廃炉される原子力発電所の代わりに，新しい原子力発電所を
建設することを、どの程度支持しますか/支持しませんか？（これにより今後も
同じ割合の原子力発電が保たれることになります。） 

■英国における原発新設（リプレース）支持／不支持の推移 

  ・福島１Ｆ事故後３ヶ月後では原発新設等の支持率が低下した
が、半年後には事故前の水準に回復 

出典：“Nuclear Update December 2012” “IPSOS MORI  

 英国において福島第一原発事故後も原発維持への支持が高い要因として、政府の冷静な対応やメディアの
報道姿勢に加えて、専門家からの統一的・平易な情報発信の重要性が指摘されている。 

 具体的には、専門家の立場から政府や市民・メディアへの迅速な情報提供等を行う英国政府主席科学顧問
やサイエンス・メディア・センター（ＳＭＣ）が活動を行っている。 
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 【海外事例】フランスにおける地域情報委員会（ＣＬＩ）について 

 フランスでは、原発維持政策に対する地域住民の不安を解消するため、各原発立地地域に地域情報委員会
（Commission Lacale d’Information、以下ＣＬＩ）を設置。 

 １９８１年より立地地域ではＣＬＩを設置し、住民と事業者を対象に情報発信と意見収集を行ってきており、２００６
年には法律によって設置が義務化されている。 

 ただし、ＣＬＩには原子力施設の立地・増設やトラブル後の運転再開にあたっては、諮問はされるが同意権限は
付与されていない。  

 

○事業者や住民との交流 

  －事業者との定例会議や事業者、住民、ＣＬＩの意見交換会の実施 

○情報発信 

  －定期刊行物を地域住民に発行、インターネットによる情報公開の取組 

○事業者の監督 

 －事業者主催の原子力防災訓練の実施状況の監督や周辺地域の環境モニタリング 

ＣＬＩの目的・活動 

 
 公平性・独立性を担保するため、委員会は多様性のあるメンバーより構成され、地方議員等をメンバーに
することで、過度に専門的になることを防止。 
 ■地方議員５０％以上  ■労働組合１０％以上  ■環境保護団体１０％以上  ■専門家・有識者１０％以上 

ＣＬＩのメンバー構成 

 

 財源は、国（原子力安全機関）と関係自治体（県）が半分ずつ負担。 

 ※事業者からの出資は禁止 

ＣＬＩのメンバー構成 
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５．原発停止や廃炉となった場合の地元経済・雇用への影響について、必ずしも思 
 いが及ばないままの議論となっている面があるのではないか。  
 
 → 多くの立地地域においては、30年から40年かけて、原子力産業を中心 
   とした産業構造が形成されてきたものの、今後は、原子力依存度低減 
   に伴い、原子炉が減っていく中で、それを急激に転換させることは困 
   難なのではないか。 
 
 → 原子力依存度低減に伴い、関連企業の廃業、倒産による失業者の大幅 
   な増加が懸念される中で、新たな産業の創設や雇用増加につながる支 
   援策として十分機能していないのではないか。 
 
 → 多くの立地自治体においては、電源立地地域対策交付金、固定資産税 
   収入など、原子力関連の歳入の割合が高い。限られた国の財源の中で、 
   電源立地地域対策交付金の制度趣旨(発電用施設の設置・運転の円滑化) 
   や現状をどう認識し、将来に向けたバランスの取れた展望をどう描くか。 
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１．東日本大震災以降、原発立地地域では、長期運転停止に伴う地域経済の冷え込み、原発関連
技術者、運輸・サービス業従事者等の雇用減少といった影響が出始めている。このため、立地地
域における経済・雇用の下支えを行うため、以下の施策を講じている。 

２．引き続き、原子力発電所の稼働等の状況を見つつ、必要な対策の検討を続ける。 

 

 原発の安全や運転を支える立地地域の経済の活性化・雇用の確保を図る観点から、長期稼働停止による地域への影響

緩和と、中長期的な地域の産業基盤の強化を図るため、地域資源を活用した産品・サービスの開発、販路拡大、PR活動等

の地域の取り組みを支援するとともに、こうした立地地域の今後取り組むべき課題等に関する調査研究を行う。 

 

 既に交付金により造成された基金（事業運営基金、施設整備基金、維持補修基金、維持運営基金及び企業立地資金貸

付事業に係る基金）について、当該基金の計画内容を変更して、雇用・経済対策に資する事業に充当するなど、自治体の

現在の状況に、より即した形で交付金を活用できるような枠組みを整備。 

●原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業（平成26年度～） 

●電源立地地域対策交付金で造成した基金の使途の柔軟化（平成25年1月） 

長期停止中の原子力発電所の立地地域に対する支援について 
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●上記のほか、地域における企業立地対策、中小企業対策などの支援を実施。 
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特産品の開発 

観光開発 

ご当地グルメ開発 

地域ブランディング 

イベントでのPR 

店舗でのテスト販売 

TV・新聞・雑誌などのメディア広報 

PRツール制作 

人づくり 

主体性 継続性 

活動の担い手、体制づくり 

地域のモチベーション向上 将来ビジョン、計画づくり 

立地地域における新産業の創設や新たな雇用を確保するため、平成２６年度より、「原子力発電施
設立地地域基盤整備事業」を通じて、地域産品の販路拡大、地域資源を活用し集客につながるよう
立地地域の主体的な取組を支援。 
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立地地域を対象とした支援策のみならず、様々な支援ツールを有効に活用して、産業・雇用を創出
する地域主体的な取組を積極的に支援。 

○ 現行法（平成１９年制定）は、「地域産業資源」（地域の特産物として認識されている「農林水産物、鉱工業品、観光資源」）を都道府県

が指定（約14,000件）し、これらを活用した中小企業の事業計画を国が認定して支援（認定件数は1,234件）。 

○ これまでは、殆どが個社の取組で地域経済への波及も限定的、売上も少額。「地域全体での取組」と「販路開拓」が課題。 

○ 地域産業資源を活かした 「ふるさと名物」をテコに地域活性化を図るため、 

 ①市区町村が「ふるさと名物応援宣言」するなど積極的な関与により地域ぐるみの取組を促進するとともに、 

 ②小売・ネット業者等との連携、 ③体験型観光への支援追加により消費者嗜好に合った商品開発・販路開拓等を促進。 

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律の一部改正の概要 

市がワイン普及を支援、観光にも利用 

・国、県、市の支援の下、組合、事業者が「甲州ワイ
ン」のブランド化に取り組み、海外展開を実現。 

・市は「原産地呼称ワイン認証制度」や「ワイン原料
用甲州種ぶどう栽培奨励補助金」などで支援。 

・ワインをテーマとした観光商品にも展開。 

 ブドウ踏み体験 

  （山梨県甲州市） 

ゴール後にワインが提供される 
「甲州フルーツマラソン大会」 

甲州ワイン 

ゆず加工品で年商30億円 

・人口1000人弱の山村。 

・林業が衰退する中、農協の組合長が中心となり、
ゆず加工品を開発。 

・テレビCM（村が半額補助）で、村の知名度も上が
り、年商30億円、雇用100人創出 

ゆずドリンク 

「ごっくん馬路村」 

（高知県馬路村） 

「亀田の柿の種」 
テレビCMで 

村も有名に 
ゆず 
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Ⅳ．原発依存度低減の達成に向けた課題 

【立地地域の経済・雇用への影響】 

○原子力発電所の立地地域は、長期にわたり国のエネルギー政策に貢献してきた。そうし

た中で、多くの地域において、原子力発電が基幹産業となっており、立地市町村の財政に

占める電源立地地域対策交付金や固定資産税収等の原子力関連の歳入の割合が大きいとい

う事実を踏まえる必要がある。  

○今後、原発依存度の低減により、立地市町村の経済、雇用、財政等に大きな影響を及ぼ

すことが懸念される。廃炉を円滑に進めていくに当たっては、政府は、このような立地市

町村への影響を十分に考慮し、同時に、電源立地地域対策交付金の制度趣旨(発電用施設の

設置・運転の円滑化)を踏まえ、限られた国の財源の中で、稼働実績を踏まえた公平性の確

保など既存の支援措置の見直し等と併せて、立地市町村の実態に即した産業振興や安全対

策等のための政策措置など、必要な対策について検討を進めるべき。  
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原子力小委員会の中間整理（平成26年12月）抜粋 
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原子力防災対策の強化 

（１）原子力防災対策を重点的に実施する範囲の拡大 
 震災前の原子力防災対策を重点的に充実すべき地域（ＥＰＺ：8～10km圏）を見直し、予防的防護

措置を準備する区域（PAZ）を概ね5km圏内に、緊急時防護措置を準備する区域（UPZ）を概ね
30km圏内に設定。 

（２）各地域の原子力防災対策の強化 
 自治体が作成する地域防災計画・避難計画の充実化を支援するため、自治体と関係省庁等が

参加する「地域原子力防災協議会」を地域ごとに設置し、避難計画を含むその地域の緊急時に
おける対応が、原子力災害対策指針等に照らし、具体的かつ合理的なものであることを確認する。 

 安定ヨウ素剤の事前配布など、事故の際に被ばくの影響を軽減できる体制の構築に向け調整。 
 原子力防災や避難に係る資機材、インフラ等の整備・充実に向けて、国による支援を効果的に実

施。 

（３）より実践的な総合防災訓練の実施（2013年 九州電力川内原発、2014年 北陸電力志賀原発） 
 事前に関係者に事故シナリオを伝えることなく、実際の災害場面に近似させた「実時間実働訓

練」を実施。与えられた状況・情報に応じた対応能力を確認。 
 TV会議システムを接続・活用したリアルタイムでの情報共有を実施。国、自治体、電気事業者が

一体となった対応・連携の確認。 

海上輸送による住民避難（海上自衛隊） 車両による避難（警察車両による先導） ＴＶ会議による情報共有 
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